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1 序論 

1.1 はじめに 

都市施設である下水道は，概成に向けて整備が進められている．2023年度末には1億128万人（総人口に

対する普及率は81.4％）に達し，汚水処理人口普及率は93.3％に至った 1)．一方，我が国の総人口は2008年

にピークとなる1億2,808万人を迎えたのち，減少を続けている 2)．2014年に策定された「新下水道ビジョ

ン」3)でも示されているように，人口減少にも柔軟に対応可能な汚水処理システムへの進化が求められてい

る．実際，下水道が概成した都市では，処理区域内の人口減少に伴って，処理場に流入する負荷や汚泥の発

生量が減少している事例もある（図-1.1）4)．図1-1に示した都市では，2001年から2020年の20年間で水洗化

人口が約2割減少することに伴い，脱水汚泥量も約2割減少している．多くの都市では現時点では顕在化し

ていないが，人口の減少が加速すると，発生汚泥の減少が課題となってくることが予想される． 

 

図-1.1 水洗化人口が減少している事業体における水洗化人口・脱水汚泥量の推移 
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現在の下水道システムでは流入下水を処理する際には必ず汚泥が発生するため，汚泥の処理・処分は必

須のプロセスとなる．土地の制約が大きい都市部においては効率的な処理・処分のために焼却プロセスが採

用されてきた．下水道統計では，1962年度の川崎市入江崎下水処理場での実績が最も古い記載となってお

り 5)，また下水道施設設計指針と解説には，1972年度版から焼却プロセスに関する記載がされている 6)．日

本における下水汚泥焼却炉の炉形式毎の炉数は，図-1.2に示すように焼却プロセスの導入当初は多段式の焼

却炉が主流であったが，1980年代には流動焼却炉にシフトしていった．2014年度以降は，温室効果ガスの

排出削減や省エネルギー化に資する，過給式流動床炉や多段吹込燃焼式流動焼却炉，二段燃焼式循環流動焼

却炉等などの高度な焼却プロセスの導入が進んできている．近年では，汚泥処理の多様化や水処理・汚泥処

理の広域化に伴い焼却炉は減少傾向にあるものの，2021年度には発生汚泥の約5割（DSベース）が焼却処

理されており，引き続き焼却プロセスは主要な汚泥処理手法と位置付けられる． 

 

 

 

 

 

 

図-1.2 下水汚泥焼却炉と溶融炉，炭化炉の炉数の推移 

 

下水汚泥の特性の一つに，脱水汚泥であっても含水率が70～80％程度と高く，低位発熱量が低いことが

挙げられる．そのため，汚泥焼却においては補助燃料を必要とする場合が多い．さらに現時点でも焼却炉の

設計能力に対して汚泥の投入量が少ない処理場は多く存在するが，今後の人口減少により更なる汚泥発生量

の減少も想定される．このような設計能力に対して投入汚泥量が少ない場合は低負荷運転や間欠運転とな

り，焼却プロセスでの補助燃料使用量が多くなる傾向にある．さらには焼却炉での汚泥の焼却に伴い排出さ

れるN2Oガスは下水処理場における温室効果ガス排出の一因となっている．これらを受け，地球温暖化対

策計画（R3閣議決定）7)において汚泥焼却の高度化に関連する取組として，N2O排出抑制型の焼却炉への更

新や，850 ℃以上の高温焼却の100％実施などの目標が定められている． 
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2050年のカーボンニュートラルを目指すうえでは，下水道事業から排出される温室効果ガスの4.5％ 8)を占

める補助燃料についても注目する必要がある．そのうち下水汚泥焼却炉の補助燃料として主に利用されてい

るものは，重油などの化石燃料や消化ガスが該当する． 

これまで，焼却プロセスにおける補助燃料利用を低減するために，低空気比（抑制燃焼）プロセスの最

適化に伴う焼却プロセスの改善 9)や，脱水機・凝集剤の性能向上に伴う含水率の低減 10)などが図られてきた

が，従来の補助燃料とは別の余剰エネルギーもしくは代替エネルギーを利用することで温室効果ガスを削減

できる可能性がある．そのなかでも草木系バイオマス燃料を用いた下水汚泥混合焼却に関する運転や検討は

すでに実施されているものの，その多くは木質チップ 11)やペレット 12)，おがくず 13)等が燃料として用いられ

てきた．しかし，昨今一部のバイオマス発電所では燃料材の確保が困難な状況にある 14) ．汚泥処理の事業

継続性の観点から，補助燃料も安定的に供給されるものである必要があり，競合が少ないと考えられる公共

事業（公物管理）由来の刈草や剪定枝，並びに刈草と剪定枝の混合物の利用を想定した．筆者らがヒアリン

グした中でも，現在でも公物管理に伴い収集した草木類を全量焼却処分している都市もあった 15)． 

補助燃料の変更においては，補助燃料由来の灰分により，焼却灰の成分や組成に影響を与えることが想

定される．従来から下水汚泥焼却炉におけるクリンカ生成や煙道閉塞についてはいくつかの事例が報告 16), 17)

されており，焼却炉の運転に悪影響を及ぼすことが分かっている．クリンカの生成や煙道閉塞の発生は，脱

水汚泥中に含まれるリンの濃度が高度処理の影響等で増加することにより焼却灰の融点が低下し，灰や流動

砂を結合させて塊状の物質を生成することが一因と言われている 18)． 

さらに，今回想定している草木系の補助燃料利用を進めると，付随する燃料中灰分の影響で焼却炉にお

けるクリンカ発生のリスクが懸念される．また木質バイオマスを燃料としているバイオマス発電所において

もクリンカの発生が報告されているが，その原因物質としてカリウムの存在が指摘されている 19)．海外では

石炭や他のバイオマスと下水汚泥の混焼時の付着物に関する検討がなされており，様々な種類のバイオマス

との混焼で得られた灰の組成や結晶構造，軟化点等について調査がなされているが 20) , 21) , 22)，水処理を含めた

下水汚泥の性質に着目した研究は確認できなかった． 

下水汚泥焼却炉の閉塞危険性や灰付着性については塚原ら 23)や石井ら 24)により，焼却灰中の酸化物換算し

た主要元素を用いた評価・予測式が複数提案されている．しかし，これらは下水汚泥専焼条件で作成されて

おり，バイオマスとの混焼条件における適用条件は不明である． 
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さらに，2023年3月に国土交通省から出された発生汚泥等の処理に関する基本的考え方に関する通達で

は，「下水道管理者は今後，発生汚泥等の処理を行うに当たっては，肥料としての利用を最優先し，最大限

の利用を行うこととする．」と示されている 25)．これは昨今の世界情勢の変化により資源やエネルギー価格

が高騰したことを受けている（図-1.3）．2021年に策定された「みどりの食料システム戦略」では，2050年

までに目指す姿として，「化学肥料の使用量を30％低減すること」26)が示されており，2022年に策定された

食料安全保障強化政策大綱においては2030年までに堆肥・下水汚泥資源の使用量を倍増し，肥料の使用量

（リンベース）に占める国内資源の利用割合を40％まで拡大すること（2021 年：25％）が目標として掲げ

られている 27)． 

 

 

 

 

図-1.3 リン鉱石とカリウム肥料の輸入価格 28) 

国内における二次資源として利用可能性があるリン資源に，家畜糞尿や鉄鋼スラグ等とともに下水汚泥が挙げ

られる29)．下水汚泥は都市域において安定して発生するという特性があり，その焼却灰はリン鉱石と同等程度のリ

ン含有量となることもある30)．  

下水汚泥焼却プロセスはリン資源の循環プロセスの一つとしても位置付けられている．すでに焼却灰か

らHAPを回収して農業利用する事業が行われている 31)ほか，下水汚泥焼却灰そのものについてもブロッコリ

ーやコマツナ32)，牧草（イタリアンライグラス）33)等を用いた試験栽培により効果が確認されている．また，2023

年に新設された肥料区分である菌体リン酸肥料として肥料登録もなされ始めた 34)．さらにバイオマスとの混

焼により，戦略資源となっている下水汚泥中のリンのみならず草木バイオマス中のカリウムについても資源とし

て同時に有効利用できる可能性が考えられる．草木バイオマス専焼条件ではカリウム肥料としての検討もなされ

ているが，カリウムは炉内等への付着が問題となっている．また，下水汚泥と草木類の混焼検討においては，リ

ンに関する有効利用検討はなされているものの35)，カリウムについては考慮されていない．  

そこで文献調査により，下水汚泥焼却炉の省エネルギー化に向けた取り組み，焼却炉におけるクリンカ

の生成や煙道閉塞に影響する焼却灰の質的変化に関する研究，国内の公物管理由来の草木類に関する状況に

ついてレビューを行い，現状を把握した．それを踏まえて，公物管理由来の草木類を想定するシステムと技

術的課題を整理し，抽出された課題解決に向けた研究を実施した．  
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1.2 文献調査 

文献調査においては，これまで実施されてきた下水汚泥焼却炉の省エネルギー化に向けた取り組みとそ

の中での他分野バイオマスの利用に関する研究，近年運転上の問題となっている炉内や煙道での付着・閉塞

に関する研究，国内の公物管理由来の草木類に関する状況について調査を行った． 

1.2.1 下水汚泥焼却炉の省エネルギー化に向けた取り組み 

下水汚泥は含水率が高く低位発熱量が低いため燃えにくく，焼却に当たっては補助燃料が利用される場

合が多い．1970年代のオイルショックを契機に，補助燃料の削減が課題として認識されていた．当時の文

献によると，焼却プロセスの省エネルギー的代替案として， 

(１) 焼却プロセスに他の余剰エネルギーもしくは代替エネルギーを利用する方向 

・都市ごみ焼却炉での混焼 

・都市ごみ焼却施設からの高温排ガス又は余剰蒸気の利用 

・オガクズや微粉炭混合ケーキの焼却 

・補助燃料としてのRDFの利用 

(２) 焼却プロセスを省エネルギー熱操作プロセスに改善する方向 

・低空気比（抑制燃焼）プロセス 

・熱分解プロセス 

・脱水ケーキ性状改善による自燃焼却プロセス 

の2つの方向性が示されていた 36)． 

オイルショックから約半世紀が経過し，下水処理場内では上記(２)の方向性についてはかなり進展してい

る．空気比については，かつての多段炉では2～2.5 37)とされていたが，現在一般的な流動床炉では1.3での

運転 38)が可能となっている．また，脱水機・凝集剤の性能向上に伴う含水率の低減 39)や過給機を組み合わせ

る焼却プロセス 40)など様々な技術開発が行われてきた．加えて技術開発の進展により，現在，交付金の対象

となる焼却炉は省エネルギーに資するものに限定されている 41)． 

また，上記(１)の方向性のうち，都市ごみ焼却炉での混焼については実用化されている．これは汚泥焼却

において補助燃料として重油等の貴重な資源を利用する一方，都市ごみ焼却で発生する熱を大気中に放散す

るという不合理を解消しようとする省資源・省エネルギー型処理の一方法である．1980年代における西ド

イツKrefeld 42)や米国Duluth43)の調査が行われているほか，下水道分野においても国内で1980年代頃から検討

されている 44),  45)．現在では下呂市 46)の事例など，数多くの実施事例が報告されている．都市ごみ焼却施設か

らの高温排ガス又は余剰蒸気の利用については，一般廃棄物処理施設と下水処理場が隣接する等立地条件の

良い事例では実用化されている．例えば金沢市西部水質管理センターでは，発生する下水汚泥を隣接する金
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沢市西部環境エネルギーセンターから供給された上記で乾燥を行い，乾燥汚泥をエネルギーセンターに送り

返し一般廃棄物と混焼されている 47)． 

一方，おがくず，微粉炭やRDFの利用については，実際に実施された事例は少なく，その多くは実証研

究レベルでとどまっている．バイオマスの補助燃料利用で実用化された事例として公表された例は少ない

が，代表的なものでは，東京都の多摩川上流水再生センターにおいて主に間伐材である杉のチップが補助燃

料利用された事例 11)がある．実証研究レベルとしては，おがくず 13)，微粉炭 48) ,49) ，建築廃木材 50)や木質バイ

オマス 51) ,  52)についての検討のほか，刈草についても過給式流動床炉を用いた混焼実験が行われている 53)．海

外では，下水汚泥とおがくずを混合してペレット化した燃料に関して検討がなされており，燃焼時の排気ガ

スは木くず単独と比べて下水汚泥を混合することにより，COの濃度は低下するが，NOXやSOX，PM濃度は

上昇することが報告されている 12)． 

プラスチックを助燃材として用いた実運転は岡山県環境保全事業団（下水汚泥を受入れ，廃プラスチッ

クを利用して焼却） で実施されている 54)．また，既存の焼却炉を用いた研究として石川県の事例 55)が報告さ

れているが，現時点で下水処理場に設置された汚泥焼却炉を用いた定常的な混焼については，報告はされて

いない．その他下水汚泥との混焼は，可燃性固形廃棄物 56)，RDF57)の事例についての研究報告がなされてい

る． 

以上，既存の混焼に関する報告としては，実運転や実証規模の炉において，焼却システムが問題なく機

能することと，その効果の検証（特に補助燃料としての重油等の削減効果）が行われてきた． 
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1.2.2 焼却炉におけるクリンカの生成や煙道閉塞に影響する焼却灰の質的変化に関する研究 

下水汚泥焼却炉におけるクリンカの生成や煙道閉塞は，焼却炉における直近10年の大きな課題として注

目されている．東京都 16) や岐阜市 58)，埼玉県 59)などで事例が報告され，焼却炉の運転に悪影響を及ぼすこと

が分かっている．そのため，クリンカ発生リスクに関しては，様々な判定手法が提案されている 58)．クリン

カの生成は，脱水汚泥中に含まれるリンの濃度が高度処理の影響により増加することにより焼却灰の融点が

低下し，灰や流動砂を結合させて塊状の物質を生成するとされている．幸田ら 59) は汚泥中のP2O5含有量が

大きくなるほど融点が低下することを示したほか，模擬試料を用いた実験で，マグネシウム，アルミニウ

ム，カルシウム，ケイ素の含有率が高く，ナトリウムの含有率が少ないほど閉塞現象が発生しにくいと推測

している．なお，灰の軟化と灰の組成の関係を明らかにしようとする研究は従前よりなされており，灰の組

成及び示差熱 （DTA） 曲線の主成分分析データを用いて，JIS法の融点を目的変数とする重回帰分析等も行

われている 60)． 

一方，木質バイオマスを燃料としているバイオマス発電所や，石炭火力発電所での混焼においても，ク

リンカの発生が報告されており，その原因物質としてカリウムの存在が指摘されている 61)．カリウム含有量

は草本類では1.8％（45種の平均値 62) ），木本類の特に枝葉部は0.52％（25種の平均値 62)）であり，これら

は下水消化汚泥（8種類の平均値 63)では0.29％）よりも高い含有量であることが示されている．佐藤ら 64)は

木質バイオマス発電所で使用するクリンカ発生量が異なるスギペレットの灰分組成に注目し，クリンカ発生

量が大きいペレットでは灰分中のK2O含有量が高く（41.7％），ほとんどクリンカが発生しなかったペレッ

トのK2O含有量は低い（26.0％）ことを報告している．さらに，この報告では熱力学平衡計算によりクリン

カ発生量が大きいペレットでは910～950 ℃におけるK2CO3の融液が存在し，クリンカ発生量の小さいペレ

ットではその融液はほとんど存在しないことを示しており，クリンカの原因物質としてK2CO3の融液を指摘

している 64)．J.S.Tumuluruら 65)は，石炭とバイオマスの混焼における問題や改善するための前処理に関するレ

ビューを行っている．この中で，バイオマスの利用にあたっての課題として，低い熱量とエネルギー密度，

低い嵩密度，粉砕性指標の低さ，高い含水率と灰分率が挙げられている．また，改善に向けた方法として

は，①灰の付着や腐食などの問題を起こしうるナトリウムやカリウム，塩素などを洗浄，溶出により除去す

る，②粉砕，③ペレット化，④造粒，⑤半炭化，⑥熱分解が示されている．ここで課題とされた焼却時に問

題となるバイオマスに多く含まれるカリウムについては，下水汚泥と混焼することで，熱交換器表面での腐

食性物の付着や煙道へのアルカリ金属の塩化物塩の形成を抑制すると報告されている 20)． 

K.O.Davidssonら 66)は，アルカリ金属が多く含まれるバイオマス燃料と，石炭や下水汚泥を混焼すること

で，排気ガス中のKCl濃度を低下させた．このKCl濃度の低下には，下水汚泥中のアルミニウムの濃度の方

が硫黄濃度より重要であったことを見出している．Ahoら 20)はバークを下水汚泥と混焼することにより，炉

内付着物中の塩化物塩の濃度減少に効果があることを示している．さらにヒ素，カドミウム，水銀，鉛，亜
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鉛といった重金属類を除去できることも報告されている 67),  68)．このようにバイオマスの焼却による問題につ

いては，下水汚泥と混焼することで影響を緩和する可能性が示唆されている． 

混焼にともない，炉に投入される元素の割合が変化するため，得られる焼却灰の組成や構造が変化する

ことが報告されている．Boströmら 69)は，バイオマスとの混焼による灰の化学的な変化について，灰の組成

から理論モデルに基づき挙動を把握しようと試み，特にケイ素とリンがそれぞれ主成分であるバイオマス灰

の主な違いについて説明を行っている．N.Skoglundら 70)は，都市の下水汚泥と麦わらを流動焼却炉で焼却し

たところ，麦わら単独よりも混焼することで，高融点の物質が形成されることにより灰の流動性の改善がみ

られたと報告している．Kleinhansら 71)は，固体燃料を燃焼した際の灰の形成，灰粒子の移動と付着に関する

知見について，粒子の付着と離脱挙動を中心にレビューを行った．その中で，ケイ酸を多く含む灰について

は，粘度と表面張力が粒子の粘着性に影響を与え，草本バイオマスや木材，廃棄物ベースの燃料に典型的な

塩分を多く含む灰の粘着性は，液体溶融分率を使用して説明されることが多いと報告している 72) , 73)． 

下水汚泥に高濃度で含まれているリンの形態に着目した研究もなされている．Herzelら 68)は，約950 ℃の

還元条件下でナトリウムまたはカリウムベースの添加剤を使用して下水汚泥焼却灰を熱化学処理し，溶出し

やすいリン含有鉱物相になることを示している．Liら 74)は，下水汚泥と麦わらとの混焼によるリンとカリウ

ムの関係を調査し，高融点の白榴石（KAlSi2O6）や正長石（KAlSi3O8），カリウムカルシウムマグネシウム

リン酸（Ca9MgK(PO4)7）の形成によりカリウムが残存することを示している．Dengら 21)は，麦わらに対して

下水汚泥の混焼率を高めていくことにより，K3Na(SO4)2やCa(Mg,Fe)Si2O6から融点の高いKAlSi3O8や

(Ca,Fe,Mg)2SiO4,SiO2そしてFe2O3に移行する結果を得ており，また，下水汚泥中のアルミニウム及びケイ素と

麦わらのカリウムからKAlSi3O8の生成を示唆している．Zhaoら 35)は，綿花の茎をはじめとしたバイオマスと

の混焼により，バイオマスに含まれているカルシウム，塩素，カリウム，マグネシウム化合物によって，焼

却灰中のAlPO4を主とするアパタイトでない無機態のリン（NAIP）からアパタイト（AP）への変換が促進

されることを示している． 
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1.2.3 国内の公物管理由来の草木類に関する状況 

最後に，公物管理由来の刈草・剪定枝について言及する．刈草や剪定枝は，個人や事業者が所有する私

有地からだけでなく，国又は地方公共団体等が管理する河川や道路，公園などの公物（直接公の目的のため

に供用される個々の有体物）の管理からも発生する．堤防点検の実施，安全な交通の確保，利用者等の安

全・安心，病害虫の拡散の防止など，各々の公物に求められる機能を維持するため，除草や剪定に関する管

理基準が定められている（表-1.1）． 

表-1.1 分野毎の除草・剪定に対する考え方の例 

 除草・剪定に関する考え方の例 出典 
河川 ・出水期前及び台風期の堤防の点検に支障がないよう，それらの時期

に合わせて年2回堤防の除草を行う． 
・水文・水理等観測，巡視・点検時の見通線の確保等に支障を生じる

場合には，除草，伐開を実施する． 

河川砂防技術基準 
維持管理編（河川編） 
令和3年10月版 75) 

道路 ・除草は，雑草の繁茂により建築限界内に障害が発生することを防止

するとともに， 通行車両からの視認性を確保するため，（中略）実

施するものとする． 
・剪定は，植樹帯及び中央分離帯の植栽の繁茂により建築限界内に障

害が発生することを防止するとともに，通行車両からの視認性の確

保や沿道環境の向上等のため，（中略）実施するものとする． 

国が管理する一般国道 
及び高速自動車国道の 
維持管理基準（案）令

和6年6月 76) 

公園 ・樹木の健全な育成を図りつつ，都市公園の樹木を起因とした 
事故等を未然に 防止し，公園利用者等の安全・安心を確保． 

都市公園の樹木の点

検・診断に関する指針

（案）平成29年9月 77) 
公園・

街路樹 
・剪定等を実施した際に病害虫が発生した部位があるときは， 
病害虫の拡散を防ぐため，焼却等を行うことが重要． 

公園・街路樹等病害

虫・雑草管理マニュア

ル（R2.5改訂）78) 

 

各施設の維持管理において，除草や剪定は負担の大きい事務となっている．例えば，河川事業において

は，全国の河川維持管理費のうち，堤防除草工事に掛かる費用割合は約25％であり，維持費の中では最も

大きな割合を占めている 79)．なお，堤防除草工事は，1990年頃まで年2～3回の除草に加え，農薬の使用や

野焼き等が行われていた 79)．しかしながら，ゴルフ場農薬の問題，廃掃法改正による野焼きが禁止となった

ことを踏まえ，2009年までは3～5回の除草を実施することで堤防管理に適した植生が維持されてきた 79)．

一方2011年以降は，堤防点検の環境整備として原則，年2回（出水期前・台風期）の除草へと変更された

79)．昨今では，多くの河川で民間の幅広い参加をしていただき，さらに公平性や透明性を確保できるよう，

河川法第25条を適用した公募による樹木等の伐採・採取する取り組みもなされている 80)． 

栗原 ら 81)は，国土交通省の直轄事務所における，刈草・剪定枝の収集までの日数と，回収物の処分の割

合について分野別に整理を行っている．除草作業日から収集日までの日数は，国道事務所及び公園事務所で

は，除草作業当日に収集する場合がほとんどであるが，河川事務所では約半分の事務所が1～3日，約1/3の
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事務所が7日と回答しており，管理する公物により収集までの時間が異なっていた．回収した刈草・剪定枝

のうち，焼却処分されていたのは道路では各々約3割，河川では15％程度，公園は10％に満たない結果と

なった．作業単位当たりの発生量については，表-1.2に示すように整理されている． 

表-1.2 作業実施数量あたりの植物廃材発生量（生重量） 

 刈草注1 剪定枝（高木） 注2 剪定枝（中木） 注3 剪定枝（低木） 注3 
t/千m2 kg/本 kg/本 kg/m2 

道路事業 1.305 132.91 

12.99 1.58 河川事業 0.336 (132.91) 

公園事業 (1.305) (132.91) 
注1：公園事業については，数量が道路事業の平均的な数量に近いため道路事業の原単位を採用 

注2：高木の剪定枝は道路事業における値を他分野でも採用 

注3：中木と低木については，河川・道路等管理由来草木系バイオマス不遜量及び利用方法検討業務報告書（国土交通省）82) 

     による各原単位を記載 

 

地方公共団体の例では，横浜市の公園及び街路樹由来の刈草や剪定枝等が持ち込まれる横浜市緑のリサ

イクルプラントにおいて，2006～2011年の平均で年間約4,500 tが搬入されていた結果が報告されている 81)．

また，家庭等から排出される一般廃棄物も含んだ結果であるが，例えば立川市では2022年度に468 t/年が収

集され 83)，さいたま市では約10,000 t/年が一般廃棄物処分業者で処理されていた 84)． 

刈草や剪定枝の有効利用方法としては，堆肥，土壌改良剤，クッション材，木質ボード，燃料チップな

どがある 85)．剪定枝リサイクルを実施している公共団体に対して実施されたアンケート調査 86)によると，有

効回答（70団体）の内，チップ化 をおこなっていたのが 74％，堆肥化 を行っていたのが54％とのことであ

った（複数回答可）．また，リサイクルを実施していく上での課題として，有効回答（55団体）のうち，

生成物の利用 が 24％，費用の問題が24％，異物の混入が20％とされていた（複数回答可）． 

また，刈草や剪定枝の利用に関する新たな取り組みも始まっている．高速道路から発生する刈草や樹木

の剪定枝，間伐材等のバイオマスを，バイオマスガス発電によりサービスエリアへの電力供給を実用化した

事例 87)や，公園管理者が導入した剪定枝を使った木質バイオマス利用システム（バイオマスボイラー）で給

湯や暖房の主熱源として利用する事例が報告されている 88)． 

下水道分野での利用としては，特に木質系材料については爆砕処理 89)や膨潤化処理等 90)の前処理を行った

うえでの混合消化，脱水助材としての検討 91)，堆肥化 92)などが実規模レベルで検討・実施されてきた．ま

た，木質チップのほか剪定枝を対象とした混合焼却も東京都において事業化されたが 11)，現在は事業を終了

している．  
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以上先行研究を整理すると， 

・焼却プロセスの省エネルギー化のため，焼却プロセスに他の余剰エネルギーもしくは代替エネルギーを利

用する手法については，実運転や実証規模の炉において，焼却システムが問題なく機能することと，そ

の効果の検証（特に補助燃料としての重油等の削減効果）が行われてきた． 

・草木系バイオマスの利用が着目されることにより，バイオマス発電所等で焼却における煙道等への灰の付

着やクリンカの発生が課題となっており，硫黄や塩素，アルカリ金属などの元素の影響について調査が

されていた． 

・草木類と下水汚泥の混合焼却により，灰中の結晶等の構造が変化し，重金属類の除去や有用な成分の増加

などのメリットとなる可能性が示されていた． 

・公物管理に由来する刈草や剪定枝の処理は，事業者にとって負担となっている．近年は発電などのサーマ

ル利用によるエネルギー回収の好事例が報告されていた． 

 一方で，未だ検討されていない事項としては， 

・草木類を下水汚泥焼却炉の補助燃料として使用する場合，炉内や煙道への付着物発生等の危険性につい

て，実験を行うことなく簡易に推定する方法 

・水処理や汚泥処理に由来する下水汚泥の特性が，草木類との混焼灰の肥料としての性質に与える影響 

・下水汚泥焼却炉の補助燃料として草木類を使用する場合，季節変動を考慮した付着物発生等の危険性評価 

が挙げられた．  
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1.3 想定するシステムと技術的課題 

本研究では，地域資源循環及び脱炭素の観点からこれまでの重油や消化ガス，都市ガスではない，また

他分野との競合性が低い公物管理由来の補助燃料を用いた環境負荷の低減可能な下水汚泥焼却システムを想

定する（図-1.4）． 

 

図-1.4 想定する下水汚泥焼却システム 

本システムは，地方公共団体が管理する既存の下水汚泥焼却炉の流用を想定し，環境負荷が低い補助燃

料として公物管理由来の草木類を補助燃料として混焼するシステムである．焼却炉の燃料費低減は多くの処

理場で望まれており，廃棄物由来の固体燃料を用いることで，コストの観点からも注目する意義は高い．ま

た，追加的な施設整備はストックヤードと燃料投入ラインの整備等を想定しているが，特にし渣を混焼して

いる処理場では燃料投入ラインの整備が不要であり，導入可能性は高いと考える． 

 これまでに固体燃料による下水汚泥焼却炉の補助燃料の利用検討はあまり実施されていない．特に，地

方公共団体が管理する既存の下水汚泥焼却炉を，他の固体燃料と混焼できるよう改造した例 11)は限られてい

る．山間部近傍という地域性を有する汚泥流動焼却炉においては，地産木質ペレットや木チップをA重油

や都市ガスの代替燃料として汚泥と混焼利用した例 11)があるが，本研究で想定するシステムでは，以下のよ

うな技術的課題がある． 

① 公物管理由来草木類の利用可能性・導入可能性 

安定した調達は，燃料の選択にあたって重要な要素の一つとなる．そのため，公物管理由来草木類の収

集量及び内容物の変動性について把握するとともに，それぞれの補助燃料の物理化学的な基礎的特性を把握

する必要がある． 
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② 付着物等の発生を回避する混焼条件の把握 

草木類の使用において，懸念すべき事項の一つに，炉内や煙道におけるクリンカや付着物の生成・成長

がある．高濃度のリン（下水汚泥焼却炉）や，カリウム（木質バイオマス発電所）がこれらの要因であるこ

とが知られている．下水汚泥と補助燃料の混焼条件における付着物等の発生の可能性を把握し，従来の焼却

炉でも問題なく燃焼できる条件を検討する必要がある． 

③ 焼却灰の肥料利用への影響把握 

草木類を使用する焼却システムの導入にあたり，焼却灰の有効利用方法についても整理する必要があ

る．特に，草木類を混焼すると植物由来のカリウムが供給され，焼却灰の組成や構造に影響を及ぼすが，下

水汚泥自体の特性も影響すると想定される．さらにカリウムもリンと同様に植物に必須な元素であり，昨今

の情勢を踏まえた農業利用も想定されるため，肥料原料としての評価も必要と考える． 

④ システムの適用に向けた評価 

公物管理由来草木類の補助燃料の使用に関するシステムについて，安定した運転の確認や環境影響評価

等を通じ，導入に向けた適用性を精査する必要がある． 
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1.4 研究の目的 

本研究は，以上の技術的な課題に対して検討を行い，公物管理由来草木類を下水汚泥焼却炉において利

用することを想定した際の，草木類の燃料特性，焼却炉内の反応及び，既存の焼却システムへの影響を明ら

かにすることを目的とする．合わせて焼却灰の肥料利用の可能性についても検討を行う． 

1.5 研究フローと論文構成 

本研究のフローを図-1.5に示す．本研究では下水汚泥焼却のため，まず焼却炉の現状について調査を行っ

た（第2章）．続いて公物管理由来の刈草や剪定枝の特性について検討するとともに（第3章），刈草や剪

定枝の燃料利用時における炉内付着物生成について評価した（第4章）．得られた焼却灰において，焼却す

る下水汚泥の性質も考慮しつつ，肥料として有用なリンとカリウムの挙動を把握した（第5章）．最後に公

物管理由来の刈草・剪定枝利用時の影響評価を行い，システムの適用可能性について論ずるものである（第

6章）． 

 

図-1.5 研究フロー（数字は論文の章番号） 
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2 下水汚泥焼却の現状把握 

2.1 概説 

我が国における下水汚泥焼却は60年以上の歴史を有している 1)．また現在の制度では，改築に際して交付

金の交付対象となる焼却設備は10年経過したものとなる 2)が，一部では長寿命化対策を施して10年を超過

しても運転されていると考えられる．さらに，設計当初の焼却汚泥量と比較して，実際の焼却量は人口動態

や面整備の進捗状況などから個々の処理場で状況が異なっていると想定される．そこで本研究を実施するに

あたり，まず全国の下水汚泥焼却の現状を把握した．これは，第4章以降で示す実験や机上検討を実施する

にあたり，条件の設定や妥当性を確認する必要があるためである．主な調査項目とその利用用途を以下に示

す． 

①  現状の焼却炉の規模：机上検討における焼却炉の規模の設定に利用（第6章） 

②  脱水汚泥の性状：実験条件の設定・検証（第4章）や試算条件の設定（第6章） 

③  焼却炉の補助燃料利用と負荷率：机上検討における負荷率の設定に利用（第6章） 

④  焼却炉の温度：実験条件の設定・検証（第4章）や試算条件の設定（第6章） 

 また，付着予測式とクリンカの発生事例についても比較を実施（第4章） 

⑤  排気ガス量：机上検討における試算条件の設定（第6章） 

 排気ガス発生量や灰発生量が増加することに伴う，煙突や集塵設備等の施設増強の必要性を確認 

調査方法は，過年度の下水道統計から焼却プロセスの採用状況の変化を整理するとともに，全国の下水

処理場に焼却炉が設置されている公共団体を対象に実態に関するアンケート調査を実施し，全団体から回答

を得た 3)．なお，アンケート調査票については第8章の付録で示している． 
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2.2 調査方法 

焼却炉を設置している全国の処理場（245基）を対象として，アンケート調査を実施した．回答は全ての

焼却炉から得た．なお，ここでの統計学的検討は，Welchの t検定（両側）を用い，有意水準に0.05を採用

し，P値＜0.05を有意差ありとした． 

2.2.1 焼却炉の種類 

休止中等の炉が21基あり，データを集計できた炉は224基であった．表-2.1に焼却炉の種類を示す．最も

多い炉は流動床焼却炉で192基であり，ストーカ炉は9基であった． 

表-2.1 焼却炉の種類 

流動床焼却炉 ストーカ炉 
多段吹込燃焼式 

流動床炉 

二段燃焼式 

循環流動床炉 

過給式 

流動床炉 
ガス化炉 その他 合計 

192基 9基 4基 3基 9基 2基 5基 224基 

 

2.2.2 脱水汚泥の物性 

脱水汚泥の物性については，含水率，VS/TS及び発熱量について集計した．なお，VS/TSについては，回

答された値にあいまいなものが多数あったため，平成30 年度下水道統計 4)の値を参照した．低位発熱量から

高位発熱量へ換算する際の水の飽和蒸気の比エンタルピは2.5 MJ/kg  （≒2512 kJ/kg 5)）とし，含水率と水素含

有量はアンケートの回答に基づき計算した．一方，水素含有量の記載がない場合は5％ （アンケートで回答

のあった設計時の平均値は5.9％）と仮定した． 
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2.2.3 補助燃料使用状況と負荷率 

燃料の低位発熱量はアンケート回答を用いたが，回答がない場合や高位発熱量と思われる回答について

は，重油：36.7 MJ/L（A重油の値を採用） 6)，灯油： 34.3 MJ/L 6) ，都市ガス：36.4 MJ/ m3 6)，及び消化ガス：

22.4 MJ/ m3 （アンケート回答の平均値）として計算した．なお，1回の立ち上げに使用するエネルギーにつ

いては，立ち上げ時に使用するエネルギーが1 GJを超えて1000 GJ未満となる処理場を対象に整理した．さ

らに，燃料の使用量に燃料の低位発熱量を乗じてエネルギーに換算した．汚泥由来のエネルギー量について

は，汚泥の年間焼却量に汚泥の低位発熱量を乗じて求めた．なお，有効な結果が得られたのは102基分であ

った． 

また，式（2.1）により，全投入エネルギーに対する補助燃料の割合(％)を算出した．負荷率は，式（2.2）

に従い求めたデータを採用した． 

全投入エネルギーに対する補助燃料の割合൫％൯ =
補助燃料のエネルギー(ୋ୎)

汚泥ା補助燃料のエネルギー(ୋ୎)
× 100・・・式（2.1） 

負荷率൫％൯ =
実際の汚泥処理量(୵ୣ୲ି୲/年)

設計汚泥処理能力(୵ୣ୲ି୲/日)×実運転日数(日)
× 100・・・式（2.2） 

2.2.4 流動床焼却炉の温度とクリンカ発生経験 

流動床焼却炉の温度については，砂層部とフリーボード（FB）部について回答を求めたが，砂層部がFB

部の温度を上回る回答や1000 ℃を超える回答は集計から除外した．クリンカの発生については有無につい

て回答を求めた．あわせて，高度処理実施の有無は平成30年度下水道統計 4)の記載によって抽出した． 

2.2.5 排ガス量 

煙突から最終的に排出される排ガス量（湿り）については，定常運転時の時間当たりの排ガス量及び大

気汚染防止法の届出に記載された排ガス量（湿り）について回答を求めた．集計は流動床焼却炉とストーカ

炉の合計201基を対象としたが，有効な回答数は定常運転時の時間当たりの排ガス量は196基で，大気汚染

防止法の届出に記載された排ガス量は172基であった．集塵機及び洗煙塔の能力については，それぞれの入

り口の流量の設計値を回答として求めた．1処理場あたりに複数の焼却炉や集塵機がある場合は，複数の焼

却炉の排ガスを単一の集塵機で処理する場合や，1つの焼却炉の排ガスを複数の集塵機で処理する場合等，

排ガス処理の運用が複雑化する可能性があるため，本研究では焼却炉が1処理場に2基以内で，且つ集塵機

を1種類単独使用している流動床焼却炉について整理した．その時の回答数は63となった． 
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2.3 調査結果と考察 

2.3.1 焼却炉の設置状況 

図-2.1に焼却炉の設計処理能力の分布を示す．脱水汚泥の日処理量約50 t付近（25 t以上～75 t未満）が最

も多く，次いで約100 t付近（75 t以上～125 t未満）の炉が多かった．図-2.2に供用開始年を示すが，1995年

～1999年から運転を開始した炉が多い結果であった．また，2010年以降では，新たに開発された省エネ型

の焼却炉である多段吹込燃焼式流動床炉，二段燃焼式及び過給式流動床炉の割合が増加していた． 

 

 

 

 

 

 

図-2.1  設計能力の分布 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.2 供用開始年の分布 
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2.3.2 脱水汚泥の性状 

消化汚泥を含まない脱水汚泥（消化なし）を焼却している炉は164基あり，消化汚泥を含む脱水汚泥（一

部消化も含む）を焼却している炉（60基）に比べて多かった．表-2.2に汚泥の発熱量，含水率，VS/TS及び

化学組成の比較を示す．消化なしの高位発熱量は，消化ありに比べていずれも高く，P値＜0.05であること

から統計学的に有意な差が見られた．また，VS/TSについては，消化によって有機物の分解が想定された

が，消化ありの場合（81.4％）がなしの場合（82.9％）に比べてやや低い程度ではあるものの，P値＜0.05で

あり，統計学的には有意な差が認められた．炭素，水素及び酸素の平均値はいずれも消化ありが消化なしに

比べて低く，またP値＜0.05であることから，統計学的に有意な差が認められた．消化によって種々のガス

（メタン，二酸化炭素等）が発生するため，これらの元素の含有量低下は，有機物の分解及びガスの発生に

よるものと考えられる．一方で，窒素，硫黄，リン及び塩素の平均値には両者に有意な差は見られなかっ

た． 

様々な脱水方法での脱水汚泥のデータを取りまとめた既往文献 7) と比較すると，高位発熱量についてはア

ンケート結果が合流の値と分流の値の間に位置し，同等程度と考えられた．一方で，消化ありの含水率は文

献値と比較してアンケート結果のほうが低く，VS/TSや低位発熱量は文献値と比較してアンケート結果のほ

うが高い結果となった．消化により汚泥が難脱水となる 8)が，消化かつ焼却を実施している処理場では，濃

縮汚泥の全量ではなく一部のみを消化する部分消化などにより脱水性を改善して汚泥の低含水化を図り，焼

却プロセスでのエネルギーの使用削減を行っている可能性が示唆された． 

表-2.2 脱水汚泥の発熱量，含水率，VS/TSと組成 

（既往文献 7)との比較） 

 

  

C H N O S P Cl
MJ/㎏-dry MJ/㎏-wet % % ％-DS ％-DS ％-DS ％-DS ％-DS ％-DS ％-DS

平均値 18.8 2.0 77.5 82.9 45 6.7 5.5 32.4 0.65 1.4 0.14
中央値 18.5 2.0 77.3 83 44.8 6.7 5.4 32.8 0.59 1.4 0.08
標準
偏差

2.1 0.7 2.3 4.2 3.7 0.4 0.7 3.8 0.29 0.3 0.24

データ数 102 102 156 153 65 65 75 60 79 34 34
平均値 16.6 1.1 80.0 81.4 35.2 5.3 5.9 20 0.79 2 0.17
中央値 16.9 1.1 80.0 81.4 38.2 5.8 5.5 22.6 0.7 1.4 0.11
標準
偏差

2.5 0.6 2.5 4.2 10.6 1.6 4.5 9.6 0.45 1.2 0.21

データ数 29 29 60 58 18 18 18 12 19 5 13

2.0×10-4 8.3×10-8 1.4×10-9 0.025 0.0015 0.0015 0.72 0.0013 0.19 0.32 0.68
分流混合生 平均値 19.2 1.5 80.0 85.5 42.4 6.9 6.3 29.1 0.70 2.5 －
合流混合生 平均値 18.3 1.8 77.6 81.6 40.7 6.5 4.8 28.9 0.67 2.3 －
分流消化 平均値 17.3 0.85 81.5 75.6 37.4 6.3 6.1 24.7 1.1 3.4 －
合流消化 平均値 16.2 0.81 80.9 70 35 5.9 5.4 22.4 1.2 3.5 －

高位発熱量 含水率
組成

消化なし

消化あり

文
献
値

ア

ン

ケ
ー

ト

結

果

p値

低位発熱量
（湿り）

VS/TS
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2.3.3 流動床焼却炉における補助燃料使用状況と負荷率 

2.3.3.1 立ち上げ時 

流動床焼却炉（192基）を対象に，立ち上げ時に使用する補助燃料の種類を整理した結果を表-2.3に示

す．重油を使用している炉が多く，次いで都市ガス・LPGを使用している炉が多かった．また，消化ガスを

立ち上げ時に使用する炉及び燃料を複数併用する炉は，後述する定常時（表-2.5）に比べて減少しており，

立ち上げ時のみ重油や都市ガス・LPGを単独で使用する炉もあった．また，複数の燃料を併用している炉は

11基あり，その内の8基は消化ガスとその他の燃料を併用していた． 

表-2.3 立ち上げ時の補助燃料の種類 

 

表-2.4に流動床焼却炉における1年間の立ち上げ回数の平均値及び中央値を示す．立ち上げ回数の平均値

は17.6回/年及び中央値は4回/年であった．アンケートで回答のあった186基の焼却炉の内，約７割（128

基）については立ち上げ回数は10回/年未満との回答であった．一方で，10回/年以上と回答した焼却炉では

最大で325回/年と回答した焼却炉もあり，日間起動停止運転を実施している焼却炉では頻繁に立ち上げを

実施していた．また，10回/年以上と回答した焼却炉（58基）の約6割（35基）は75t/日未満の比較的小さな

炉であった．特に，100回/年以上と回答した焼却炉は6基あったが，それらはいずれも75t/日未満の焼却炉

であった． 

表-2.4 立ち上げ回数 

（回/年） 平均値 中央値 回答数 

立ち上げ回数 17.6 4 186 

 

  

（基） 重油 
都市ガス・

LPG 
灯油 消化ガス 自燃 複数併用 回答なし 合計 

消化なし 70 52 10 0 0 1 4 137 

消化あり 22 13 2 8 0 10 0 55 

合計 92 65 12 8 0 11 4 192 
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焼却炉の設計処理能力と立ち上げ時に使用する補助燃料のエネルギーとの関係を図-2.3に示す．立ち上げ

時に燃料単独使用をしている流動床焼却炉（合計177基）に対し，有効な回答数は127基となった．立ち上

げ時に使用するエネルギーは設計処理能力と正の相関がみられた．また図-2.3の傾きは1.86 GJ/回・日/tであ

った．これは後述（図-2.4）する定常時の汚泥と補助燃料の傾き467 GJ/年・日/tの0.4％（≒1.86÷467×100）に

相当し，定常時の補助燃料の傾き95.6 GJ/年・日/tの1.9％（≒1.86÷95.6×100）に相当している傾向であった．

これらのことから，1回の立ち上げ時では，年間の汚泥と補助燃料の合計エネルギーの約0.4％，及び補助燃

料の年間投入エネルギーの約2％に相当するエネルギーを使用していると考えられた． 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.3 設計処理能力と立ち上げ時補助燃料エネルギー 
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2.3.3.2 定常運転時  

流動床焼却炉（192基）を対象に，定常運転時に使用している補助燃料の種類を整理した．結果を表-2.5

に示す．重油を使用している炉が多く，次いで都市ガス・LPGを使用している炉が多かった．消化を行って

いる場合は消化ガスを補助燃料として利用している炉もあった．また複数の燃料を併用している炉は16基

あり，これらはいずれも消化ガスとその他の燃料を併用していた． 

表-2.5 定常時の補助燃料の種類 

（基） 重油 都市ガス・LPG 灯油 消化ガス 自燃 複数併用 回答なし 合計 

消化なし 73 50 12 0 1 0 1 137 

消化あり 11 11 1 16 0 16 0 55 

合計 84 61 13 16 1 16 1 192 

 

単一の燃料使用をしている炉（合計175基）に対し，使用量の回答があった炉は合計で167基であった．

燃料及び汚泥それぞれのエネルギー量と設計処理能力との関係を図-2.4に示す．設計能力と投入エネルギー

量には正の相関がみられ，汚泥＋補助燃料（467 GJ/年・日/t），汚泥のみ（387 GJ/年・日/t）及び補助燃料の

み（95.6 GJ/年・日/t）のそれぞれの傾きから，汚泥＋補助燃料のエネルギーに対し，汚泥は約80％（≒

387÷467×100）及び補助燃料は約20％分（≒95.6÷467×100）に相当している傾向にあった． 

  

図-2.4 設計処理能力と，補助燃料及び汚泥のエネルギー量 
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全投入エネルギーに対する補助燃料の割合と，負荷率の関係を図-2.5に示す．負荷率が低いと，全投入エ

ネルギーに対する補助燃料の割合が高い傾向が見られた．また，消化汚泥（一部消化を含む）を焼却する場

合では，負荷率が80％程度でも，投入エネルギーの40％以上を補助燃料で補っている場合も見られた． 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.6と図-2.7に補助燃料の割合及び負荷率の分布をそれぞれ示す．流動床焼却炉における補助燃料の割

合と負荷率の平均値は，それぞれ29％と77％であった．補助燃料の割合が30％以上の炉は75 t/日未満と 

75 t/日以上～125 t/日未満で，また負荷率が70％以下の炉は75 t/日未満の比較的小さな炉に多く見られた． 

表-2.6に75 t/日未満の炉とそれ以上の規模の炉の補助燃料の割合と負荷率の平均値を示す．75 t/日未満の比

較的小さな炉では，それ以上の規模の炉と比較して補助燃料のエネルギーの割合が高く（39.8％），負荷率

は低い （70.1％）結果であった．また，Welchの t検定の結果では，どちらもP値＜0.05であり，75 t/日未満

の炉とそれ以上の規模の炉において有意な差が認められた． 

以上のように，負荷率が低い（設計能力に対して汚泥の供給量が少ない）炉では補助燃料の使用が増加

する傾向が見られ（図-2.5），特に設計能力が小さい焼却炉では負荷率が低く，補助燃料の割合が高くなる

傾向であった（図-2.6，図-2.7及び表-2.6）．また消化汚泥を焼却している場合では負荷率が高くても，補助

燃料の使用が多い傾向であった（図-2.5）．これらの結果から，焼却炉の規模が小さい処理場や消化によっ

て汚泥の発熱量が低くなっている場合については，特に環境負荷の小さな補助燃料の適用が望まれることが

示された． 

 

 

図-2.5  負荷率と全投入エネルギーに対する補助燃料のエネルギーの割合 
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図-2.6 全投入エネルギーに対する補助燃料の割合の分布 

 

 

 

 

 

 

図-2.7 負荷率の分布 

 

表-2.6 75t/日未満の炉とそれ以上の規模の炉における補助燃料のエネルギーの割合と負荷率の比較 

炉の規模 
補助燃料のエネルギーの割合 負荷率 

平均値(％) データ数 P値 平均値(％) データ数 P値 

75 t/日未満 39.8 38 
3.6×10-6 

70.1 71 
6.2×10-4 

75 t/日以上 23.1 64 83.4 83 
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2.3.4 流動床焼却炉の炉内温度とクリンカ発生経験 

2.3.4.1 定常運転時の炉内温度 

流動床焼却炉を対象に，FB部温度と，砂層部の温度を整理した．図-2.8にその分布を示す．FB部温度の

回答数は178基であった．砂層部については，有効な回答数は139基であった．FB部の平均値及び中央値は

約860 ℃であり，砂層部の平均値及び中央値は約800 ℃であった．下水道維持管理指針（2014） では，運転

指標として砂層部の温度を600～800 ℃に，FB部の温度を800～850 ℃とすることが示されている 9)が，現状

では指針に示された値よりも高い温度で運用されている炉が多く存在していた． 

 

図-2.8 流動床焼却炉内温度の分布 
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2.3.4.2 クリンカ発生経験と高度処理 

クリンカの発生経験についての集計結果を表-2.7に示す．約半数の焼却炉においてクリンカの発生がある

との回答であった．次に，高度処理を行っている処理場では汚泥にリンが蓄積していると予想されるため，

高度処理によって発生した汚泥を焼却している流動床焼却炉のFB部温度に注目し，図-2.9にその分布を示

した．クリンカ発生ありと回答した炉の平均値は863 ℃ （中央値860 ℃）であり，クリンカ発生なしと回答

した炉の平均値は858 ℃（中央値857 ℃）であったが，P値＞0.05 （p =0.36）であり，有意な差ではなかっ

た．しかし，クリンカ発生なしと回答した炉は，FB部温度が855 ℃以上～860 ℃未満の回答数が最も多く，

クリンカ発生ありと回答した炉の温度範囲（860 ℃以上～865 ℃未満）よりも低い温度であった．このた

め，高度処理を行っている処理場においては，高いFB部温度で運転している炉ほどクリンカが発生しやす

い傾向が見られた．これは高温で焼却する場合，融点の低いリンの影響が顕著に見られやすいことが一因と

考えられる 10) ． 

表-2.7 クリンカ発生経験の有無 

（基） クリンカ発生あり クリンカ発生なし 不明・回答無 合計 

流動床焼却炉 91 85 16 192 

ストーカ炉 7 2 0 9 

その他 12 10 1 23 

合計 110 97 17 224 

 

  

図-2.9 高度処理実施処理場のFB部温度 
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2.3.5 排ガス処理設備 

2.3.5.1 定常運転時の排ガス量 

定常運転時とばい煙発生施設設置届出書（大気汚染防止法に基づく届出）に記載された煙突での排ガス

量（湿り）の比較を図-2.10に示す．実際の排ガス量と届出に記載された排ガス量には正の相関がみられ，

その傾きは1.22 Nm3/h・h/ Nm3であったことから，大気汚染防止法に基づく届出に記載された排ガス量は実際

の排ガス量に対し概ね1.2倍程度高い値であることが示された．また，流動床焼却炉とストーカ炉でこの傾

向に大きな違いは見られなかった． 

 

図-2.10 定常運転時及び届出に記載された排ガス量 
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2.3.5.2 集塵設備と洗煙塔 

表-2.8に集塵機の設置状況と単独で使用される場合の集塵機の種類をそれぞれ示す．集塵設備は1つの種

類を単独で使用する場合が多かったが（約6割），集塵機を複数併用している場合もあった．単独使用の場

合は，バグフィルタが設置されている場合が多く，次いでセラミックフィルタ，サイクロンの順であった

（表-2.9）．複数を併用する場合では，サイクロンを中心に，電気集塵機（湿式または乾式またはその両

方）やバグフィルタを組み合わせる場合が多かった． 

表-2.8 集塵機の設置状況 

（基） 単独使用 複数併用 無回答 全数 

流動床焼却炉 116 68 8 192 

ストーカ炉 2 7 0 9 

その他 14 9 0 23 

全炉合計 132 84 8 224 

 

表-2.9 集塵機を1種類単独使用する場合の種類 

（基） バグフィルタ サイクロン 
乾式電気 

集塵機 

湿式電気 

集塵機 
セラミックフィルタ その他 合計 

流動床焼却炉 77 16 4 0 18 1 116 

ストーカ炉 1 0 1 0 0 0 2 

その他 8 0 0 0 6 0 14 

全炉合計 86 16 5 0 24 1 132 
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集塵機能力と，定常時の排ガス量及び大気汚染防止法に基づく届出に記載された煙突での排ガス量との

比較を図-2.11に示す．集塵機能力は焼却炉の能力と相関があり，定常時の排ガス量（167 Nm3/h・日/wet-t ）

及び届出に記載された排ガス量（197 Nm3/h・日/wet-t ）の傾きは集塵機能力の傾き（137 Nm3/h・日/wet-t）に対

し，それぞれ約1.2倍（≒167÷137）及び1.4倍（≒197÷137）高い値であった．これは白煙防止対策等のため

集塵機能力よりもこれらの排ガス量が高いものと考えられる．洗煙塔能力の傾きは130 Nm3/h・日/wet-tであ

り，全ての傾きの中で最も小さい値であった． 

 

図-2.11 焼却炉の設計処理能力に対する排ガス処理能力 
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2.4 結語 

アンケート調査から，下水汚泥焼却炉の実態について以下の知見を得た． 

１) 全国に設置されている下水汚泥焼却炉は，日処理量約50 t付近（25 t以上～75 t未満）が最も多く，次い

で約100 t付近（75 t以上～125 t未満）の炉が多かった．供与開始年は1995年～1999年から運転を開始し

た炉が多かった．最も多い種類は流動床焼却炉であった．また，消化汚泥を含まない脱水汚泥を焼却し

ている炉は164基あり，消化汚泥を含む脱水汚泥を焼却している炉（60基）に比べて多かった．消化汚

泥を含む脱水汚泥では，消化によって有機物が分解しており，消化汚泥を含まない脱水汚泥に比べて発

熱量が低くなることが示された． 

２) 流動床焼却炉における補助燃料の割合と負荷率の平均値はそれぞれ29％と77％であった．設計能力が小

さい75 t/日未満の焼却炉では負荷率は平均で約70％と低く，補助燃料のエネルギーの割合は約40％と高

くなっていることがわかった．消化汚泥を焼却している場合では負荷率が高くても，補助燃料の使用が

多い傾向であった． 

３) 流動床焼却炉のFB部の平均値及び中央値は約860 ℃であり，下水道維持管理指針（2014） では，運転指

標として示されている800～850 ℃よりも高い温度で運用されている炉が多く存在していた．高度処理を

行っている処理場では，FB部を高い温度で運用している流動床焼却炉ほどクリンカが発生しやすい傾向

が見られた．これはリンが影響したものと考えられる． 

４) 大気汚染防止法に基づく届出に記載された煙突での排ガス量は定常運転時の排ガス量に比べて1.2倍程度

高かった．刈草や剪定枝を補助燃料として使用する場合，排ガス量の増加が現状の約2割以内に収まれ

ば大気汚染防止法を遵守できることが予想される．一方で，これまでとは異なる補助燃料を使用して排

ガス量が増加する場合は洗煙塔の能力により制限される可能性がある． 
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3 公物管理由来の刈草・剪定枝の特性 

3.1 概説 

下水汚泥焼却炉の補助燃料として，安定的な供給が可能でかつ相対的に安価であった重油や都市ガスが

用いられてきており，第2章の調査の結果，全192炉のうち約半数の92炉が重油のみを補助燃料として使

用していることが分かった．第3章では，これらの化石燃料から環境負荷の小さな補助燃料となりえる公物

管理由来の刈草や剪定枝の適用可能性について検討するため，以下について調査した． 

まず，公物管理由来の草木類，中でも刈草と剪定枝について，文献や実際の事例をヒアリングすること

により年間や月別の収集量を把握した．その後，刈草と剪定枝について，化学的な特性として水分，VS，

発熱量（高位・低位），元素組成を，物理的な特性として嵩密度と安息角について，文献や実試料を採取し

て実験的に求めた．これらは，第4章以降で示す実験や机上検討を実施するにあたり，条件の設定や妥当性

を確認するために使用するほか，ここで採取した刈草及び剪定枝を第4章での実験に使用し，解析を行っ

た． 

あわせて，し渣を混焼するラインを用いた草木破砕物を用いた搬送に関する検討も行い，システムの適

用性についても検討を行った． 
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3.2 公物管理由来の草木類の収集状況例 

公共団体では所有する道路・河川・公園・学校などの公共物を適切に維持管理する必要があり，除草や

剪定が実施されている．公共事業由来の刈草や剪定枝については，その収集量や組成は種々の機関で測定さ

れている 1), 2) , 3)．しかしながら，実際に収集される量は地域特性が大きく，また月ごと，部門ごとでの収集状

況も様々と考えられる． 

そこで本節では，実際の事例についてヒアリング調査より整理を行った．調査対象としたA市では，老

朽化した清掃工場の更新にあたり，原位置での建て替えを実施することが決定された．そのため，市全体で

一般廃棄物の焼却能力が低下することから，刈草や剪定枝については，資源利用をすすめる必要があった． 

3.2.1 調査方法 

A市（人口約100万人，面積約300 km2）の全部局に対してアンケート調査を行い，2018年度の公共事業に

由来する草木類（刈草・剪定枝以外も含む）の収集量について整理を行った 4)． 
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3.2.2 調査結果 

図-3.1に結果を整理するが，2018年度では，年間で約6,370 tが収集されていた．なお，不明と回答した部

局については計上から除外した．10月にピークが来ているが，5月から3月まで毎月400 t以上，6月から1

月まで500 t以上収集されていた．また，市役所内の各部局をカテゴリー別で整理した （図-3.2） ．公園・緑

地系の部局から約50％と最も多く収集されており，続いて道路系，学校系，河川・下水系と続いている．

部局ごとの月別収集量の傾向としては，春は主に公園・緑地系部局，夏は河川・下水系や道路系部局からの

収集が多くなった．秋以降は基本的に公園・緑地系部局からの収集が主となり，年度末にかけて学校系部局

からの収集量が増加する傾向にあった （図-3.3） ． 

 

 

 

 

（※月別のデータが一部不明な課については既知データで按分） 

図-3.1 2018年度 A市役所各部局で収集した刈草・剪定枝等量 4) 

 

 

 

 

 

 

図-3.2 部局別の年間収集量(t)・割合 4) 
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（※月別のデータが一部不明な部局については既知データで按分） 

図-3.3 部局別の月別収集量 4) 

図-3.1と図-3.3のグラフから，A市の中で業務の平準化が行われている可能性が示唆される．これは受注者

の確保できる人工や使用機材が影響している可能性がある．一方で4月は，3月と比べて2割程度と，収集

量が大きく落ちている．これは，契約手続きが完了していない可能性や，受注業者が各種手配等を行ってい

ることが考えられる．参考として横浜市の公園及び街路樹由来の刈草や剪定枝等が持ち込まれる横浜市緑の

リサイクルプラントの事例を図-3.4に示す 3)．2006～2011年の平均で年間約4,500 tであり，月別では6月から

2月が概ね400 t以上，3月は約200 t，4月は約40 t，5月は約130 t搬入されていた．河川や学校からの搬入は

ないが，概ねA市と類似した状況と考えられた． 

補助燃料として安定的な確保を目指す場合においては，どこか一つの部局からというより複数の部局と

連携し調達する必要がある．また4月については収集量が不足する可能性があるため，必要に応じて草木類

の貯蔵や外部からの調達等を行う必要がある．なお，家庭から一般廃棄物として排出され，資源ごみとして

回収された剪定枝は，都市の規模にもよるが数百～千 t /年程度と無視できない量であった 5)．本検討からは

除外するが，必要に応じてこれらの資源の利用についても検討がなされるべきである． 

 

 

 

 

図-3.4 横浜市緑のリサイクルプラントへの平均月別総搬入量 

（2006～2012年度途中データ）3) 
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A市の調査によると，公物管理に起因する刈草や剪定枝等の収集量のうち，約4割は刈草と剪定枝が混在

した状態で収集されていたが，残りの約6割については，発注形式等により区分することが可能であった．

（ただし収集物の一部に廃木材や落ち葉を含んだ結果であった）．この6割について，刈草を主とする収集

物量と剪定枝を主とする収集物量の割合を図-3.5に示した．5月から7月は約60％，9月は80％以上を刈草

で占めているが，10月以降は枝の割合が増加し，1月は約95％が剪定枝となっていた．また，参考として横

浜市の事例を図-3.6で示す 3)．A市の事例と比べて全体的に刈草の割合が少なくなっていた．これは特に夏

季において河川や道路からの刈草が搬入されていないことが影響していると想定された． 

 

図-3.5 刈草と剪定枝の収集比率（A市）4) 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.6 刈草と剪定枝の搬入比率（横浜市・文献値）3)  
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3.3 草木類の化学的・物理的特性 

本項では，補助燃料としての利用を想定する草木類の基礎的な化学的及び物理的特性を調査した．化学

的な特性の内，特に水分，VS及び発熱量は焼却炉の補助燃料として利用する場合においては，特に重要な

情報である．また，元素組成 （水素，炭素，窒素，硫黄及び塩素等） は排ガス処理にも影響を及ぼすた

め，重要である．また，物理的な特性としては，コンベア等を使用した搬送を想定し，シュート部での閉塞

やコンベアの搬送に関する特性として，本研究では安息角と嵩密度に着目した． 

3.3.1 調査方法とサンプル採取 

補助燃料としての化学的な特性を把握するため，汚泥及び草木類のTS，VS，水分，発熱量（高位・低

位）及び組成を下水試験方法（2012）6)等によって測定した． 

本研究では想定する草木類の補助燃料として，刈草及び剪定枝を用いた．ただし実験は複数年にわたっ

たため，刈草はB市の公園内から採取したもので，雨天時に採取したもの（刈草1）と晴天時に採取したも

の（刈草2）の2種類である．採取地で確認された植物を図-3.7に示す．現地で多く確認された植物はオヒ

シバであった．剪定枝はB市の別の公園内にあるケヤキ（図-3.8）及びムクノキ（図-3.9）から採取した．こ

れらの刈草及び剪定枝はし渣破砕機の試験機（ヘリオス社製6004EN型）を用いて破砕した．採取した試料

について高位発熱量，水分，VS及び元素組成を測定した．水分，VSについては下水試験法により分析を行

い，元素組成のうち水素，炭素，窒素，硫黄についてはCHNS元素分析計（エレメンタール製Vario EL 

Cube）で測定を行った．塩素については蛍光X線分析装置（リガク社製ZSX PrimusⅣ）で測定を行った．金

属類については灰化後に蛍光X線分析装置（パナリティカル製Axios MAX）によって測定を行った． 

さらに刈草及び剪定枝の物理的な性質について安息角及び嵩密度の測定を行った 7)．また比較として，第

4章で示すX処理場及びY処理場から採取した脱水汚泥を用いて安息角及び嵩密度の測定を行った． 

安息角の測定は，約10  L分の試料を，床から筒底の高さが40 cmの位置に設置した筒（直径12 cm，筒長

15 cm）を通して，床に落下させた．その時にできた試料堆積物の山の傾斜角（左右の角度の平均値）を測

定した．この試験を3回繰り返し，それらの平均値を採用した．嵩体積は，約10 Lのサンプルをバケツに量

り取り，これを逆さまにしてペール缶（直径24 cm，高さ24 cm）に移し，その時のペール管内に存在する試

料の高さを定規により測定して求めた．タップ体積はこのペール缶を3～4 cmの高さから地面に100回打ち

付けた後に再度高さを測定して求めた．試料量をこれらの体積で除することで嵩密度及びタップ密度を測定

した．測定は各サンプル2回ずつ実施し，その平均値を採用した．圧縮率は以下に示す式（3.1）により求め

た．試料は採取した脱水汚泥，刈草1及び剪定枝1（ケヤキ）を用いた． 

圧縮率 (％) ＝ (嵩体積-タップ体積) ÷ 嵩体積 × 100    ・・・式（3.1） 
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図-3.7 刈草採取地と，現地で確認された植物 

 

 

 

 

 

図-3.8  本研究で用いた剪定枝1（ケヤキ） 

 

 

 

 

 

 

図-3.9  本研究で用いた剪定枝2（ムクノキ） 
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3.3.2 化学的な特性把握 

3.3.2.1 文献調査結果 

焼却炉の既存の補助燃料である化石燃料と，補助燃料として利用を想定する草木類，及び比較値として

可燃性の一般廃棄物である紙とプラスチック類の化学的特性について，文献調査により発熱量（高位・低

位），水分，VS及び元素組成を比較した．また，焼却対象である下水汚泥についても調査した．表-3.1に発

熱量，水分，VS及び元素組成についてまとめた．草木類の高位発熱量（乾燥ベース）は下水汚泥と同等程

度であった．灰分は，草本類では消化汚泥よりも高いが，木本類は草本類よりも全般に灰分が低く，特に主

幹は樹皮や枝・葉と比べて灰分が低かった．カリウム含有量は，特に草本類では下水汚泥と比べて6倍程度

と高い値であったが，リンの含有量は下水汚泥と比べて1/20以下であった． 

表-3.1 化石資源，下水汚泥，及び草木類等の発熱量と元素組成 

  
  

  

化石資源a 汚泥b 草木類 c 一般廃棄物d 

C-重油 石炭  
生汚泥 

(消化なし) 

消化汚泥 

(消化あり) 
草本類  

木本類 紙類 

  

プラスチ

ック類  主幹 枝・葉 樹皮 

高位発熱量(MJ/kg-dry) 44.1 32.7 18.8 16.8 17.8 19.4 19.1 18.5 16.0 37.2 

含水率(％) 0.1 0.0 78.8 81.2 67.1 41.1 55.7 34.8 17.7 19.1 

灰分 (％ on DS) 0.0 6.9 16.5 27.2 32.9 1.3 9.3 7.4 7.5 4.0 

元素含有量(％ on DS) 

C  86.4 71.0 41.6 36.2 44.1 44.3 47.9 46.4 33.7 57.1 

H 11.8 4.2 6.7 6.1 5.6 5.9 5.9 5.7 4.9 8.5 

O   29.0 23.6 41.4 43.3 41.9 40.4 35.9 7.3 

S 1.80 1.50 0.69 1.17 0.01 0.002 0.00 0.00 0.01 0.02 

N  1.10 5.54 5.75 1.47 0.39 1.29 0.30 0.17 0.23 

元素含有量( mg/kg DS) 

C a   4100 10200 18350 11481 2888 10973 7502 20000 30000 

K  2800 3830 3285 18011 2539 4637 2427 1000 1000 

M g  1800 4860 8850 1902 586 985 625 3000 3000 

N a  376   1198 32. 84 176 2000 3000 

P  71 23550 34250 1675 310 686 327   

S i  28000 19700 27300 9.7 0.9 1.9 4.0 2000 1000 

F e  8500 16700 32600 253.7 113 120 703 1000  

C l  880    100   1370 38040 

 
注)    a：C重油の値は文献 8)石炭の値は文献 9)より引用 

b：生汚泥と消化汚泥の値は文献 10)の表-5よりそれぞれ合流式と分流式の平均値 
c：草本類は文献 1)に記載された草本類全ての平均値，木本類の主幹，枝・葉，樹皮は文献 1)の木本類の内，

マダケとメダケを除いたそれぞれの部位の平均値，低位発熱量は換算による 
d：高位発熱量は文献 11)，水分率，C，H，O，S，N，Clは文献 12)，その他の項目は文献 13)より引用 
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3.3.2.2 採取試料 

表-3.2 に草木類の分析結果を示す．実験に使用した草木類については，刈草の高位発熱量，含水率及び灰

分は刈草1，刈草2にあまり違いは見られなかった．また刈草2の塩素，リン及びカリウムは，刈草1と比

べて高い値であった．刈草1は雨天時に収集して，密閉環境に置いたため，土砂が付着するとともに微生物

の働きにより炭素などが分解して除かれたほか，粗破砕時に使用した二軸破砕機により搾汁液が生じ，水溶

性のカリウムなどが破砕プロセス時に流亡した可能性があった．刈草2は晴天時に採取したため土砂の付着

は軽微であるが，採取してから破砕するまで温室にて静置していたため自然発酵が進み，易分解成分が失わ

れている可能性があった．剪定枝1はケヤキ，剪定枝2はムクノキを主とした剪定枝であるが，いずれも粗

破砕時には搾汁液は発生しなかった．また，剪定枝1は，剪定枝2よりカリウム及びカルシウムが多く，ケ

イ素が少なかった． 

表-3.2 草木類の組成 

  

刈草1 刈草2 剪定枝1 剪定枝2

ケヤキ等 ムクノキ他

含水率 % 77.7 77.0 42.7 44.3
強熱減量 dry% 77.3 80.0 95.3 88.7
高位発熱量 kJ/g-dry 15.9 16.4 18.6 17.2
炭素 dry% 37.8 39.2 46.3 44.1
水素 dry% 5.8 5.7 6.6 5.8
窒素 dry% 1.2 1.7 0.8 1.3
全硫黄 dry% 0.4 0.5 0.1 0.2
塩素 dry% 0.2 0.5 0.2 0.1
Na2O %(灰) 1.0 1.5 0.9 0.9
MgO %(灰) 3.7 4.7 5.7 3.3
Al2O3 %(灰) 9.5 2.0 0.5 0.2
SiO2 %(灰) 41.9 20.6 20.1 45.7
P2O5 %(灰) 7.0 11.6 4.7 6.1
SO3 %(灰) 3.3 6.2 2.1 1.2
K2O %(灰) 17.3 38.0 12.9 8.7
CaO %(灰) 7.5 9.8 48.7 32.4
TiO2 %(灰) 0.5 0.2 0.0 0.0
MnO %(灰) 0.1 0.0 0.1 0.0
Fe2O3 %(灰) 6.1 2.6 2.9 0.6
CuO %(灰) 0.0 0.0 0.1 0.0
ZnO %(灰) 0.0 0.0 0.0 0.0
MoO3 %(灰) 0.0 0.0 0.0 0.0
BaO %(灰) 0.0 0.0 0.0 0.0

オヒシバ等



 

45 

 

3.3.3 物理的な特性把握 

表-3.3に測定結果を示す．脱水汚泥の安息角は約40 °であり，採取処理場の違いによる安息角の違いは見

られなかった．また，剪定枝破砕物の安息角は42 °と脱水汚泥に近い値であったが，刈草は61 °と他の試料

に比べて高い値であった． 

脱水汚泥の湿潤ベース嵩密度は，汚泥の含水率が高いため，剪定枝と比べて高い値であったが，刈草は

水分率が汚泥と同等であるにもかかわらず湿潤ベース嵩密度は汚泥よりも低い値であった．また，汚泥の湿

潤ベースのタップ密度（0.72～0.73 g/cm3）は，第2章で実施したアンケートで得られた嵩密度の中央値（消

化あり 0.90 g/cm3）と比べるとやや低い値であった．これは，本研究で行ったタッピング試験では空隙が残

り，汚泥を十分に圧縮できていないためだと考えられる． 

一方，乾燥ベースでの嵩密度及びタップ密度を比較すると，汚泥と剪定枝は大きな違いは見られなかっ

たが，刈草のみ低い値であった．すなわち，刈草では同じ容積をコンベアで搬送しても，汚泥，剪定枝と比

べると搬送可能な重量が低く，供給できるエネルギーも少なくなることが想定される．これらの結果から，

安息角と乾燥ベースでの密度が汚泥と同等であった剪定枝では，既存の汚泥及びし渣コンベア搬送ラインを

使用しても，シュート部での閉塞が起こりにくく，コンベア搬送効率も汚泥とあまり変わらないことが示唆

された．一方で，刈草については，汚泥に比べて嵩高く，安息角も高いため，既存のコンベア搬送ラインを

使用する場合は，閉塞や搬送効率の悪化などが懸念された． 

表-3.3 脱水汚泥，刈草，剪定枝の安息角と密度の測定結果 

サンプル 
安息角 嵩密度  (g/cm3) タップ密度 (g/cm3) 圧縮率 

(％) 
含水率 

(％) (度) 体積物の山 湿潤ベース 乾燥ベース 湿潤ベース 乾燥ベース 

X汚泥 
（脱水） 

40 

 

0.61 0.12 0.72 0.15 15.6 79.7 

Y汚泥 
（脱水） 

39 

 

0.56 0.10 0.73 0.13 23.1 81.7 

刈草 61 

 

0.27 0.06 0.36 0.07 26.4 79.4 

剪定枝 42 

 

0.20 0.11 0.28 0.15 27.3 44.6 
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3.4 し渣混焼ラインを用いた搬送性に関する基礎検討 

刈草や剪定枝を実際に使用するにあたっては，その投入方法についても検討する必要がある．既存のシ

ステムをなるべく利用することを想定すると，いくつかの処理場で実際に整備されているし渣を混焼するシ

ステムの活用・転用が考えられた．そこで本項では，実際のし渣混焼設備の整備状況を確認するとともに，

実際の装置を用いた搬送試験を行い基礎的な検討を行った結果を示す 7)． 

3.4.1 し渣混焼ラインの整備状況 

下水道施設計画・設計指針と解説（2019年版）によると，「近年，廃棄物の最終処分場の確保が困難な

ことから，処理場内で発生するスクリーンかすや沈砂等を脱水汚泥と混合し，焼却するケースもある」とさ

れ，し渣の混焼を想定する焼却炉の構造に関する留意点についても言及されている 14)．実処理場において

は，し渣をホッパで一時貯留し，その後フィーダーからし渣破砕機に供給し，破砕されたし渣をコンベアで

搬送して，脱水汚泥投入機の直前で脱水汚泥と混合して焼却炉に供給するといった事例もある．ここではし

渣を混焼するために構成された一連の機器群を便宜上し渣混焼ラインと呼ぶ（図-3.10）．2019年度に供用さ

れている焼却炉は120処理場の244炉であったが，し渣を混焼している処理場は44ヶ所と全体の約1/3の処

理場であった．スクリーンかす及び沈砂の2019年度の混焼量は全国で約1万 t/年となっていた．全国で見れ

ば混焼量の約8割がスクリーンかす，約2割が沈砂であった． 

 

 

 

 

 

 

図-3.10 し渣混焼ラインの例 
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3.4.2 破砕物の搬送特性 

3.4.2.1 実験方法 

C処理場で実際に供用されているスクリューコンベア（定格搬送能力300 kg/h，定格出力1.5 kW，定格電

圧400 V）及びフライトコンベア（定格搬送能力300 kg/h，定格出力0.75 kW，定格電圧400 V）を用い，搬送

状況及び搬送時における電力消費量の変化について調査した 7)．実験に供したコンベアの概要を図-3.11に，

試料と搬送量を表-3.4にそれぞれ示す．破砕物の搬送速度は，C処理場での通常時におけるし渣搬送速度

（100 kg/h）と同一とした．実験に使用した草木系破砕物は，実際のし渣混焼ラインではし渣破砕機を通過

することを想定し，あらかじめ20 mm以下に破砕したものを使用した．安息角はし渣とほぼ同等の約40 ̊で

あった．また，嵩密度はし渣が0.60 g/cm3であるのに対し，草木破砕物は0.21 g/cm3であった．各試料は一バ

ッチ8.38 kgで5分間かけて投入を行った．実験では，実際の運搬の可否のほか，コンベヤに使用されている

モーターの電流値の変動を確認した． 

 

 

 

 

 

図-3.11 実験に供したコンベア 

表-3.4 実験条件と関係諸量 

 搬送物 安息角 嵩密度 供給体積速度 

No.1 し渣のみ 41 ° 0.60 g/cm3 0.15 kL/h 

No.2 草木破砕物 43 ° 0.21 g/cm3 0.56 kL/h 

 

 

 

投入口

スクリューコンベア

排出先

フライトコンベヤ
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3.4.2.2 実験結果 

C処理場で供用されているスクリューコンベア及びフライトコンベアを用いた実験では，し渣及び草木破

砕物の閉塞や付着に伴う過負荷停止等，運転上重大な問題は発生せず，搬送できることが確認された．消費

電力については，無負荷状態も含めていずれも実験期間中一定の値（スクリューコンベアは3.7 A，フライ

トコンベアは2.15 A）を示しており，付着等による抵抗の増大は発生せず，消費電力は増加しなかった．ま

た，スクリューコンベアへの投入部分及びスクリューコンベアからフライトコンベアへの乗り換え部分のシ

ュート部も含めて，いずれの実験系においてもシュート部の閉塞は発生しなかった．なお，搬送可能量が体

積により規定されると仮定すると，し渣と比べて草木破砕物は嵩密度が小さいため単位時間当たりの搬送可

能質量は小さくなることに留意が必要となる． 
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3.5 結語 

本章では以下のことが明らかとなった． 

１) A市でのアンケート結果によると，分野を統合した公物管理由来の草木類の収集量は，10月に800 tとピ

ークを迎えたが，5月から3月まで毎月400 t以上，6月から1月まで500 t以上となった．管理する公物に

より収集時期は異なるが，一定レベルでの平準化がなされていた．一方，4月のみ，3月と比べて2割程

度と収集量が大きく落ちており，この間は必要に応じて草木類の貯蔵や外部からの調達等を行う必要が

あることが分かった． 

２) 刈草と剪定枝の収集割合を分離可能な回答から推定した．5月から7月は約60％，9月は80％以上を刈草

で占めているが，10月以降は枝の割合が増加し，1月は約95％が剪定枝となった． 

３) 草木類の高位発熱量（乾燥ベース）は下水汚泥と同等程度であった．灰分は，草本類では高く，木本類

は全般に灰分が低い．カリウム含有量は，特に草本類では下水汚泥と比べて6倍程度と高い値であった

が，リンの含有量は下水汚泥と比べて1/20以下であった． 

４) 安息角については，脱水汚泥と剪定枝破砕物は約40 °と近い値であったが，刈草破砕物は61 °と高い値で

あった．乾燥ベースでの嵩密度及びタップ密度を比較すると，汚泥と剪定枝では大きな違いは見られな

かったが，刈草のみ低い値であった． 

５) 実施設のし渣混焼ラインの一部を用いて実施した搬送試験の結果，無負荷状態も含めていずれも実験期

間中一定の値を示した．付着等による抵抗の増大は発生せず，消費電力は増加しなかった． 
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4 草木類混焼による炉内付着物の生成と焼却炉への影響評価 

4.1 概説 

従来から下水汚泥焼却炉においても，運転に悪影響を及ぼす事例が報告 1) ,  2)されている．クリンカの生成

は，脱水汚泥中に含まれるリンの濃度が高度処理の影響等で増加することにより焼却灰の融点が低下し，灰

や流動砂を結合させて塊状の物質を生成することが一因と言われている 2) ．さらに，温室効果ガス排出削減

のため焼却温度を850 ℃以上として運転を行う場合，焼却灰の付着（焼結問題）対策が必要な場合があると

される 3) ． 

一方，木質バイオマスを燃料としているバイオマス発電所においてもクリンカの発生が報告されてお

り，原因物質としてカリウムの存在が指摘されている 4) ．そのため，草木系バイオマス燃料を下水汚泥焼却

炉で利用すると，草木類に含まれるカリウムに起因するクリンカや煙道閉塞などの発生リスクが高まること

が懸念される． 

下水汚泥焼却炉の閉塞危険性や灰付着性については，焼却灰中の酸化物換算した主要元素を用いた評

価・予測式が複数提案されている 5),  6)．しかし，これらは下水汚泥専焼条件で作成されており，バイオマス

との混焼条件における適用条件は不明である．世界的にはバイオマスの焼却灰の付着が問題となっており，

焼却灰の粘度に関する予測式が種々開発されている 7) ．その一方で，下水汚泥はバイオマス由来のカリウム

に起因する付着などの悪影響を緩和するための材料として，効果を把握するための研究がなされている 8)． 

そこで本章では，下水汚泥を主とした条件で草木類との混焼を行った際に発生する事象について把握す

るため，電気炉（ゴールドファーネス炉）を用いた混焼実験を行った 9)．さらに実験で得られた付着物につ

いて，既往の推定式と比較するとともに，新たな近似式を提案した 9)． 
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4.2 検討方法 

図- 4.1に示す電気炉（ゴールドファーネス炉）により，下水処理場から採取した脱水汚泥と刈草及び剪定

枝を用いた混焼試験を実施した．電気炉に投入された試料は，砂層部の珪砂と接触し，かくはん効果を伴っ

た急激な熱伝達を受け，水分の蒸発及び分解，燃焼が起こる．一部の未燃物と焼却灰は上昇気流によって砂

層部よりも高温に設定されたフリーボード部（以下，FB部）に到達する．FB部通過時に未燃物は燃焼し，

焼却灰は排ガスとともに電気炉外へ排出され，集塵機によって回収される仕組みとなる．なお，珪砂につい

ては砂層部から流出しない．  

 

 

図-4.1 実験に用いた電気炉 
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試験に使用した汚泥は，嫌気性消化を実施している処理場からX，Y，Z，Wの 4処理場を抽出し，脱水

汚泥を採取した．処理場の諸元を表- 4.1に示す．いずれの処理場も嫌気性消化を行っている処理場である．

なお，X処理場については2回にわたってサンプリングを行っており，一回目に採取した汚泥をX1汚泥，

二回目に採取した汚泥をX2汚泥と呼ぶ． 

組成のうち，TS，VSについては下水試験方法により分析を行い，炭素，水素，窒素，硫黄については

CHNS元素分析計（エレメンタール製Vario EL Cube）で測定を行った．塩素については蛍光X線分析装置

（リガク社製ZSX PrimusⅣ）で測定を行った．金属類については灰化後に蛍光X線分析装置（パナリティカ

ル製Axios MAX）によって測定を行った． 

表-4.1 汚泥を採取した処理場の諸元 10)    

 

 

  

処理場 排除区分
水処理方式

（下線を付した方法は高度処理）
計画放流水質

（リン）
水処理
凝集剤

脱水
凝集剤

脱水方式

X 分流 循環式硝化脱窒法 0.8mg/L 鉄系 高分子系 遠心分離

Y 分流 標準活性汚泥法 - - 高分子系 遠心分離

Z 分流
標準活性汚泥法・
ステップ流入式多段硝化脱窒法

2.1mg/L アルミ系 高分子系
スクリュー

プレス

W
分流一部

合流
標準活性汚泥法・嫌気無酸素好気法・
循環式硝化脱窒法・硝化内生脱窒法

2.0mg/L アルミ系 高分子系 遠心分離

※　W処理場は汚泥を集約処理しているため，汚泥圧送元の水処理方式を記載
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各汚泥の組成を表- 4.2に示す．X処理場の脱水汚泥の灰分は，文献値の強熱減量から想定される値と比べ

て大きく，特に鉄の濃度が非常に高かった．Y処理場の脱水汚泥（以下，Y汚泥）の灰分中には，特にケイ

素の含有率が高かった．またリンや鉄の含有率は低くなる傾向がみられた．Z処理場及びW処理場の脱水

汚泥（以下，Z汚泥，W汚泥）は文献値と比べて概ね標準的な汚泥であった．今回実験に使用した汚泥の中

ではZ汚泥のリン含有率が最も高かった． 

表-4.2 実験に使用した脱水汚泥の組成 

 

 

 

 

 

 

  

X1汚泥 X2汚泥 Y汚泥 Z汚泥 W汚泥 分流消化 合流消化

含水率 % 78.9 81.1 79.6 86.6 81.4 81.5 80.9
灰分 dry% 30.3 28.7 23.9 25.0 22.5 ー ー
強熱減量 dry% 68.0 70.5 75.6 74.4 77.0 75.6 70.0
炭素 dry% 33.6 35.9 39.2 37.1 38.4 37.4 35.0
水素 dry% 6.0 5.1 6.1 6.1 6.3 6.3 5.9
窒素 dry% 5.3 5.7 6.5 6.2 6.4 6.1 5.4
全硫黄 dry% 2.7 2.3 1.1 1.3 1.5 1.1 1.2
塩素 dry% <0.05 ー 0.1 0.1 0.2 ー ー
Na2O %(灰) 0.5 0.4 0.8 0.5 0.9 ー ー
MgO %(灰) 1.7 1.5 2.0 5.6 4.2 5.6 5.2
Al2O3 %(灰) 4.8 4.1 6.6 16.0 13.3 9.6 10.1
SiO2 %(灰) 10.1 9.7 53.7 14.5 26.6 20.3 25.6
P2O5 %(灰) 21.9 25.0 16.0 35.1 24.5 31.6 26.6
SO3 %(灰) 5.7 0.3 1.4 1.5 0.8 ー ー
K2O %(灰) 0.0 0.5 0.7 1.8 1.3 1.2 1.2
CaO %(灰) 0.5 6.1 11.3 10.3 9.8 8.5 7.8
TiO2 %(灰) 6.2 0.7 0.7 0.9 1.1 ー ー
MnO %(灰) 0.5 0.6 0.3 0.1 0.2 ー ー
Fe2O3 %(灰) 45.9 49.6 3.3 11.8 15.2 16.3 17.8
CuO %(灰) 0.3 0.2 0.2 0.4 0.2 ー ー
ZnO %(灰) 0.4 0.3 0.3 0.4 0.4 ー ー
MoO3 %(灰) 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 ー ー
BaO %(灰) 0.6 0.7 1.1 0.8 1.1 ー ー
※　X2汚泥の塩素については測定を行っていない
※　文献値は、分流消化汚泥・合流消化汚泥の平均値

文献値11)分析値
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混焼した草木類は第３章でサンプリングしたB市の公園から採取した刈草及び剪定枝である．その組成

を表- 4.3に再掲する．組成の測定方法は先述の脱水汚泥と同じ方法を用いた．実験に使用した草木類につい

ては既往の調査結果 12) と比較すると，刈草の強熱減量は文献値の草本類に比べて小さかった．特に刈草1の

採取時に降雨があり，保管時に微生物による分解が起こっていた可能性がある．剪定枝1は，剪定枝2より

カリウム及びカルシウムが多く，ケイ素が少なかった．なお，実験条件をそろえるため，混焼時における刈

草及び剪定枝の含水率は，種類にかかわらず，それぞれ78.0％，44.0％となるよう調製した． 

 

表-4.3 実験に使用した草木類の組成 

  刈草1 刈草2 剪定枝1 剪定枝2

ケヤキ等 ムクノキ他 主幹 枝・葉 樹皮

含水率 % 67.1 41.1 55.7 34.8
灰分 dry% 19.1 19.0 3.9 10.2 9.7 1.3 9.3 7.4
強熱減量 dry% 77.3 80.0 95.3 88.7 90.3 98.7 90.7 92.6
炭素 dry% 37.8 39.2 46.3 44.1 44.1 44.3 47.9 46.4
水素 dry% 5.8 5.7 6.6 5.8 5.6 5.9 5.9 5.7
窒素 dry% 1.2 1.7 0.8 1.3 1.5 0.4 1.3 0.3
全硫黄 dry% 0.4 0.5 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0
塩素 dry% 0.2 0.5 0.2 0.1 ー 0.0 ー ー
Na2O %(灰) 1.0 1.5 0.9 0.9 1.7 0.3 0.1 0.3
MgO %(灰) 3.7 4.7 5.7 3.3 3.2 7.5 1.8 1.4
Al2O3 %(灰) 9.5 2.0 0.5 0.2 0.1 0.2 0.1 0.1
SiO2 %(灰) 41.9 20.6 20.1 45.7 ー ー ー ー
P2O5 %(灰) 7.0 11.6 4.7 6.1 4.0 5.5 1.7 1.0
SO3 %(灰) 3.3 6.2 2.1 1.2 ー ー ー ー
K2O %(灰) 17.3 38.0 12.9 8.7 22.4 23.5 6.0 4.0
CaO %(灰) 7.5 9.8 48.7 32.4 16.6 31.1 16.5 14.2
TiO2 %(灰) 0.5 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
MnO %(灰) 0.1 0.0 0.1 0.0 0.1 0.3 0.1 0.0
Fe2O3 %(灰) 6.1 2.6 2.9 0.6 0.4 1.2 0.2 1.4
CuO %(灰) 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ZnO %(灰) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0
MoO3 %(灰) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
BaO %(灰) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0

※文献値については平均値を記載

文献値12)

草本類
木本類

78.0 44.0

オヒシバ等

分析値

※実験条件を整えるため、刈草2と剪定枝2の含水率は、それぞれ刈草1、剪定枝1と同じ値になるよう調整
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混焼実験にあたっては，電気炉へ投入する試料の均質性を担保する観点から，以下の手法で混合汚泥を

作成した．草木類については，現地で試料を採取した後，刃幅25 mmの二軸破砕機（ヘリオス6004ET）で

粗破砕した草木類を天日干しにて10％程度まで乾燥させた後，定温乾燥器（ヤマト科学製DY300）にて絶

乾まで乾燥し，粉砕機（大阪ケミカル製アブソリュートミル ABS-W） により微粉砕した．得られた絶乾状

態の草木類の粉末を汚泥と混合した後，表- 4.3に示す含水率から求められた含水比で添加した草木類の粉末

量を除した量の純水を添加して十分に混練し，実験に用いる混合汚泥とした． 

燃焼条件とその際のFB部の温度を表- 4.4に示す．混合率は，汚泥と草木類の混合物に対する草木類の割

合を湿潤重量ベースで示した．また，砂層部のヒータは設定値を710 ℃で固定した．ただし，実験時のFB

部の温度は，混合汚泥の含水率及び発熱量との関係で，上下していた．例えばW汚泥を用いた実験系のう

ち10条件（専焼の内3条件，刈草2混合率30％の4 条件，剪定枝2混合率30％の3条件）について，10秒

に一度サンプリングした温度データを解析すると，各実験条件での温度の標準偏差は0.6～2.5 ℃で，その平

均は1.3 ℃であった． 

電気炉への送風量については，必要空気量の1.3倍で設定した． 

表-4.4 混焼実験の条件とFB部の温度 

 

 

 

 

  

種類 混合率 条件数 条件
1条件 910℃

10% 1条件 900℃
30% 3条件 850℃、868℃、898℃
10% 1条件 908℃
30% 3条件 850℃、870℃、913℃

1条件 902℃
刈草２ 30% 1条件 901℃

剪定枝２ 30% 1条件 901℃
2条件 853℃、1005℃

10% 1条件 1005℃
30% 3条件 853℃、898℃、1000℃
10% 1条件 1003℃
30% 3条件 863℃、898℃、1010℃

3条件 851℃、901℃、952℃
刈草1 30% 1条件 901℃

10% 3条件 851℃、901℃、952℃
30% 4条件 851℃、871℃、901℃、952℃

剪定枝1 30% 1条件 901℃
10% 3条件 851℃、901℃、951℃
30% 3条件 851℃、901℃、951℃

4条件 858℃、871℃、906℃、950℃
刈草1 30% 1条件 901℃

10% 3条件 851℃、900℃、951℃
30% 4条件 851℃、871℃、900℃、951℃

剪定枝1 30% 1条件 902℃
10% 3条件 851℃、901℃、952℃
30% 3条件 851℃、901℃、951℃

燃焼温度

剪定枝2

草木類

Z

W

（汚泥専焼）

刈草2

剪定枝2

剪定枝1

Y

（汚泥専焼）

刈草2

X2

（汚泥専焼）

（汚泥専焼）

（汚泥専焼）

刈草1

汚泥

刈草1

剪定枝1

X1
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4.3 結果と考察 

4.3.1 焼却に伴う付着物の発生 

全59実験系のうち，X，Z，W汚泥を用いた全実験系と，Y汚泥と草木類の混合率30％かつFB部の温度

が約1000 ℃の実験系の，合計51実験系でFB部の石英管に付着物が発生した． 

この時，石英管付着物量（単位：dry-g）を，投入した脱水汚泥の灰分量と草木類の灰分量の和（単位：

dry-灰kg）で除した値（以下，付着灰分率（単位： dry-g/dry-灰kg）と呼ぶ．本文中の単位の記載は省略．）

が20以上の領域と20未満の領域で付着状況が異なった．20未満の場合，石英管にうっすらとした付着が発

生した（図- 4.2 a)）．20以上の場合は厚みのある付着となり，またこの付着は概ね運転時間に比例して成長

する傾向がみられた（図- 4.2 b)）． 

 付着灰分率の再現性については，相対的に付着物が多かったX1汚泥を用いた剪定枝30％混焼条件を3回

実施することで確認した．付着灰分率の標準偏差は約5で，変動係数は約6％であった．なお，解析に採用

した値は，3回実施したうちの中間値を採用した． 

    

3時間燃焼時      6時間燃焼時        3時間燃焼時      6時間燃焼時 

 

図-4.2 石英管への付着の状況 

  

a) 付着灰分率20未満の例（Y汚泥 約 850 ℃）     b) 付着灰分率20以上の例（X1汚泥＋剪定枝30％ 約 900 ℃） 
 付着灰分率：共に0               付着灰分率：約85（3時間燃焼時），約88（6時間燃焼時） 
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4.3.2 各実験系での付着物量 

各実験での汚泥別の付着灰分率を図- 4.3に示す．今回の実験では，刈草2を30％混合したX2汚泥を約

900 ℃で燃焼した系で最も付着灰分率が高くなり，付着灰分率は約160となった． 

汚泥の種類に着目すると，X汚泥を用いた実験系では，他の汚泥と比べて付着灰分率が高かった．一方Y

汚泥を用いた実験系では，約1000 ℃程度で燃焼しても付着灰分率が20を超えず，付着物は相対的に少なか

った．燃焼温度に着目すると，約850 ℃では付着灰分率が20を超えることはなかった．約900 ℃以上では付

着灰分率が20を超える実験系が存在していた．草木類に着目すると，特に刈草2を混焼した系列で付着物

が多くなっている傾向がみられた．また草木類の混合率が増加するほど付着灰分率が概ね増加する傾向を示

した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.3 燃焼温度と付着灰分率 
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4.3.3 既存の評価・予測式との比較 

下水汚泥焼却炉の閉塞危険性や灰付着性については，これまでに焼却灰中の酸化物換算した主要元素を

用いた評価・予測式が複数提案されている（表- 4.5）5) ,   6) ,  13) ．そこで約900 ℃での実験系を用いて既往の結果

と比較を行った（図- 4.4）． 

付着が増加する危険性がある付着灰分率が20を超えた実験系は27実験系中7系であった．塚原らの式 5) 

では，いずれも指標の基準値とされる1.0以上に収まり，焼却炉の閉塞可能性は低いと判断された．この要

因の一つとしては，塚原らの式ではリンによる影響に着目しており，カリウムに関する評価を行えていない

ことが考えられた．一方，石井らの式 6) では，指標が0.3以下であれば灰が付着しにくくなると判断され

る．表- 4.6の左表に適合状況を示すが，指標の基準値を0.3とした場合，付着灰分率が20を超える条件のう

ち4/7の約6割で 正しく判定できていた．Yatesの補正を行ったχ 2検定により独立性を評価すると 14) ，χ଴
ଶ =

2.85 > χଶ(1,0.10) = 2.71となり有意水準10％であれば棄却され，関係性が認められた．また，表- 4.6の右

表に示すように基準値を0.23と設定すれば χ଴
ଶ = 4.45 > χଶ(1,0.05) = 3.84となり，有意水準5％で関係性

が認められた．同式ではカリウムも評価した式であることから，評価する元素を適切に選択できれば，付着

灰分率を焼却灰中の酸化物換算した主要元素を用いて推定できる可能性が示唆された． 

表-4.5 既存の評価・予測式の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.4 既存の指標との比較 

指標名 計算式

塚原ら
の式5)

閉塞
抑制
指標 Fe2O3，Al2O3，CaO，MgO，P2O5:焼却灰中の濃度（wt%)

M(i):化合物iの分子量（g/mol）

石井ら
の式6) 指標Ａ

各成分の合計量に対する各構成成分の質量割合（wt%)

FeଶOଷ

M FeଶOଷ
ȉ 2 +

AlଶOଷ

M AlଶOଷ
ȉ 2 +

CaO

M CaO
ȉ

2

3
+

MgO

M MgO
ȉ

2

3
 

PଶOହ

M PଶOହ
ȉ 2൘

 FeଶOଷ + CaO + NaଶO + KଶO + MgO SiOଶ + AlଶOଷ + TiOଶ⁄ × PଶOହ 100⁄
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 表-4.6 付着灰分率と石井の指標の適合性 （左：基準値0.3，右：基準値0.23） 

       

 

  

<0.3 >0.3
<20 17 3 20
>20 3 4 7

20 7 27

付着
灰分率

石井の指標
合計

合計

該当する
実験系数 <0.23 >0.23

<20 14 6 20
>20 1 6 7

15 12 27

該当する
実験系数

石井の指標
合計

付着
灰分率

合計
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4.3.4 アレニウス式を用いた整理 

4.3.4.1 アレニウス式の適用に関する仮説 

石英管への付着は粒子-壁面間の相互作用力により発生する．全体的な傾向として灰付着トラブルに関与

する機構としては，液架橋力が最も大きいとされる 13) ,  15) ．ここで，温度上昇とともに焼却灰は固相（不粘

着）→スラリー状（粘着）→ 液相（不粘着）の過程をたどるとされる 16) ．下水汚泥焼却灰の軟化点は1000

～1300 ℃，融点は1200～1400 ℃，溶流点は1300～1500 ℃であることが報告されており 17)，本実験において

も焼却灰の軟化が発生した可能性がある．また，同じ汚泥・草木類を用いて作成した実験灰において，600

～700 ℃及び800～900 ℃の温度帯で一部収縮し，1000 ℃程度で一部融解することが確認された 18) ．さらに第

5章で後述するが，実施した実験の一部と同一条件を再現した熱力学平衡計算の結果では，600～900 ℃の区

間での昇温に伴い，リンやカリウムの一部は固体の化合物から酸化物の融液に形態が変化していた．以上か

ら，温度の高いFB部の灰は，単に物理的な相変化にとどまらず，様々な化合物が溶融し別の化合物ができ

ることに伴い融点が降下していたと考えられた．すなわち，一部の灰が軟化してスラリー状となり，液架橋

が発生することにより付着した可能性が考えられた．なお，石英管と軟化した焼却灰の濡れ性はよいと仮定

した． 

あわせて粒子間接触点に微量な液体が保持されていると，気圧との間に差圧が発生し，毛管負圧による

引力は液の接触部の投影断面積と差圧の積で表現される 13) ．焼却灰の粒径は概ね1～100 μmという測定結果

があるが 19) ，微小な粒子であれば液架橋形成機構のモデル化においては重力による影響は無視できるとして

いる文献 20) もあり，自重を十分支えられる引力を有していると仮定した． 

以上から，本実験における石英管に対する付着物量Yは，投入物中の総灰分量C×焼却灰に占める溶融物

の存在割合 r×石英管の表面積αに比例すると仮定した．ここで，活性化エネルギーEa以上の分子の衝突の割

合がBoltzmann分布式 21) に類似したexp(−E௔/RT)で示される 22) ことから，焼却灰に占める溶融物の存在割合

rは，焼却灰がスラリー状となる活性化エネルギーEs以上のエネルギーをもつ分子の割合である 

Aଵ × exp(−Eௌ/RT)と考えられた．（ここにAଵ：定数項） 

上記の仮定のもと，石英管への灰の付着物量Yは， 

Y＝Aଶ × α × C × Aଵ × exp(– Eௌ/RT) 

と表現できる． 



 

62 

 

ここで，投入灰分当たりの付着物量である付着灰分率はY/Cであるのでこれをyとして係数をまとめる

と，付着灰分率を表す式としてアレニウス式と同形の式（4.1）が得られた． 

付着灰分率y = A exp (−B/T)・・・式（4.1） 

ln y = ln A − B T⁄ ・・・式（4.2） 

（ここにlnは自然対数，A，Bは係数，Tは絶対温度 ただし，A > 0，B > 0，y > 0とする） 

なお係数A，Bについては，式（4.2）から1/T と付着灰分率の対数との関係をプロットすることにより求

められる．本報ではこの操作をアレニウスプロットと呼ぶこととする． 
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4.3.4.2 アレニウスプロット 

同じ汚泥・草木類・混焼割合で温度のみが異なる条件となる合計12の実験群を抽出し，1/T－ln yの関係

をグラフにプロットして回帰式から各実験系におけるA，Bの係数を求めた．結果を図- 4.5及び表- 4.7に示

す．900 ℃で付着灰分率が20を超える実験群においては直線的なプロットが得られ，アレニウス則で近似で

きると考えられた．一方で，Z及びW汚泥の専焼時やW汚泥と剪定枝2との混焼時といった付着物が少な

い実験条件では線形性が悪い結果となった． 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.5 12実験群のアレニウスプロット結果 

 

表-4.7 係数A，Bと決定係数R2 
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ln
 y
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剪定枝混焼

X1汚泥剪定枝1 30％ Z汚泥剪定枝2 10％
Z汚泥剪定枝2 30％ W汚泥剪定枝2 10％
W汚泥剪定枝2 30％

0

1

2

3

4

5

6

8.0E-04 8.5E-04 9.0E-04

ln
 y

1/T

刈草混焼

X1汚泥刈草1 30％ Z汚泥刈草2 10％
Z汚泥刈草2 30％ W汚泥刈草2 10％
W汚泥刈草2 30％

ln(20)≒3 ln(20)≒3 ln(20)≒3 

汚泥 A B R2

X1 刈草1 30% 4.4×1020 5.1×104 0.99

X1 剪定枝1 30% 3.8×1022 5.6×104 1.00

Z 8.1×100 7.2×102 0.0041

Z 刈草2 10% 1.2×1014 3.6×104 0.99

Z 刈草2 30% 5.5×1014 3.5×104 0.88

Z 剪定枝2 10% 1.5×108 2.0×104 0.85

Z 剪定枝2 30% 3.3×107 1.8×104 0.62

W 8.3×105 1.3×104 0.55

W 刈草2 10% 1.4×1012 3.1×104 0.67

W 刈草2 30% 2.5×1014 3.5×104 0.92

W 剪定枝2 10% 1.3×105 1.2×104 0.55

W 剪定枝2 30% 5.9×103 7.8×103 0.37

混焼条件

専焼

専焼

8.0×10-4        8.5×10-4            9.0×10-4   8.0×10-4            8.5×10-4  9.0×10-4      8.0×10-4   8.5×10-4              9.0×10-4 
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活性化エネルギーに相当する係数Bについては，X1汚泥燃焼時が5～6×104程度，刈草2混焼時が概ね

3.5×104程度，Z汚泥の剪定枝2混焼時が2×104程度，W汚泥専焼もしくは剪定枝2混焼時が1×104程度となっ

た． 

混焼率の違いは，係数Bに対して，あまり大きな影響を及ぼしていなかった．頻度係数に相当する係数

Aは，そのオーダーは実験系により大きく異なった．付着物量が多い，X1汚泥を用いた混焼及び刈草2と

の混焼の実験系においては，Aの値が特に大きくなる傾向がみられた．また混焼率の増加にともない，値が

増加する傾向がみられた．なお，係数Aの自然対数と係数Bの間には，極めて高い相関関係がみられた 

（図- 4.6）． 

 

 

 

 

図-4.6 係数AとBの関係 
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4.3.4.3 係数A，Bの推定 

4.3.4.2では，実験的に係数A，Bを求めることができたが，実験によらず係数A，Bの推定ができれば，

草木類との混焼を導入しやすくなると考えられる．4.3.3で述べたように，評価する元素を適切に選択できれ

ば，付着灰分率を焼却灰中の酸化物換算した主要元素を用いて推定できる可能性が示唆された．そこで係数

A及びBが焼却灰中の主要元素の酸化物を用いた線形の重回帰式により推定できるか検討を行った．解析に

用いた酸化物の割合は，焼却灰中の未燃分の影響を小さくするため，各混焼条件での最も燃焼温度の高い実

験系，すなわちX1汚泥は約900 ℃の結果を，Z汚泥とW汚泥は約950 ℃の結果を採用した（表- 4.8）．重回

帰分析の説明変数は，焼却灰中の酸化物のうち，全実験系を通じて含有率の最大値が10％を超えたAl2O3，

SiO2，P2O5，K2O，CaO，Fe2O3の6種類の化合物をパラメータの対象候補とした．目的変数については，係数

Aをそのまま重回帰分析した場合，6つの化合物をすべて説明変数とすると，自由度調整済み重決定係数R’2

の値が0.69，F検定のP値が0.047となった．一方，係数Aの自然対数ln Aを対象に同様の重回帰分析を行う

と，R’2が0.85，P値が0.0086となり，より良好な近似式ができると推察された．係数Bについては，R’2が

0.83，P値が0.0124と，ln Aとほぼ同等の値となった．以上から，重回帰分析の目的変数をln A及びBと設定

し，式（4.3）及び式（4.4）により推定することを試みた． 

ln A = C୪୬ ୅ + ∑ (k୧ × W୧)୧ ・・・式（4.3）  

B = C୆ + ∑ (l୧ × W୧)୧   ・・・・・式（4.4）  

ここに C௟௡ ୅，C஻ ：定数項 𝑖：説明変数として選択した酸化物 W：酸化物の焼却灰中の濃度(％) 

k, l： ln A及びBの説明変数の係数 

表-4.8 焼却灰中の主要元素濃度（酸化物換算％） 

 

 

 

 

 

 

  

汚泥 Al2O3 SiO2 P2O5 K2O CaO Fe2O3

X1 刈草1 30% 6.5 21.8 19.4 2.9 5.9 37.1
X1 剪定枝1 30% 5.2 19.4 19.1 2.8 9.1 37.2

Z 16.1 18.6 32.0 3.1 10.1 11.4

Z 刈草2 10% 14.2 20.4 29.0 6.1 10.3 11.0
Z 刈草2 30% 12.5 20.9 26.6 11.5 9.8 9.7
Z 剪定枝2 10% 12.9 24.2 26.7 3.7 13.1 9.9

Z 剪定枝2 30% 8.9 34.4 19.3 5.3 15.3 7.9

W 13.3 28.7 22.5 2.2 9.6 14.9

W 刈草2 10% 12.3 29.1 21.2 5.3 9.5 13.5

W 刈草2 30% 11.3 28.3 19.9 9.8 9.6 11.9

W 剪定枝2 10% 12.5 33.2 19.0 2.9 10.9 12.7
W 剪定枝2 30% 9.3 40.8 14.8 4.8 13.0 9.4

混焼条件

専焼

専焼
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重回帰分析を行うにあたっては説明変数の選択が重要となる．ここで，実現象において，リン濃度及び

カリウム濃度が高くなると，クリンカが発生しやすくなる傾向が報告されている 2) , 4) ．そこで，P2O5とK2O

を説明変数に含む16の組み合わせに対して分析を行い，得られた結果から実態に即した近似モデルを整理

した．このとき，P2O5とK2Oはともに値が大きくなると付着物量が増えると想定されることから，推定式の

中では，k୔మ୓ఱ
，k୏మ୓，l୔మ୓ఱ

，l୏మ୓の符号はいずれも正となる必要がある．この条件を満足する5つの組み

合わせを抽出した． 

表- 4.9に説明変数の組み合わせと推定式の係数，精度を示す．多重共線性については，VIF（分散拡大要

因）が10を超える場合が存在するなら指摘できるとされる 23) が，得られた5つの組み合わせについて計算

したところいずれも10未満となり，多重共線性については存在しないと考えられた．続いて自由度調整済

み重決定係数R’2は4組で約0.8と比較的良い値を示した．F検定のP値は0.001～0.024と，いずれも「母重

決定係数は0である」という帰無仮説が5％以下で棄却され，意味のある回帰式が得られた． 

 

表-4.9 説明変数の組み合わせと推定式の係数，精度 

  1 2 3 4 5

Al2O3 Fe2O3
Al2O3,
CaO

Al2O3,
Fe2O3

CaO,
Fe2O3

2.2 1.3 2.4 6.6 3.3
P2O5 1.9 0.11 1.4 0.53 0.27
K2O 1.7 3.3 1.8 3.1 3.6
Al2O3 -5.5 - -4.6 -1.2 -
SiO2 - - - - -
CaO - - -2.7 - 1.1
Fe2O3 - 1.5 - 1.3 1.7
定数項 36 -17 66 -9.0 -38

0.57 0.81 0.76 0.79 0.80

0.020 0.001 0.005 0.003 0.003
P2O5 2.1×103 1.4×102 1.5×103 5.9×102 3.2×102

K2O 1.9×103 3.6×103 1.9×103 3.4×103 3.9×103

Al2O3 -6.1×103 - -5.1×103 -1.3×103 -

SiO2 - - - - -

CaO - - -3.0×103 - 1.2×103

Fe2O3 - 1.6×103 - 1.4×103 1.9×103

定数項 3.8×104 ｰ2.1×104 7.2×104 ｰ1.2×104 ｰ4.3×104

0.55 0.78 0.74 0.77 0.79

0.024 0.001 0.008 0.005 0.003

最大VIF

係数

自由度調整済み

重決定係数R’2

組み合わせNo.

ln A

F検定　P値

P2O5とK2O以外に
対象とする酸化物

係数

自由度調整済み

重決定係数R’2

F検定　P値

B
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得られた係数については，Al2O3が含まれるNo.1，No.3，No.4の組み合わせにおいて，いずれも係数は負

の値となった．すなわちAl2O3が多く含まれる焼却灰は小さな付着灰分率が得られる推定式となった．Fe2O3

が含まれるNo.2，No.4，No.5の組み合わせは，いずれも係数は正の値であり，Fe2O3が多く含まれる焼却灰

は大きな付着灰分率が得られる推定式となった．一方でCaOが含まれるNo.3，No.5の組み合わせについて

は係数が正負それぞれの値をとった．ここで，CaOと ln A，Bの単相関を取るとその傾きは負になることか

ら（図- 4.7），No.3の組み合わせが妥当と判断された．これは，下水汚泥の焼成物に無機試薬を添加した試

料を用いた示差熱分析により，Al2O3の含有率が増えることにより溶融物量が減少，CaOの含有率が増える

ことにより融点が上昇したという幸田らの報告 24)と合致していた． 

 

図-4.7 CaO濃度とln A及びBの相関関係  
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4.3.4.4 推定式の検証 

4.3.4.3で推定したNo.1～4の説明変数の組み合わせについて検証を行うため，付着灰分率yが20となる温

度T（以下，T20）を計算した（表- 4.10）．推定に当たっては式（4.2）を変形した，T = B/(ln A − ln y)に

より求めた． 

ここで，T > 0であり，B > 0を仮定しているため，計算範囲はA > y = 20で有効となる．ここでの試算

では いずれのAも20を超えた値となった．得られた結果は，実験値と比べて概ね良好な結果が得られた

が，Z汚泥を用いた実験系については相対的にT20が燃焼試験結果よりも高い温度が推定される傾向がみら

れた．この原因の一つとして，図- 4.5に示すようにZ汚泥専焼時のアレニウスプロットの線形性が悪く，計

算に使用した係数A，Bの結果に多くの誤差を含んでいたことが影響している可能性が考えられた． 

表-4.10 推定されたT20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No.1 No.2 No.3 No.4
X1 刈草1 30% 880℃程度 885 877 875 877
X1 剪定枝1 30% 880℃程度 877 877 877 875
Z 専焼 950℃以上 1059 1052 1052 1058
Z 刈草2 10% 920℃程度 937 941 938 940
Z 刈草2 30% 865℃程度 885 884 884 884
Z 剪定枝2 10% 960℃程度 948 1053 1029 1022
Z 剪定枝2 30% 940℃程度 899 1009 953 965
W 専焼 950℃以上 1196 1015 1045 1047
W 刈草2 10% 940℃程度 973 933 940 942
W 刈草2 30% 880℃程度 902 887 893 891
W 剪定枝2 10% 950℃以上 1266 1029 1147 1076
W 剪定枝2 30% 950℃以上 939 1001 975 992

使用
汚泥

混焼
条件

燃焼試験結
果から推定

説明変数の組み合わせ

試験結果から+50℃以上 試験結果から+20℃以上

※ 説明変数の組み合わせは表-4.9に示した組み合わせと同一 
※ T20はセルシウス温度で表記 
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続いて，単一の温度条件で実施した実験系や付着物が生じた温度条件が一つしか存在しない実験系に対

して，得られた重回帰分析の係数を代入して係数A，Bを求め，そこから実験を行った温度での付着灰分率

及びT20の推定を行った（表- 4.11）．Z汚泥及びW汚泥を用いた実験系では，付着灰分率が10以下と相対的

に低い結果であった．FB温度で推定した付着灰分率は，最大でも12であり，比較的精度よく推定されてい

た．T20の推定についても，No.1と2の各一条件を除くと概ね950 ℃以上となり，表- 4.9の条件と比べても妥

当な結果を示した．これは予測推定式を作成するにあたって，W汚泥及びZ汚泥の実験結果を用いてお

り，焼却灰中の灰分に大きな影響を及ぼす汚泥の種類が一致していることが影響していると予想された．

X1汚泥及びX2汚泥を用いた実験系では，FB温度での付着灰分率の推定値は実際と比べて大きい傾向にあ

り，特に専焼条件においては数十倍の値が推定された．またT20については，いずれも約860～880 ℃と計算

され，専焼条件などは実験結果より低い値での推定結果となった．これは推定式を作成するにあたって，

X1汚泥については混焼条件に関する結果のみを用いたため，X1汚泥のようにFe2O3が極めて多く，Al2O3が

少ない焼却灰については相対的に混焼時の付着灰分率が高くなる特性を有していたと考えられた．Y汚泥を

用いた実験系では，実験時に付着灰分率が0になることも多かった．計算の結果，No.2の全てとNo.4の一

部がA＜y=20やB＜0となり，付着灰分率及びT20の推定が困難となった．以上の結果からNo.4の組み合わ

せが，本検討の中では最も精度の高い推定結果となった．一方でNo.1及びNo.3の組み合わせについては，

推定結果は得られたものの，付着灰分率については実験結果と大きく乖離したものとなった． 

表-4.11 推定されたT20と実験温度での付着灰分率 

（単一の温度条件で実施した実験系/付着物が生じた温度条件が一つしか存在しない実験系） 

 

 

 

 

 

 

  

汚泥 X1 X1 X1 X2 X2 X2 Y Y Y Y Y Z Z W W
バイオマス  専焼 刈草1 剪定枝1  専焼 刈草2 剪定枝2 専焼 刈草1 刈草1 剪定枝1 剪定枝1 刈草1 剪定枝1 刈草1 剪定枝1

混焼率 ー 10% 10% ー 30% 30% ー 10% 30% 10% 30% 30% 30% 30% 30%
FBの温度 910 907 900 900 901 901 1000 1000 1000 1000 1010 900 900 900 900

付着灰分率 3.4 22 6.7 3.7 157 55 0 0 8.0 0 17 4.5 6.7 2.9 10
T20 910℃以上 900℃未満 900℃以上 900℃以上 900℃未満 900℃未満 1000℃以上 1000℃以上 1000℃以上 1000℃以上 1000℃以上 900℃以上 900℃以上 900℃以上 900℃以上

ln A 48 47 47 51 52 48 23 24 25 28 29 11 25 5.5 15
B/1000 52 51 51 55 56 51 24 26 26 29 30 11 26 4.7 15

T20 880 881 881 878 870 876 925 925 920 913 905 1084 928 1616 996
実験温度での
付着灰分率

62 53 41 48 73 51 64 70 78 108 166 5.5 12 4.4 7.5

ln A 53 49 50 56 59 41 4.7 -3.2 2.0 -4.2 0.73 19 15 20 15
B/1000 57 53 54 61 64 44 3.7 -4.9 0.75 -6.0 -0.65 20 16 21 15

T20 877 880 879 875 866 885 1918 958 999 942 992
実験温度での
付着灰分率

79 56 47 63 105 34 6.0 8.9 7.0 11 7.7

ln A 56 55 52 58 60 47 18 27 29 26 21 16 10 15 5.5
B/1000 60 60 56 63 65 50 18 29 31 28 22 17 9.9 15 4.6

T20 875 874 877 873 865 877 954 915 905 917 934 988 1115 994 1611
実験温度での
付着灰分率

97 85 53 70 113 49 34 99 143 92 59 7.3 5.4 7.5 4.5

ln A 54 50 51 57 59 43 7.0 0.83 5.2 0.73 5.0 17 17 17 14
B/1000 58 54 56 62 64 46 6.1 -0.54 4.2 -0.66 3.9 18 17 17 15

T20 876 878 877 874 866 881 1276 1647 1720 979 979 977 1004
実験温度での
付着灰分率

86 63 51 68 107 40 8.5 6.5 6.7 7.6 7.9 8.1 7.3

※T20はセルシウス温度で表記

説
明
変
数
の
組
み
合
わ
せ

No.1

No.2

No.3

No.4

混焼条件

実験結果
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最後に，文献において，焼却灰もしくは汚泥の組成と，その灰の融点等が示されている試料を参考に推

定式の妥当性について検討した．下水汚泥の専焼もしくは草木類との混焼を行った焼却灰について，軟化点

及びXRF等による組成の測定結果（Ahoら 25)，Nilsら 8)，Wangら 26)，Zhaoら 27)，高岡ら 28)）を用い，組成か

らNo.4の係数の組み合わせを用いて推定したT20の値と軟化点を比較した．なお，A＜y=20及びB＜0となる

範囲については試算対象から除いた．結果を図- 4.8に示す． 

推定式を作成するために使用したデータ（表- 4.8）から求めた ln Aは，最大値が50.8，最小値が11.5とな

った．この範囲に該当するデータは，計算で得られたT20 は1試料を除いて灰の軟化点を下回り，その差は

おおむね100 ℃程度であった．すなわち，軟化点の安全側指標としての利用可能性が示唆された．一方で，

この範囲から外れた ln Aが11.5を下回るデータについては，T20の値は軟化点よりも高くなっていた．特に

ln 20に近い ln A=3.1となったデータではT20が約3万 ℃と極めて大きな値となり（本データについては図- 4.7

に記載していない），適切な推定はできておらず，本推定式の適用はできないと考えられた．一方，ln Aが

50.8を超過したデータについては，11.5＜ ln A＜50.8のデータと類似したプロットとなっていた．文献値から

得られた ln Aの最大値79.2となったため，推定式の適用範囲については，現時点では文献値も含めて11.5＜

ln A＜79.2と考えられた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.8 灰の軟化点とT20の関係   

(△はlnA＜11.5 ○は11.5＜ lnA＜ 50.8 □はlnA＞50.8) 
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4.4 結語 

本章では4処理場の5種類の汚泥に対して，4種類の草木類を混焼し，電気炉を用いた燃焼実験を行っ

た．得られた知見は以下のとおりである． 

１) 一部の実験系を除き，FB部の石英管に付着物が発生した．付着灰分率が20 dry-g/dry-灰kg以上の場合

は，運転時間に概ね比例して成長する傾向がみられた． 

２) 付着灰分率は，汚泥の種類により大きく挙動が変わった．燃焼温度が高くなると，900 ℃以上では付着

灰分率が20を超える実験系が存在した．草木類の混合率が増加するほど付着灰分率が概ね増加する傾向

を示したが，特に刈草2を混焼した系列で付着物が多くなった． 

３) 既往の焼却炉内の不具合発生に係る計算式と比較したところ，X汚泥の一部を除き，付着灰分率と石井

らの式の結果には類似の傾向がみられた． 

４) 約900 ℃で付着灰分率が20を超える実験群においては直線的なプロットが得られ，アレニウス則で近似

できると考えられた． 

５) 付着灰分率をy = A exp (−B/T)で近似し，係数AとBを焼却灰中の主要元素の濃度を用いて重回帰分

析を行った．現象を考慮しつつ説明変数を選択した結果，【P2O5，K2O，Al2O3，Fe2O3】の組み合わせ

が，相対的に精度よく現象を説明した．ただし，一部がA＜y=20及びB＜0となり，付着灰分率及びT20

の推定が困難となった． 

６)下水汚泥の専焼もしくは草木類との混焼を行った焼却灰の文献値を用い，軟化点と推定式より推定され

たT20を比較した結果，T20は概ね軟化点よりも低い値を得た．現時点では，11.5＜ln A＜79.2が式の適用範

囲と想定される．また本式は，簡易な軟化点の安全側指標としての利用可能性が示唆された． 
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5 草木類混焼による焼却灰中のリン・カリウムの挙動 

5.1 概説 

リン資源は世界的な戦略物資となっており，国内で安定的に発生する下水汚泥も資源として着目されている．

2021年に策定された「みどりの食料システム戦略」では，2050年までに目指す姿として，「化学肥料の使用量を

30％低減すること」1)が示されており，2022年に策定された食料安全保障強化政策大綱においては2030年までに堆

肥・下水汚泥資源の使用量を倍増し，肥料の使用量（リンベース）に占める国内資源の利用割合を40％まで拡大

すること（2021 年：25％）が目標として掲げられている2)．さらに，肥料の規格を定める「肥料の品質の確保等

に関する法律に基づき普通肥料の公定規格を定める等の件」が2023年9月に改訂され，新たな公定規格で

ある「菌体りん酸肥料」が創設された 3)．同規格では，含有すべき主成分の最小量としてりん酸全量が1％

以上及び主成分別表第一の値以上と，含有を許される有害成分としてヒ素，カドミウム，水銀，ニッケル，

クロム，鉛の最大量，並びに植害試験の調査を受けて害がないことを要求されている 3)． 

下水汚泥焼却灰に含まれるリンは，カルシウムやアルミニウム，鉄との化合物として存在していると想定され

る．焼却時にカルシウムを添加することや草木類と混焼することにより，アパタイトが形成することが既に報告

されている4),  5)が，水処理や汚泥処理に伴う下水汚泥の性質の違いに着目した研究はされていない． 

一方，国土交通省が，下水汚泥資源の肥料利用を推進するために焼却灰についても肥料成分の分析をす

すめている 6)．このうち，全リン及びク溶性について測定を行った34処理場の焼却灰に関するデータについ

て提供いただき，全国的な焼却灰の傾向について把握するための調査が行われている．焼却灰中のりん酸全

量及びク溶性リン酸の濃度とク溶率を表₋5.1に示す．ここでク溶率とは，ク溶性りん酸の濃度をりん酸全量

で除した値であり，植物が利用できる形態のリンの割合を示す指標である． 

表-5.1 34処理場での焼却灰のりん酸全量・ク溶性りん酸，ク溶率 6) 

 

 

 

 

ここで，水処理及び汚泥処理影響のうち，アルミ系の凝集剤と鉄系の凝集剤の影響について整理した．

①水処理でPAC等アルミ系凝集剤を使用して高分子系での凝集剤で脱水している処理場（6処理場）と，②

水処理で凝集剤無添加もしくは鉄系あるいは高分子凝集剤を使用し，鉄系の凝集剤で脱水処理している処理

場（8処理場）を比較した．②のうち，全リンの濃度が10％に満たない1処理場のデータを除外して検定を

りん酸全量( P2O5 ) ク溶性りん酸(P2O5) ク溶率
最大値 41% 22% 97%
最小値 8% 3% 8%
平均値 27% 12% 47%
中央値 29% 11% 46%
標準偏差 8% 5% 22%
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行うと，①の平均が56％，②の平均が32％となり，有意水準10％（両側）で平均に差が認められた．実際

にはク溶率に影響する因子は凝集剤のみではないと推定されるが，一定の影響を及ぼしていると推察され

る． 

本章では，4種類の異なる特性を有する下水汚泥と，草木類の混焼によるリンとカリウムの形態変化を調査

し，水処理及び汚泥処理で使用する凝集剤の違いが，下水汚泥焼却灰の肥料としての性質に及ぼす影響を明らか

にすることを目的とした．解析は，今後も引き続き焼却プロセスを継続して使用することが想定される，閉鎖性

水域に放流する処理場であるアルミ系の凝集剤を使用している処理場の汚泥を中心に実施した．第4章で実施し

た混焼試験で得られた焼却灰に対して各種分析や熱力学平衡計算を併用して，その組成を調査するとともに，混

焼にともなう組成変化の特性について整理を行った7)．さらに焼却灰の肥料としての特性を調査するため，溶出試

験による評価も実施した7)． 

表-5.2 汚泥を採取した処理場の諸元 （表-4.1再掲）8)  

 

 

 

  

処理場 排除区分
水処理方式

（下線を付した方法は高度処理）
計画放流水質

（リン）
水処理
凝集剤

脱水
凝集剤

脱水方式

X 分流 循環式硝化脱窒法 0.8mg/L 鉄系 高分子系 遠心分離

Y 分流 標準活性汚泥法 - - 高分子系 遠心分離

Z 分流
標準活性汚泥法・
ステップ流入式多段硝化脱窒法

2.1mg/L アルミ系 高分子系
スクリュー

プレス

W
分流一部

合流
標準活性汚泥法・嫌気無酸素好気法・
循環式硝化脱窒法・硝化内生脱窒法

2.0mg/L アルミ系 高分子系 遠心分離

※　W処理場は汚泥を集約処理しているため，汚泥圧送元の水処理方式を記載
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5.2 検討方法 

5.2.1 灰の組成と化合物の分析 

解析対象とした焼却灰の実験条件を表-5.3に示す．また，得られた焼却灰を図-5.1に示す．いずれも粒径

の細かい焼却灰が得られた．焼却灰の色は，X1，Z，W汚泥の専焼灰では赤みを帯びた色をしていたが，刈

草や剪定枝と混焼した灰は，色が黒くなっていく傾向がみられた．Y汚泥の専焼灰は薄い赤～黄色がかった

色をしていたが，刈草や剪定枝と混焼した灰は，色が黒くなっていく傾向がみられた． 

表-5.3 第5章での解析対象とした焼却灰とその作成条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.1 実験・分析に供した焼却灰 

  

汚泥 混焼条件 砂層温度 FB温度 汚泥 混焼条件 砂層温度 FB温度

Case１ Z汚泥 汚泥専焼 705~715 850~852 Case13 X1汚泥 汚泥専焼 660~710 845~875
Case２ Z汚泥 汚泥専焼 705~710 950~953 Case14 X1汚泥 刈草1混焼 710~715 848~852
Case３ Z汚泥 刈草2混焼 710~715 850~852 Case15 X1汚泥 剪定枝1混焼 700~705 845~855
Case４ Z汚泥 刈草2混焼 705~710 900~902 Case16 Y汚泥 汚泥専焼 705~710 850~855
Case５ Z汚泥 剪定枝2混焼 705~710 850~852 Case17 Y汚泥 刈草1混焼 710~720 850~855
Case６ Z汚泥 剪定枝2混焼 703~708 900~902 Case18 Y汚泥 剪定枝1混焼 725~735 860~865
Case７ W汚泥 汚泥専焼 710~730 855~860
Case８ W汚泥 汚泥専焼 700~715 902~910
Case９ W汚泥 刈草2混焼 700~705 848~852 ※混焼時の混合率は一律30％の系で解析
Case10 W汚泥 刈草2混焼 700~705 898~902
Case11 W汚泥 剪定枝2混焼 705~712 850~852
Case12 W汚泥 剪定枝2混焼 705~710 900~902
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また，灰の分析については以下の方法で行った．組成分析については蛍光X線分析装置（XRF：パナリテ

ィカル製Axios MAX）により実施した．併せて粉末X線回折分析装置（XRD：リガク製model RINT-

UltimaPC）により，結晶質化合物について同定を行った．さらに，XRDで検出される化合物は比較的多量に

含まれる結晶物質に限られることから，非晶質の物質も含めてリン及びカリウムの化学状態を推定するため

X線吸収微細構造分析（XAFS）を実施した．XAFSは高エネルギー加速器研究機構Photon Factory BL-11Bビー

ムラインにより測定を行った．測定にあたっては，焼却灰サンプルだけではなく試薬及び鉱物の標準スペク

トルを測定した．スペクトルの解析にはAthenaを使用した 9)．焼却灰中の化合物のスペクトルが標準スペク

トルの線形重ね合わせで表現されるとして，焼却灰に含まれる化合物の存在比率を推定した．存在比率を計

算するためには，焼却灰に含まれると想定される標準スペクトルを主成分分析及びターゲット変換により絞

り，表-5.4に示す試薬及び鉱物を抽出した．解析の精度は合成したスペクトルと実測スペクトルの残差を表

す指標であるR-factorは式（5.1）で表現されるが，文献によると0.1を超えるような場合は精度が疑わしいと

される 10)．  

𝑅₋𝑓𝑎𝑐𝑡𝑜𝑟 = ∑ [𝑑𝑎𝑡𝑎(𝑖) − 𝑓𝑖𝑡(𝑖)]ଶ
௜ ∑ [𝑑𝑎𝑡𝑎(𝑖)]ଶ

௜⁄ ・・・式（5.1） 

ここに 𝑑𝑎𝑡𝑎(𝑖)：測定されたスペクトルの強度 

𝑓𝑖𝑡(𝑖)：推定された合成スペクトルの強度 

 

表-5.4 XAFSで設定した標準の試薬及び鉱石 

 

 

  

元素 試薬及び鉱物

K
Sanidine (KAlSi3O8), Leucite(KAlSi2O6),

Muscovite (KAl2(Si3AlO10)(OH)2, K3PO4, K2SO4,

K2Mg2(SO4)3, K2S, K2CO3, KOH, KNO3, KCl

P

Ca(H2PO2)2, CaHPO3·H2O , Ca3(PO4)2,

beta-Ca3(PO4)2, CaHPO4·2H2O, Na3PO4·12H2O,

Na-polyPO4, CaFPO3, FePO4·4H2O, AlPO4,

TPP（リン酸トリフェニル）, ATP-Na2
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5.2.2 熱力学平衡計算による計算 

熱力学平衡計算ソフトFACTSAGE8.1（Thermfact/CRCT社・GTT-Technologies社）を用い，各温度条件におけ

る熱力学的に平衡状態となる化合物の形態について計算を行った．第4章のゴールドファーネス炉に投入し

た汚泥，補助燃料（刈草，剪定枝）及び燃焼用空気を試算条件として設定した．圧力は1atm，燃焼用空気

は必要量の1.3倍，計算の対象とした元素は，水素，炭素，窒素，酸素，硫黄，塩素，ナトリウム，マグネ

シウム，アルミニウム，ケイ素，リン，カリウム，カルシウム，チタン，マンガン，鉄，銅，亜鉛，バリウ

ムの19種で，600 ℃から900 ℃まで50 ℃間隔で計算を行った．表-5.5にW汚泥と剪定枝2を30％混焼した

際の条件を例として示す．  

表-5.5 熱力学平衡計算の計算条件例 

 

 

 

 

 

 

 

なお，実現象では反応時間が不十分なため平衡状態に至らない可能性があり，また一度燃焼温度環境に

達した焼却灰を降温後に回収して各種分析していることから，必ずしも分析結果と計算結果は一致しないこ

とに留意が必要である． 

  

水分（H2O）
項目 kg/h kg/h 測定項目 kg/h 項目 kg/h
C 0.082 0.63 Na2O 0.00028 N2 1.17
H 0.012 MgO 0.00119 O2 0.35
N 0.0070 Al2O3 0.0026 H2O 0.02
O 0.062 SiO2 0.01031
S 0.0015 P2O5 0.00543
Cl 0.00028 SO3 0.00029

Cl 0.00007
K2O 0.00123
CaO 0.00555
TiO2 0.00021
MnO 0.00004
Fe2O3 0.00301
CuO 0.00004
ZnO 0.00008
BaO 0.00021

W汚泥＋剪定枝2　30％
灰分可燃分

燃焼用空気
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5.2.3 溶出試験 

得られた灰の肥料としての特性を把握するため，溶出試験を実施した．試験は環境庁告示13号試験 11) 

（以下13号試験），及び肥料等試験法 12)のク溶性試験に準じて行った．各試験の概要を表-5.6に示す． 

13号試験は「金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令」第3条の規定に基づき定められた有

害物質の検定方法であり，焼却灰の性質を把握するために広く一般的に用いられている．本報では，検討対

象元素のうち水に溶解する割合を評価するための試験法として本法を採用した．ク溶性とは植物が吸収利用

できる肥料成分の一つであり，水溶性の成分と比較して一般にやや緩効性と考えられている 13)．ク溶性試験

においては2％クエン酸溶液に溶解する量を求めている 12)．なお，水溶性物質は一般的に2％クエン酸溶液

に溶解するため，ク溶性物質の中に含まれる．得られた試験液について，誘導結合プラズマ発光分析装置

（ICP-AES：セイコーインスツルメンツ株式会社製SPS3000）によりリン及びカリウムの分析を行った． 

表-5.6 溶出試験の概要 

 

  

試験名 溶媒
試料と溶媒の
重量体積比

溶出
温度

振とう
時間

検液の作成

13号
試験

純水
（ミリQ）

1:10 室温 6時間
3000Gで20分遠心分離した後の
上澄み液を孔径1μmの
メンブランフィルターでろ過

ク溶性
試験

クエン酸
溶液※

（20g/L）
1:250※ 30±1℃ 1時間

上澄み液をろ紙6種
（孔径3μm）でろ過

※試料1gに対して150mlで振とう後，250mlにメスアップ
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5.3 結果-①アルミ系の凝集剤を使用した処理場の汚泥 

5.3.1 焼却灰の組成と代表的な化合物 

5.3.1.1 XRFによる分析結果 

XRFによる分析結果を表-5.7に示す．分流一部合流のW汚泥専焼灰では濃度の高い順に，SiO2，P2O5，

Fe2O3，Al2O3，CaOであった．分流のZ汚泥専焼灰では，P2O5，SiO2，Al2O3，P2O5，Fe2O3，CaOの順であり，

特にP2O5の濃度は30％を超過していた．第4章で示したように，W汚泥及びZ汚泥の焼却灰は，一般的な

下水汚泥焼却灰の組成の範囲内と判断された．なお，表- 4.8の値と若干異なるのは，表- 4.8に示した結果が

約950 ℃での測定値を採用したことによるものである． 

混焼に伴う影響としては，刈草との混焼でK2Oの濃度は増加する傾向があり，いずれの汚泥と混焼した

場合でも焼却灰中の濃度は10％を超えた．剪定枝との混焼ではK2Oの濃度は専焼時（約2～3％）と比べて

3％程度上昇して約5％となったほか， CaOの濃度が専焼時（約10％）と比べて5％程度上昇して約15％と

なった．また， Fe2O3が混焼により減少したが，これは図-5.1で示した焼却灰の色の変化（専焼時は赤みを帯

びていたが混焼時の灰は黒くなった）と合致した． 

表-5.7 灰の組成（XRFによる分析） 

 

 

 

 

 

  

Na2O MgO Al2O3 SiO2 P2O5 SO3 Cl K2O CaO TiO2 MnO Fe2O3 CuO ZnO SrO BaO 灰組成合計

Case1 W汚泥 850℃ 専焼 1.0 3.5 12.9 28.7 22.1 1.0 0.0 1.6 9.6 1.1 0.2 16.3 0.2 0.4 0.0 1.1 99.7
Case2 W汚泥 900℃ 専焼 1.0 3.2 13.3 29.0 21.8 1.0 0.0 1.6 9.7 1.2 0.2 15.9 0.2 0.4 0.0 1.1 99.6
Case3 W汚泥 850℃ 刈草2混焼 0.9 3.5 10.6 30.4 17.6 2.8 0.2 10.5 9.2 0.8 0.2 11.9 0.1 0.3 0.0 0.8 99.8
Case4 W汚泥 900℃ 刈草2混焼 1.0 3.4 10.3 29.6 18.0 2.3 0.3 11.1 9.4 0.8 0.2 12.1 0.1 0.3 0.0 0.9 99.8
Case5 W汚泥 850℃ 剪定枝2混焼 0.8 2.8 9.2 38.8 15.2 2.3 0.2 4.8 13.5 0.8 0.2 10.2 0.1 0.3 0.0 0.7 99.9
Case6 W汚泥 900℃ 剪定枝2混焼 0.8 2.7 8.8 39.7 14.4 2.8 0.3 4.7 14.1 0.7 0.2 9.5 0.1 0.3 0.1 0.6 99.9
Case7 Z汚泥 850℃ 専焼 0.7 4.6 15.7 19.0 31.2 1.2 0.1 3.2 10.0 1.0 0.1 11.7 0.4 0.4 0.1 0.7 99.9
Case8 Z汚泥 900℃ 専焼 0.6 4.7 16.3 17.7 32.7 1.0 0.0 2.3 10.1 1.0 0.1 11.8 0.4 0.4 0.1 0.8 99.9
Case9 Z汚泥 850℃ 刈草2混焼 0.6 4.4 12.3 20.3 26.0 2.3 0.2 12.2 9.9 0.8 0.1 9.6 0.3 0.3 0.1 0.6 99.9

Case10 Z汚泥 900℃ 刈草2混焼 0.7 4.4 11.7 21.9 25.5 2.6 0.2 12.0 9.8 0.7 0.1 9.2 0.3 0.3 0.1 0.5 99.9
Case11 Z汚泥 850℃ 剪定枝2混焼 0.5 3.6 9.0 34.0 20.8 2.7 0.2 5.5 14.6 0.6 0.1 7.5 0.2 0.2 0.1 0.5 99.9
Case12 Z汚泥 900℃ 剪定枝2混焼 0.6 3.4 9.2 34.7 20.8 2.2 0.2 5.5 14.2 0.6 0.1 7.4 0.2 0.2 0.1 0.5 99.9

実験系 汚泥 FB温度 混焼条件
灰組成
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5.3.1.2 XRDによる分析結果 

XRDでの分析の結果を表-5.8に示す．推定化合物は，組成分析結果より可能性としてありうるものを提示

しているが，微量しか含まれないものも示している． 

今回の実験で得られた全ての焼却灰から SiO2が検出された．アルミノケイ酸塩については，W汚泥の一

部の混焼灰で検出された．Ca9Al(PO4)7など，Ca3(PO4)2の一部がアルミニウムや鉄，マグネシウム等の金属原

子で置換されたリン酸カルシウム化合物の結晶はすべての焼却灰で検出され，アルミ系凝集剤を用いた汚泥

の焼却灰では専焼・混焼問わずリン酸カルシウム化合物の存在が想定された．また，例えば銅を含む結晶は

約850 ℃の焼却条件のみで検出されるなどFBの温度条件の違いにより置換または結合される原子が異なる

傾向も確認された．カリウム化合物については，W汚泥の一部でKAlSi3O8等のアルミノケイ酸塩が確認さ

れたほか，Z汚泥と刈草との混焼灰でリン酸カルシウムの一部にカリウムが置換または結合した形態の結晶

として確認されたにすぎず，全体的な挙動は不明であった． 

また，W汚泥では1つの実験系を除きFe2O3などの鉄化合物が検出されたが，Z汚泥では鉄化合物は約

900 ℃の専焼と約850 ℃の剪定枝混焼の実験系で検出された． 

 

表-5.8 焼却灰中の結晶質化合物（XRDによる分析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験系 汚泥 FB温度 混焼条件 SiO2 アルミノケイ酸塩 リン酸カルシウム塩 鉄塩 その他
Case1 W汚泥 850℃ 専焼 ○ Ca9Al(PO4)7 Fe2O3

Case2 W汚泥 900℃ 専焼 ○ Ca2.589Mg0.411(PO4)2 Fe2O3

Case3 W汚泥 850℃ 刈草2混焼 ○ K(AlSi3O8) Ca19Mg1.56Fe0.44(PO4)14 Ca19Mg1.56Fe0.44(PO4)14

Case4 W汚泥 900℃ 刈草2混焼 ○ Na(AlSi3O8) Na2Ca9Fe(PO4)7 Fe2O3, Na2Ca9Fe(PO4)7

Case5 W汚泥 850℃ 剪定枝1混焼 ○ Ca19Cu2(PO4)14 ZnFe2O4 Mg(PO3)2

Case6 W汚泥 900℃ 剪定枝1混焼 ○ Ca9.5Co(PO4)7

Case7 Z汚泥 850℃ 専焼 ○ Ca19CuNa(PO4)7

Case8 Z汚泥 900℃ 専焼 ○ Ca9Fe(PO4)7 Ca9Fe(PO4)7

Case9 Z汚泥 850℃ 刈草2混焼 ○ Ca9MgK(PO4)7 NH4PF6

Case10 Z汚泥 900℃ 刈草2混焼 ○ KCa9Ni(PO4)7 Ag1.89Ca0.05SO4

Case11 Z汚泥 850℃ 剪定枝1混焼 ○ Ca19Cu2(PO4)14 ZnFe2O4

Case12 Z汚泥 900℃ 剪定枝1混焼 ○ Ca9.5Co(PO4)7 Mg(PO3)2

※赤字：P化合物 青字：K化合物 紫字：PおよびKの化合物
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5.3.1.3 XAFSによる化合物推定 

表-5.9にカリウム化合物の，表-5.10にリン化合物の推定結果について示す．カリウム化合物のR-factorは

W汚泥の専焼灰のみで0.1を超過したが，混焼灰はいずれも0.1を下回り精度よく推定されたと考えられ

た．XRDでカリウム化合物が確認できた焼却灰は一部の実験系に限られていたが，XAFSではいずれの焼却

灰もKAlSi3O8等のアルミノケイ酸塩と，硫酸塩（K2SO4及びK2Mg2(SO4)3）もしくは炭酸塩（K2CO3）の存在が

推定された．R-factorが0.1を超過して推定精度に問題がある可能性のあるW汚泥の専焼灰を除くと，約

850 ℃と約900 ℃での燃焼温度の違いにより，存在するアルミノケイ酸塩の割合が増加する傾向が確認され

た． 

表-5.9 焼却灰中のカリウム化合物推定結果（XAFSによる分析） 

 

 

 

 

 

  

実験系 Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 Case6 Case7 Case8 Case9 Case10 Case11 Case12
汚泥 W汚泥 W汚泥 W汚泥 W汚泥 W汚泥 W汚泥 Z汚泥 Z汚泥 Z汚泥 Z汚泥 Z汚泥 Z汚泥
FB温度 850℃ 900℃ 850℃ 900℃ 850℃ 900℃ 850℃ 900℃ 850℃ 900℃ 850℃ 900℃
混焼条件 専焼 専焼 刈草混焼 刈草混焼 剪定枝混焼 剪定枝混焼 専焼 専焼 刈草混焼 刈草混焼 剪定枝混焼 剪定枝混焼

KAlSi3O8 32.8 42.3 40.2 54.1 30.5 37.9 34.4 35.4 51.1 53.4
KAlSi2O6 35.2 23.5 27.2
KAl2(AlSi3O10)(F,OH)2 68.9 58.6 7.9
K2SO4 48 32.1 45.4 50 20.5
K2Mg2(SO4)3 31.1 41.4 24.6 22.9 45.9 34.9
K2CO3 19.2 25.6 23 20.1 14.6 28.3 38.7

合計 100 100 100 100 100 100 99.9 100 99.9 100 99.9 100
アルミノケイ酸塩 68.9 58.6 32.8 42.3 75.4 54.1 54 65.1 34.4 35.4 51.1 61.3
R-Factor 0.113 0.031 0.013 0.013 0.007 0.009 0.01 0.013 0.007 0.0017 0.007 0.01
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リン化合物についてはW汚泥の剪定枝混焼灰（約900 ℃）でR-factorが0.4と0.1を大きく超過するなど，

約半数で0.1を超過した．これは，設定した標準物質の種類が十分でなく推定が不完全である可能性が示唆

された．推定結果はCa3PO4（Z汚泥の刈草混焼灰 約900 ℃を除く），AlPO4，Na3PO4（W汚泥刈草混焼灰 

約850 ℃と剪定枝混焼灰 約900 ℃を除く）が存在するというものであった．なお，Na3PO4・12H2OのXAFS

スペクトルは，今回の分析では標準物質として採用していないStruvite（NH4MgPO4·6H2O）のスペクトルと相

対的に類似しており（Güngörら 14)），XRDや後述する熱力学平衡計算の結果から，マグネシウム塩の存在

可能性も考えられた． 

リン酸カルシウム化合物はすべての焼却灰で検出されており，XAFSとXRDで概ね同様の傾向を示し

た．リン酸アルミニウム化合物についてはXRDではW汚泥の専焼灰（約850 ℃）のみの検出にとどまっ

た．ナトリウム化合物についてはW汚泥の刈草混焼灰（約900 ℃）とZ汚泥の専焼灰（約850  ℃）のみの

検出となった．XRDでリン酸アルミニウム化合物及びナトリウム化合物を検出した系（Case1，4，7）では

R-factorが0.037～0.104と今回の推定の中では相対的に小さな値が得られた． 

表-5.10 焼却灰中のリン化合物推定結果（XAFSによる分析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実験系 Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 Case6 Case7 Case8 Case9 Case10 Case11 Case12
汚泥 W汚泥 W汚泥 W汚泥 W汚泥 W汚泥 W汚泥 Z汚泥 Z汚泥 Z汚泥 Z汚泥 Z汚泥 Z汚泥
FB温度 850℃ 900℃ 850℃ 900℃ 850℃ 900℃ 850℃ 900℃ 850℃ 900℃ 850℃ 900℃
混焼条件 専焼 専焼 刈草混焼 刈草混焼 剪定枝混焼 剪定枝混焼 専焼 専焼 刈草混焼 刈草混焼 剪定枝混焼 剪定枝混焼

Ca3(PO4)2 38.2 37.2 51.6 42.5 77 8.3 31.1 43.6
beta-Ca3(PO4)3 59.2 16.8 16.4
Na3PO4 12H2O 16 16.8 15.2 39.6 18 18.1 63.6 74.6 47.1 33.8
FePO4・4H2O
AlPO4 45.8 46 40.8 33.2 17.9 23 65.3 65.5 28.1 25.4 21.7 22.6

合計 100 100 100 100 100 100 100.1 100 100 100 99.9 100
R-Factor 0.104 0.13 0.057 0.037 0.053 0.411 0.01 0.009 0.03 0.049 0.046 0.113
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5.3.2 熱力学平衡計算による計算 

5.3.2.1 カリウムに関する計算結果 

専焼時及び剪定枝との混焼時は600 ℃から900 ℃のいずれの温度域においても97％以上がKAlSi3O8の形態

となっていた（図-5.2）．カリウムが多く供給される刈草との混焼時には，750 ℃付近までK2SO4がW汚泥

で約半分，Z汚泥で約7割を占めていたが，それ以上の高温域ではK2SO4が分解しKAlSi2O6のほかK2O（融

液）の形態となっていた．900 ℃の平衡状態では，Z汚泥の約半分，W 汚泥の約1/4がK2O（融液）の形態と

なっていた（図-5.3）． 

 

 

 

 

 

 

図-5.2 全カリウム中のアルミノケイ酸塩とK2SO4の温度変化 

 

図-5.3 全カリウム中のK2O（融液）の温度変化 
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5.3.2.2 リンに関する計算結果 

図-5.4に結果の一覧を示す．熱力学平衡計算の結果では，専焼時は700 ℃まで安定的にAlPO4の形態で約

半分が存在し，750 ℃の相転移を境に，漸減していく傾向にあった．Mg2P2O7も700 ℃付近まで約2～3割程

度存在していたが，750 ℃付近で減少し，Mg3P2O8等の形態に変換されていた．P2O5（融液）は700 ℃までは

10％程度であったが，850 ℃以上では3～6割と多くの割合で存在していた．刈草との混焼時は，AlPO4の割

合が低下し，P2O5（融液）の割合が増加する傾向があった．剪定枝との混焼時は同じくAlPO4の割合が低下

し，Ca5HO13P3やP2O5（融液）の割合が増加する傾向があった．マグネシウム塩については混焼に伴う挙動

変化はあまり見られなかった． 

なお，5.3.1.3で先述したXAFSでの推定結果では，専焼時や剪定枝混焼時にK2Mg2(SO4)3が，Z汚泥での実

験時にはK2CO3が推定されていたが，熱力学平衡計算の結果では示されていない．すなわち，計算で得られ

た結果は，実験で得られた焼却灰そのものの推定された組成と一致していない．しかし，反応時間が十分で

なく平衡状態に至る過程で反応が中断された，あるいは集塵機での温度降下の影響を考えると，低温域で存

在するK2Mg2(SO4)3やK2SO4と，高温域で存在するKAlSi3O8等のアルミノケイ酸塩が共存したと予想された．

また，K2CO3については，融液の形態として存在しているK2Oが温度降下時や試験後の環境で排気ガスや空

気中のCO2と反応し，炭酸塩となっている可能性が想定された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.4 各温度におけるリンの形態 
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5.3.3 溶出試験結果 

カリウムは草木類に多く含まれるため，混焼により相対的に濃度が上昇する．表-5.7で先述しているよう

に，専焼灰には全カリウムとして1.6～3.2％-DS含有していたが混焼により最大約10％-DS程度の含有率とな

った．溶出試験の結果を図-5.5に示すが，いずれの専焼灰も不溶性の割合が高く約5～7割を占めている．草

木類との混焼灰では50％以上がク溶性を示し，水溶性カリウムも刈草との混焼では全カリウムの10％程度

を占めていた． 

リンについては混焼することで，相対的に焼却灰中の濃度が低下し，専焼灰では最大約15％（Z汚泥）だ

った濃度が混焼灰では10％弱となった（図-5.6）．しかしながら形態で確認すると，植物が利用できない不

溶性リンの割合が混焼に伴い減少する一方で，植物が利用可能なク溶性リンの割合はあまり変化しない結果

となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-5.5 焼却灰中のカリウムの溶出形態 

図-5.6 焼却灰中のリンの溶出形態 
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5.4 結果-② 鉄系の凝集剤を使用・無機系の凝集剤を使用しない処理場の汚泥 

5.4.1 焼却灰の組成と代表的な化合物 

5.4.1.1 XRFによる分析結果 

XRFによる分析結果を表-5.11に示す．鉄系の凝集剤が使用されているX1汚泥では，Fe2O3，P2O5，SiO2で

全体の約8割を占めた．無機系の凝集剤が添加されていないY汚泥では，分流ではあるがSiO2が半分を占

め，P2O5，CaOの順であった．またFe2O3の濃度が非常に低い値となったが，これはY汚泥のみが全体的に

色が薄い傾向とも一致していると考えられた．混焼に伴う影響としては，刈草との混焼でK2Oの濃度は増

加したものの，Z汚泥やW汚泥ほど濃度が高くならなかった．これは，もともとX1汚泥の灰分の割合が高

いことに加え，使用した刈草1に含まれるカリウムが，破砕プロセス時に流亡した影響も考えられた．  

表-5.11 灰の組成（XRFによる分析） 

 

5.4.1.2 XRDによる分析結果 

XRDの測定結果を表-5.12に示す．特にX汚泥の焼却灰は，Y，Z，W汚泥とは大きく性質が異なることが

明らかとなった．鉄系の凝集剤を使用しているX1汚泥の実験系については，いずれもFe2O3の結晶が確認

された．またX1汚泥と草木類を混焼した実験系では，他の系では確認されなかったCaSO42H2Oの結晶が確

認された．一方で，アルミノケイ酸塩が検出されたのは，Y汚泥の専焼条件のみであり，カリウムについて

は結晶として確認されたものはなかった．さらにZ汚泥やW汚泥での実験系では確認された，Ca3(PO4)2の

一部がアルミニウムや鉄，マグネシウム等の金属原子で置換されたリン酸カルシウム化合物の結晶はY汚

泥の草木混焼灰のみで確認された． 

表-5.12 焼却灰中の結晶質化合物（XRDによる分析） 

 

   

Na2O MgO Al2O3 SiO2 P2O5 SO3 Cl K2O CaO TiO2 MnO Fe2O3 CuO ZnO SrO BaO 灰組成合計

Case13 X1汚泥 850℃ 専焼 0.7 1.7 7.1 19.4 20.2 1.7 0.0 1.0 5.7 0.7 0.4 40.3 0.2 0.3 0.4 0.0 99.7
Case14 X1汚泥 850℃ 刈草1混焼 0.8 2.0 6.2 22.7 18.7 1.5 0.1 3.1 6.8 0.6 0.4 35.8 0.2 0.3 0.0 0.5 99.8
Case15 X1汚泥 850℃ 剪定枝1混焼 0.8 1.9 5.7 21.5 18.2 2.2 0.1 2.8 8.5 0.6 0.4 36.2 0.2 0.3 0.1 0.5 99.9
Case16 Y汚泥 850℃ 専焼 0.9 2.1 7.1 55.0 15.1 1.1 0.1 1.1 10.6 0.6 0.2 3.4 0.1 0.3 0.1 1.1 98.9
Case17 Y汚泥 850℃ 刈草1混焼 0.9 2.2 7.5 53.5 13.6 1.4 0.1 3.9 9.3 0.6 0.2 4.8 0.1 0.2 0.0 0.8 99.1
Case18 Y汚泥 850℃ 剪定枝1混焼 0.9 2.4 6.2 51.5 12.3 1.9 0.2 3.5 14.4 0.5 0.2 3.7 0.1 0.2 0.1 0.9 99.1

実験系 汚泥 FB温度 混焼条件
灰組成

実験系 汚泥 FB温度 混焼条件 SiO2 アルミノケイ酸塩 リン酸カルシウム塩 鉄塩 その他
Case13 X1汚泥 850℃ 専焼 ○ Fe2O3

Case14 X1汚泥 850℃ 刈草1混焼 ○ Fe2O3 CaSO42H2O
Case15 X1汚泥 850℃ 剪定枝1混焼 ○ Fe2O3 CaSO42H2O
Case16 Y汚泥 850℃ 専焼 ○ Na(AlSi3O8)
Case17 Y汚泥 850℃ 刈草1混焼 ○ Ca19Mg1.56Fe0.44(PO4)14 Ca19Mg1.56Fe0.44(PO4)14

Case18 Y汚泥 850℃ 剪定枝1混焼 ○ Ca9Fe(PO4)7 Ca9Fe(PO4)7

※赤字：P化合物
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5.4.2 溶出試験結果 

溶出試験の結果を図-5.7，図-5.8 に示す． 

カリウムについては，混焼によりX1汚泥，Y汚泥ともに相対的に濃度が上昇した．X1汚泥のク溶率は相

対的に低く，特に専焼灰は10％と非常に低い値となったが，混焼によりいずれも30～40％程度の値となっ

た． 

リンについては混焼することで相対的に焼却灰中の濃度が低下した．カリウムと同様に，X1汚泥のク溶

率は相対的に低く，特に専焼灰は20％と非常に低い値となった．形態で確認すると，植物が利用できない

不溶性リンの割合が混焼に伴い減少する一方で，植物が利用可能なク溶性リンの割合は，X1汚泥では増加

し，Y汚泥ではあまり変化しない結果となった．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-5.7 焼却灰中のカリウムの溶出形態 

図-5.8 焼却灰中のリンの溶出形態 
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5.5 考察 

5.5.1 得られた焼却灰と 熱力学平衡計算の比較 

表-5.3に示した通り，本実験で用いた焼却灰は，FB部が約850 ℃もしくは約900 ℃となる条件のものを使

用した．実験で得られた焼却灰は，室温（約20 ℃）からFB部の温度までの熱履歴を経験しているが，熱力

学平衡計算のどの温度での計算結果に近しいか推定するため，XAFSの推定結果と比較を行った．検討は比

較的どの焼却灰にも含まれていたKAlSi3O8等のアルミノケイ酸塩とAlPO4を対象物質として実施した．6種

類の実験条件（2種類の汚泥と3種類の混焼条件．FBの温度は約850 ℃で統一）ごとに，XAFSでの推定割

合と，熱力学平衡計算を行った各温度での濃度の相関係数を比較した．結果を表-5.13に示すが，700 ℃での

相関係数が最も高い値を示した．これは砂層部の温度帯（約710 ℃）と類似しているといえる． 

XAFSでの推定値と700 ℃でのFACTSAGEの計算値の関係を図示すると図-5.9に示す結果となった。この

相関性について，母集団の相関係数が0の場合，統計量 t =
௥×√௡ିଶ

√ଵି௥మ  が自由度（n-2）の t分布に従うこと 15)を

利用して検定を行った．標本の大きさはn＝6であることから，自由度4の t分布によって両側検定における

棄却領域Rは（−∞, −2.78）と（2.78, ∞）となる（ただし有意水準をα＝0.05とした）．700 ℃でのアルミ

ノケイ酸塩では統計量 t＝3.07，同じくAlPO4では t＝5.26となり，いずれもRに含まれる．すなわち，5％の

有意水準で無相関とした帰無仮説が棄却され，直線的な相関性がないとはいえない． 

表-5.13 XAFSでの推定結果と熱力学平衡計算結果の相関係数r  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.9 XAFSとFACTSAGEの推定値比較 

(左:：全リンに占めるAlPO4, 右：全カリウムに占めるアルミノケイ酸塩) 
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700 ℃付近で濃度との相関係数が高いことから，焼却灰の外縁部についてはより高温条件にさらされるた

め反応が進む可能性があるものの，焼却灰全体でみると，比較的長く滞留する砂層部の温度での平衡条件で

その性状が決定される可能性が示唆された．なお，本実験における砂層部での汚泥の滞留時間は10分程

度，FB部でのガス滞留時間は１秒程度と推測される． 
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5.5.2 アルミ系凝集剤を用いた処理場の汚泥と草木の混焼によるカリウムの挙動 

混焼に伴い，刈草ではカリウムが，剪定枝ではカルシウム及びカリウムが供給される．ここで，熱力学

平衡計算で求めた種々の混焼率での計算結果と比較し，カリウムの挙動について考察した． 

5.5.2.1 刈草との混焼による影響 

700 ℃における刈草との混焼時（混焼率：汚泥専焼，10％，30％）における主要元素の形態を図-5.10に示

す．混焼率が低い場合，カリウムは選択的にKAlSi3O8になる傾向がみられた．混焼率を高めると，相対的に

アルミニウムとケイ素の存在割合が低下するが，熱力学平衡計算の結果から，ケイ素の存在形態に占める

KAlSi3O8の割合が高まった．混焼率30％ではいずれの汚泥でもケイ素はほぼすべてKAlSi3O8の形態となっ

た．また，750 ℃以上の高温域ではアルミノケイ酸塩がKAlSi3O8から1 molあたりのケイ素の含有割合が少な

いKAlSi2O6に移行するなど，ケイ素が不足している状況が計算で示された． 

石炭火力発電所において，カリウムをはじめとしたアルカリ金属がSO2等の酸性ガスと反応し，硫酸塩等

が生成して高温腐食が発生する問題が以前から報告されている 16)．本実験においても同様の反応が進むので

あれば，専焼灰中のカリウムはK2SO4が卓越し，混焼に伴ってカリウム濃度が上昇するとアルミノケイ酸塩

の量や割合が増えることになる．一方実験結果は，専焼時においてアルミニウム化合物とSiO2からKAlSi3O8

を生成する反応が優先し，混焼率の増加に伴ってK2SO4のような塩の割合が増加した（表-5.9，図-5.10）．今

回の実験条件（温度・燃料）では，結果としてK2SO4よりアルミノケイ酸塩の生成する平衡反応の方が，ギ

ブスエネルギー変化ΔGの値が小さくなったと考えられる． 

また，実際には，平衡状態に至っていないことや汚泥と草木類の不均一性などの理由で熱力学平衡計算

のみですべてを説明できず，K2Mg2(SO4)3などの生成が推定されている．しかしXAFSでの推定において，刈

草との混焼時にアルミノケイ酸塩の割合が専焼と比べて低下するとともに，K2SO4が大きな割合で存在する

結果となったことと合致したと考えられる． 
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図-5.10 熱力学平衡計算で求めた刈草との混焼灰における各種焼却灰中の存在形態（700 ℃） 
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5.5.2.2 剪定枝との混焼による影響 

700 ℃における剪定枝との混焼時（混焼率：汚泥専焼，10％，30％）における主要元素の形態を図-5.11に

示す．カリウムはすべてKAlSi3O8となり，アルミニウムとケイ素は，30％の混焼率でもKAlSi3O8以外の形態

を有する結果を得た．すなわち5.5.2.1で示した刈草との反応と異なりアルミニウム化合物やSiO2が欠乏して

いないため，カリウムについては優先的に反応が進行するKAlSi3O8のみが生成されるという計算結果が得ら

れた．なお，剪定枝との混焼ではカルシウムが供給されるが，カリウムだけでなくアルミニウムやケイ素も

カルシウムの化合物を生成しないという結果が得られた． 

 

図-5.11 熱力学平衡計算で求めた剪定枝との混焼灰における各種焼却灰中の存在形態（700 ℃） 
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5.5.3 アルミ系凝集剤を用いた処理場の汚泥と草木の混焼によるリンの挙動 

5.5.2と同様に，熱力学平衡計算で求めた種々の混焼率での計算結果（700 ℃）と比較し，リンの挙動につ

いて考察した． 

5.5.3.1 刈草との混焼による影響 

混焼率が低い場合，焼却灰中のリンはAlPO4の形態をとっているが，混焼率が高まるにつれてAlPO4が減

少し，P2O5（融液）やHAPなどの形態に移行した．マグネシウム塩についてはその量はあまり変化してい

ない．この反応は，5.5.2.1で先述したように，刈草との混焼によりKAlSi3O8が生成する反応が予想された．

例えば当初のカリウムの形態をK2O，リンの形態をAlPO4と仮定すると， 

KଶO + 6SiOଶ + 2AlPOସ → 2KAlSiଷO଼ + PଶOହ・・・式（5.2） 

という反応式になる．このときリン酸アルミニウムが解離し，P2O5の融液が発生する．ここで，どのような

物質あるいは物質組み合わせが安定であるかを調べることは，反応式の左辺と右辺それぞれを構成する物質

のギブスエネルギーの和のどちらが小さいかを調べることと等しい 17)．ギブスエネルギー変化ΔGは反応式

の右辺を構成する物質のギブスエネルギーから左辺を構成する物質のギブスエネルギーを引いたものである

が，（5.2）式の反応について20 ℃でのギブスエネルギー変化はΔG＝-1.89×105 J，1000 ℃ではΔG＝-2.08 ×105 J

であった（図-5.12）．20～1000 ℃の範囲において本反応はΔGが負であることから，反応は進行しうるとい

える．また，本反応で発生したP2O5の融液は，集塵機などを通過して温度が降下することに伴い，XRDや

XAFSの解析結果から想定されるリン酸カルシウム化合物などの形態に移行すると予想される．これは，綿

の茎と都市下水汚泥の混焼実験で得られた焼却灰のXRDでの分析結果においても，綿の茎の混焼率が増加

するにつれて，AlPO4のピークが徐々に消え，綿の茎の混焼率が40～50％となるとCa2P2O7のピークがみられ

たという報告と合致する（Y.Zhaoら 18)）． 

なお，熱力学平衡計算ではリン酸カルシウム化合物が卓越する結果は得られなかった． 

 

図-5.12 式（5.2）のギブスエネルギー変化の温度依存性 
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5.5.3.2 剪定枝との混焼による影響 

混焼率が低い場合，刈草との混焼時と同様に焼却灰中のリンはAlPO4の形態をとっているが，混焼率が高

まるにつれてAlPO4が減少し，主にHAPの形態に移行した． これは剪定枝由来のカルシウムが多く供給さ

れたためと考えられる．5.5.3.1と同様に例えばカリウムをK2O，カルシウムをCaO，汚泥中のリンをAlPO4

と仮定すると， 

KଶO + 6SiOଶ + 2AlPOସ + 3CaO → 2KAlSiଷO଼ + Caଷ(POସ)ଷ・・・式（5.3） 

に代表されるような反応が予想された．本反応もギブスエネルギー変化ΔGは20～1000 ℃の範囲において

負であり，実際に起きうる反応であった． 

なおZhaoら 19)は，下水汚泥と綿の茎を模した実験系であるAlPO4とCaO及びKClを混合し，900 ℃で1時

間維持した試料をXRDで分析した実験結果に基づいた類似の反応式を提案している．ケイ素の有無による

違いはあるものの，リンの挙動に関しては，合致している． 

2AlPOସ + 3CaO → Caଷ(POସ)ଷ + AlଶOଷ ・・・式（5.4） 
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5.5.4 肥料利用への影響 

まず，アルミ系凝集剤を使用している処理場の汚泥と刈草と混焼した場合について整理を行った． 

肥料の規格は，農林水産省より「肥料の品質の確保等に関する法律に基づき普通肥料の公定規格を定め

る等の件」3)によって定められてきた．同告示の主成分別表第一に示された保証可能な主成分量として，加

里（K2Oとして）は全量・ク溶性・水溶性の各形態で1.0％が記載されている 3)．これをカリウム単体に換算

すると約0.82％-DSとなる．例えばWやZ汚泥を用いた場合，刈草30％の混焼条件ではカリウム全量は約

10％- DS程度，剪定枝30％の混焼条件では約5％-DS程度存在する．さらにク溶性カリウムも約1％-DS存在

していた．これらは主成分別表第一の基準を十分満足しており，混焼灰においてはカリウムも肥料として考

えることができる濃度が確保できた．混焼灰中のカリウムは図-5.5で先述した溶出試験の結果から水溶性の

割合が低いことから，緩効性として位置付けられるが，水溶性カリウムが約10％程度存在することから，

一定の即効性も期待される結果となった． 

ここで，XAFSで推定されたアルミノケイ酸塩と，溶出試験から求めた不溶性カリウムの割合との関係を

図-5.13に示す．実験系全体では r＝0.71と相関性がみられたことから，アルミノケイ酸塩のみが不溶性であ

ると推定された．5.5.1と同様の検定を行ったところ， n＝12の標本であることから，自由度10の t分布（両

側検定）における棄却領域Rは有意水準をα＝0.05とすると（−∞, −2.23）と（2.23, ∞）となる．統計量 

t =
୰×√୬ିଶ

√ଵି୰మ は t＝3.19となりRに含まれる．すなわち，5％の有意水準で無相関とした帰無仮説が棄却され，

直線的な相関性がないとはいえない結果となった． 

 

図-5.13 アルミノケイ酸塩の推定結果と不溶性カリウムの割合 
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アルミノケイ酸塩の一例である加里長石粉は強酸・フッ化水素と反応するとされる 20)． すなわち強酸と

は言えない2％クエン酸水溶液は加里長石と反応せず，このことは今回の実験結果と合致している．主たる

ク溶性成分としては，XAFSの結果から硫酸マグネシウム塩や硫酸カリウム，炭酸カリウムが想定された．

これらを主成分とする肥料としては，硫酸加里苦土肥料（K2SO4・2MgSO4）や硫酸加里（K2SO4）がある

が，水溶性のカリウムを硫酸加里苦土肥料では16～22％，硫酸加里では45～52.5％を含むとされている 21)．

一方で，今回の実験では，焼却灰はク溶性を有するものの刈草との混焼灰を除いて水溶性は有していなかっ

た．これは水溶性に関する試験方法の違いのほか，KAlSi3O8等の物質の存在により溶出しにくい構造となっ

ていた可能性が考えられる．（肥料試験法での水溶性カリウムの測定は，カリウム塩類では200mlの水に入

れて15分煮沸する方法や，毎分300往復振幅40㎜，30分間の垂直往振り混ぜなどが示されている 22)．） 

リンもカリウムと同様に，主成分量として，リン酸（P2O5として）は全量・ク溶性・水溶性の各形態で

1.0％が示されている 3)．これをリン単体に換算すると約0.44％-DSとなる．今回使用した焼却灰では全リン

だけでなくク溶性リンとして1.0％を十分超える濃度を有していた．主たるク溶性成分としては，XRDや

XAFSの結果からはリン酸カルシウムやリン酸マグネシウムが想定された．リン酸カルシウムやリン酸マグ

ネシウムは，水に溶けにくいが希塩酸等には溶けることが知られており 23),  24) ，既存の知見と概ね合致する結

果となった．リン酸試薬を用いた土壌環境を模した実験系において，pHがリン酸の溶解性に与える影響を

調査した文献によると，酸性条件下でリン酸アルミニウムを用いた実験系はカルシウム型のリン酸水素カル

シウムを用いた実験系の約1/5倍にとどまったという報告がある 25) ．このようにカルシウム塩と比べて水に

溶けにくいとされるアルミニウム塩や鉄塩が専焼時には支配的であるが，草木類との混焼によりこれらから

カルシウム塩やP2O5（融液）を経由したク溶性の成分に転換したと推定されたことから，リンについても肥

料としての価値が高まることが確認できた． 

一方で，鉄系の凝集剤を使用しているX1汚泥を用いた場合，草木類と混焼時のク溶性リンの割合はZ汚

泥やW汚泥と比べて約半分となった．また，アルミ系の凝集剤を使用している場合は草木類との焼却時に

カルシウムとリンが反応したリン酸カルシウム化合物の形態をとっていたが，鉄系の凝集剤を使用している

場合はXRDの結果からCaSO4の結晶が確認された．これはカルシウムが排気ガス中に含まれる硫酸と結晶

を生成していると想定された．使用した草木の組成の違いも影響していると想定されるが（表- 4.3参照），

鉄系凝集剤を使用した場合は草木類によるク溶率の改善効果が低減する可能性も考えられた．今後下水汚泥

焼却灰の有効利用を進めるにあたっては，水処理の凝集剤の選定にも留意が必要となる可能性が示唆され

た．なお，無機系の凝集剤を添加していないY汚泥は，専焼灰のク溶率が60％と高かった．しかし草木と

の混焼に伴うク溶率の変化は少なく，ク溶率改善の効果は明確とならなかった． 
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5.6 結語 

本章で得られた知見は以下の通りである． 

１) 水処理でアルミ系凝集剤を使用している処理場の汚泥を焼却すると，得られる焼却灰中には，リンは

AlPO4及びカルシウム化合物の形態で，カリウムはアルミノケイ酸塩の形態で存在していた． 

２) 刈草との混焼ではカリウムが多く供給された．アルミ系凝集剤を使用した汚泥との混焼では，カリウム

は汚泥に含まれていたアルミニウムやケイ素と反応してアルミノケイ酸塩を生成し，リンはリン酸カル

シウム化合物などの形態に移行すると予想された．また十分なカリウムが供給された場合，K2SO4等の

水溶性の塩が生成すると推察された． 

３) 剪定枝との混焼ではカリウムのみならずカルシウムが供給された．アルミ系凝集剤を使用した汚泥との

混焼では，カリウムはアルミノケイ酸塩を生成し，リンはリン酸カルシウム化合物に移行する傾向がみ

られた． 

４) 下水汚泥焼却灰は専焼条件でも肥料としての価値を有していたが，混焼により価値が向上した．草木類

の混焼率30％で，全カリウムについては主成分別表第一の基準である含有量１％（K2Oとして）を満足

できる水準となり，混焼灰においてはカリウムも肥料として考えることができる濃度が確保できた．ま

たリンは，専焼時でも全リンのみならずク溶性リンとしても十分主成分別表第一の基準である含有量

１％（P2O5として）を満足していた．不溶性のAlPO4は専焼時に焼却灰中の大きな割合を占めている

が，混焼時にはその割合が小さくなり，ク溶性のカルシウム化合物などに形態が変化した． 

５) 鉄系の凝集剤を使用している処理場の下水汚泥焼却灰はク溶率が低く，また，草木類との混焼によるク

溶率の改善効果はアルミ系凝集剤よりも低くなる可能性も考えられた．今後下水汚泥焼却灰の有効利用

を進めるにあたっては，水処理の凝集剤の選定にも留意が必要となる可能性が示唆された． 
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6 公物管理由来草木類の補助燃料利用時の影響評価 

6.1 概説 

社会資本整備を進めるに当たっては，透明性，公正性を確保し，住民・関係者等の理解と協力 を得るた

め，住民参画の取り組みを推進することが重要である 1)．計画づくりにあたっても，社会面，経済面，環境

面等の様々な観点から総合的に判断していく必要があり，これらを適切に実施するためには，住民・関係者

等の理解と協力が不可欠で あり，計画策定プロセスを，より透明性等を持ったものにしていくことが求め

られている 2)．  

本研究で想定している，補助燃料として公物管理由来草木類を利用する下水汚泥焼却システムについて

も，公共事業である以上，社会面，経済面，環境面等の様々な観点から総合的に実施可能性について判断さ

れるべきである．しかしながら，想定するシステムは新たな施設整備を主体とするものではなく，既存のイ

ンフラを組み合わせ，運用により対応することを想定するものであるため，標準化した経済試算が難しいと

考えた．  

そこで本章では，基礎的な検討として，主に運転への影響と環境影響の観点から 公物管理由来草木類の

補助燃料利用時の影響を評価した 3)．評価対象とした項目は，①必要な補助燃料量，②付着物発生の危険

性，③温室効果ガス排出量とした．ここで，第3章で示したように，刈草と剪定枝の発生割合は季節によっ

て変動する．そこで季節変動を考慮して，必要とされる補助燃料量を試算した．刈草や剪定枝の燃料使用時

における付着物発生の危険性については，第4章で作成した推定式を用いて評価を行った． 
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6.2 検討方法 

6.2.1 補助燃料として必要とされる刈草・剪定枝量 

JIS Z 9202熱勘定方法通則 4)を参考に，必要な刈草・剪定枝量を求めた．ここでは，入熱として①脱水汚泥

と補助燃料としての刈草・剪定枝の低位発熱量，②燃焼に必要な乾き空気の熱量，③燃焼用空気水分の保有

潜顕熱量を，出熱として①乾き燃焼ガスの持ち去る熱量，②燃焼用空気水分の保有潜顕熱量，③灰の持ち出

し熱量，④焼却炉からの放熱量とした．単位脱水汚泥量当たりの入熱と出熱が等しくなる刈草・剪定枝量を

計算し，混合率（刈草・剪定枝量 ÷(汚泥量＋刈草・剪定枝量) ※いずれも湿潤重量）で表現した．刈草・剪

定枝の含水率については，草木の破砕を行っている業者へのヒアリングによると，露天で管理している草木

破砕物の含水率は40％～60％程度で出荷しているとのことであった．そのため，破砕のみの刈草・剪定枝

の含水率を60％，破砕後自然乾燥状態の刈草・剪定枝の含水率を40％と仮定した．また，木質ペレットの

規格では，含水率を10％5)としているため，ペレット化した刈草・剪定枝の含水率を10％と仮定した．脱水

汚泥と，補助燃料としての刈草・剪定枝及び重油の組成等を表-6.1に示す．脱水汚泥の含水率は第2章で実

施したアンケート結果 6)より設定した．また，組成は，クリンカや付着物の発生リスクが高い，分流かつ消

化後の脱水汚泥（29試料の平均値）の文献値 7)，及び比較として分流の未消化脱水汚泥（40試料の平均値）

の文献値 7)を標準的なものとして採用した．刈草及び剪定枝については，第3章で実施した刈草2及び剪定

枝1の実測値を採用した．比較としてのA重油の組成は文献値 8)を採用した．  

表-6.1 試算に用いた汚泥と草木の値 

 

単位
消化汚泥
(分流)6),7)

未消化汚泥
(分流)6),7) 刈草２9) 剪定枝１9) A重油8) 備考

含水率 ％ 80 78 0
強熱減量 ％-DS 75.6 85.5 80.0 95.3 100.0

灰分 ％-DS 24.4 14.5 20.0 4.7 0.0
一律で、100%から強熱
減量を除いて求めた

C ％-DS 49.5 42.4 39.2 46.3 86.2
H ％-DS 8.4 6.9 5.7 6.6 13.2
N ％-DS 8.0 6.3 1.7 0.8 0.0

O ％-DS 32.7 29.2 34.0 42.2 0.0
強熱減量から、CHNSを
除いて求めた

S ％-DS 1.4 0.7 0.5 0.1 0.6
Al2O3 %-灰 9.6 14.7 2.0 0.5 0.0
P2O5 %-灰 31.6 38.7 11.6 4.7 0.0
K2O %-灰 1.5 3.2 38.0 12.9 0.0
CaO %-灰 9.9 8.9 9.8 48.7 0.0
Fe2O3 %-灰 16.3 13.0 2.6 2.9 0.0
高位発熱量 kJ/kg-DS 17300 19200 16400 18600 45590
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焼却により発生する灰分量は流動床炉を想定し，炉内に投入した下水汚泥及び刈草・剪定枝に含まれる

灰分（文献値より計算）の全量と同値と設定した． 

また，実際に刈草や剪定枝を補助燃料として使用する際には，化石燃料と異なり応答性が遅いなどの課

題があるが，ここでは定常状態を仮定するため，速度論については議論しない．仮想的に想定した焼却炉

は，第2章での調査結果を踏まえ，補助燃料利用率が相対的に高い小型の焼却炉と負荷率を想定し，設計能

力を3 t/h（=72 t /day），汚泥の焼却量を2 t/h（=48 t /day）とした．焼却炉の出口温度は850 ℃，外気の温度を

20 ℃とした．また，焼却炉からの放熱量は，設計能力（3 t/h）での汚泥専焼燃焼時（補助燃料A重油使用）

での入熱量の7％10)で一定と仮定した（消化汚泥約1.4 GJ/h，未消化汚泥約1.3 GJ/h）．そのほか，熱収支計算

に関するパラメータは表-6.2の値を用いた． 

表-6.2 熱収支計算に関するパラメータ 

  
値 単位 備考 出典

潜熱 2454 kJ/kg-H2O 20℃ 1atm 11)
空気比 1.3 12)
基準温度 20 ℃ (仮定）
炉出口ガス温度 850 ℃ (仮定）
燃焼予熱空気温度 650 ℃ (仮定）
大気湿度 0.01 kg-H2O/kg-DA 20℃相対湿度70％を仮定 13)
水の比熱 4.19 kJ/kg-℃ 14)
空気比熱 1.08 kJ/kg-℃ 15)
N2(ガス)の比熱 1.10 kJ/kg-℃ 15)
O2(ガス)の比熱 1.02 kJ/kg-℃ 15)
H2O(ガス)の比熱 2.09 kJ/kg-℃ 15)
CO2(ガス)の比熱 1.10 kJ/kg-℃ 15)
SO2(ガス)の比熱 0.772 kJ/kg-℃ 15)
排ガス中灰分の比熱 0.84 kJ/kg-℃ 16)

0-850℃の平均値
(文献15)の

0-800℃の平均値と
0-900℃の平均値の

平均を採用し、単位換算）
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6.2.2 付着物発生に関する危険性評価手法 

ここでは，第4章で作成した，付着灰分率が20 dry-g/dry-灰kgとなる温度T20の推定式を用いて評価を行っ

た．この結果を踏まえ，刈草及び剪定枝を補助燃料として使用する際の付着物発生に関する危険性評価につ

いて以下の手順で実施した．まず，6.2.1の熱収支から得られた混焼割合をもとに，発生する灰分の組成を推

定した．灰分の推定は，炉内に投入された汚泥と刈草及び剪定枝の灰分量の比率に基づき計算を行った．続

いて，式（4.2）を変形した式（6.1）により，y=20となる温度T20を求めた．なお，本章でのT20は，セルシ

ウス度で示す．この時使用した説明変数は，第4章で最も適合性が高かったCase4の【P2O5，K2O，Al2O3，

Fe2O3】を採用した（表-6.3）． 

Tଶ଴ = B (ln A − ln 20) − 273.15⁄ ・・・・式（6.1） 

ln A = C୪୬ ୅ + ∑ (k୧ × W୧)୧ ・・・式（6.2） 

B = C୆ + ∑ (l୧ × W୧)୧   ・・・・・式（6.3） 

ここに C୪୬ ୅，C୆ ：定数項 i：説明変数として選択した酸化物（P2O5，K2O，Al2O3，Fe2O3） 
 W：酸化物の焼却灰中の濃度(％) k, l： ln A及びBの説明変数の係数 

表-6.3  式（6.2）と式（6.3）の定数項と説明変数の係数 

式（6.2） 

定数項 C୪୬ ୅ -9.0  

説明 
変数の

係数 

k୔మ୓ఱ
 0.53  

k୏మ୓ 3.1  

k୅୪మ୓య
 -1.2  

k୊ୣమ୓య
 1.3  

式（6.3） 

定数項 C୆  -1.2×10 4 

説明 
変数の

係数 

l୔మ୓ఱ
 5.9×10 2 

l୏మ୓ 3.4×10 3 

l୅୪మ୓య
 -1.3×10 3 

l୊ୣమ୓య
 1.4×10 3 

 

最後に，T20と想定する炉内の温度を比較することで，付着物発生の可能性について議論を行った．実際

にはFB部の温度は焼却炉の出口温度より高い部分が存在すると考えられる 17),  18),  19)ほか，今回用いたT20の適

用性や適用範囲についても議論の余地が残されているが，まずは焼却炉の出口温度である850 ℃をT20の閾

値と設定した．すなわち，計算で求められたT20が850 ℃を下回る時に，炉内での付着物が成長して不具合

が発生する可能性があるため，その条件では補助燃料としての使用は難しいと判断し，適用できないと整理

した．  



 

103 

 

6.2.3 温室効果ガス排出量試算方法 

温室効果ガス排出量の試算は図-6.1の破線の範囲（刈草・剪定枝の輸送～中間処理～処理場輸送と補助燃

料の使用に伴う増加した灰の処分にともなうもの）で試算を行った． 

 

図-6.1 温室効果ガス排出量の試算範囲 

本章では，公共物管理に伴って収集された有価物として取引されていない刈草及び剪定枝を使用するこ

とを想定しており，環境省のガイドライン 20)を参考に，剪定や除草作業にかかる温室効果ガス排出量は算定

外とした（公物の管理という別事業に関わるプロセスとして整理）．また，収集については，実際にはパッ

カー車への積載は人力で実施するため温室効果ガス排出量はゼロとなる．以上から，積載後のパッカー車に

よる中間処理施設（製造段階）への移送から計算を開始した．刈草及び剪定枝は空間的に均等にかつ一様に

混在して収集されると想定した．収集量は第3章に示したA市のデータを参考に設定した． 

刈草及び剪定枝の収集範囲は各条件で必要となる刈草及び剪定枝量（推定値）を，中間処理施設を中心

とした真円の領域から収集すると仮定した．この時，平均的な収集距離は，数学的には半径の2/3となる

が，実際の道路網は中間処理施設を中心とした放射線道路と想定することは現実的でなく，過小評価とな

る．ここで，東京30㎞圏の道路網では，道路距離は大まかに直線距離の1.2倍とされている 21)ことから，収

集範囲として設定した真円の半径に0.8（=2/3×1.2）を乗じた値を収集距離と簡便に設定した．下水処理場と

中間処理施設（資源化施設）の移動距離は，A市の下水処理場に最も近い剪定枝等の中間処理施設までの距

離を参考に5 kmと仮定し，トラック（4 t車・積載率50％）で輸送したと仮定した．また実際の搬入におい

ては，輸送に用いた車両は，空荷で剪定や除草現場（原料輸送時）及び中間処理施設（燃料輸送時）に戻る

ことが想定されるため，ここでは往復を計算の対象とした．なお，本来であれば燃費やCO2排出に係る原単

位は積載率の影響を受けるが，野田ら 22)が実施したシミュレーション結果では，2 t積み車の空積載の燃費は

半積載の1.1倍，4 t積み車の空積載の燃費は半積載の約1.2倍であったことから，積載率の影響は軽微と考

えて簡便に片道の移動距離を2倍して計算した． 

原料
発生

原料
輸送

破砕＋
ペレット化※

燃料
輸送

燃料
使用

原料調達段階 製造段階 流通段階 使用段階

施設
建設

施設
解体

※含水率40％,60%の
燃料については

ペレット化対象外

システム境界

焼却灰
処分

廃棄段階
中間処理施設 下水処理場
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中間処理（燃料化）のシナリオとしては，①破砕のみ（含水率60％）②破砕後自然乾燥（含水率40％）

③破砕後ペレット化（含水率10％）を設定した．ペレット化については，刈草についても木質と同様のプ

ロセスで処理ができると仮定し，試算を行った．さらに，中間処理施設は十分に能力があり，今回対象とし

た公共事業由来の刈草・剪定枝以外の草木系廃棄物の破砕業務を請け負っており，試算対象の公共事業由来

の刈草・剪定枝の処理は十分に小さく，同施設の建設及び解体に係る温室効果ガス発生量は配分上無視でき

ると仮定した． 

下水処理場内での補助燃料とする刈草及び剪定枝の受入や焼却炉への燃料供給に係る温室効果ガスの計

算については，個別の処理場・焼却炉の状況により既存の機器の配置や空間的余裕が異なり，一様な試算は

困難である．一方，3.4で示したように，実処理場における「し渣混焼ライン」として供用されているスク

リューコンベア及びフライトコンベアを用いた草木破砕物等の搬送実験において，消費電力については，無

負荷状態も含めていずれも実験期間中一定の値を示した 23) ．すなわち，付着等による抵抗の増大は発生せ

ず，消費電力は増加しなかった．ここで，実験時のし渣搬送用のスクリューコンベア（電動機容量3.7 kW）

の電流は3.7 A，ベルトコンベア（電動機容量1.5 kW）は2.15 Aであり 23)，この処理場におけるし渣混焼ライ

ン（し渣ホッパ～ケーキ投入機）の電動機容量の合計値は約15 kWであった．実際に測定した2つのコンベ

ア以外の機器においても，実際に流れる電流と電動機容量の関係が今回測定した結果と同様の比例関係にあ

ると仮定し，搬送に必要な電流を20 Aと見積もった．200 V三相交流で力率が0.8と仮定すれば3.2 kWの消

費電力と考えられる．電力の基礎排出係数の代替値が4.29×10-4  t-CO2/kWhとされているため，搬送に伴う温

室効果ガス排出量は約33 kg-CO2/day程度と想定された． 

CH4やN2Oの発生量については，使用する燃料が重油や都市ガスから刈草及び剪定枝に変更することに伴

い変化する可能性が想定されるものの，本稿では便宜的に変化がないと仮定し，計算を省略した． 

灰の処分に伴う温室効果ガス排出量については，刈草及び剪定枝の使用により増加した灰分に対して，

輸送距離 50  kmでトラック輸送（4 t車・積載率50％）の原単位である 0.325 kg-CO2/t/km 24)と仮定して試算を行

った． 

そのほか計算に用いた諸量については表-6.4に示す． 
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表-6.4 温室効果ガス排出量の試算に用いたパラメータ 

 

  

値 単位 出典
換算係数 N2O(地球温暖化係数) 265 25)

重油(比重） 0.86
26)　ただし単純平均値を
　　  有効数字2桁に処理

A重油(燃料の使用に関する排出係数) 2.75 kg-CO2/L 25)
軽油(燃料の使用に関する排出係数) 2.62 kg-CO2/L 25)

電力 0.00043 t-CO2/kWh 27)

草木類収集量 0.018 t-dry/km2 (実測データを基にした推定値)
収集時含水率（刈草） 80% (仮定値)
収集時含水率（剪定枝） 60% (仮定値)

　　積載率 50% (仮定値)
　　燃費 4.3 km/L 28)

　　積載率 50% (仮定値)

　　CO2排出量 0.325 kg-CO2/tkm
24)
※トラック輸送の原単位
（4t車・積載率 50%）

破砕（チップ製造） 73.3 g-CO2/kg-dry
29)
※自然乾燥も投入エネルギー
   なしと考え同じ値を使用

ペレット製造 165 g-CO2/kg-dry 29)

草木類
諸量

エネルギー
消費関係

輸送

燃料製造

使用する車両:2tパッカー車　(草木収集現場→中間処理施設）

使用する車両:4tトラック
(中間処理施設→下水処理場、下水処理場→灰の有効利用先)
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6.2.4 季節変動を想定した試算 

公共事業由来の刈草や剪定枝を使用する場合は，対象とする刈草及び剪定枝の割合が変化するため，事

業には季節変動が生じる．そこで第3章に示したA市における調査結果を参考に月別の刈草及び剪定枝の

収集パターンの変動にともなう性状の変化を踏まえ，（1）必要な刈草及び剪定枝量，（2）T20，（3）温室

効果ガス排出量について試算を行った． 

ここで，刈草と剪定枝の収集割合は，第3章で示したA市の調査結果から求めた．発注形式等により刈

草と剪定枝を区分することが可能であった全体の約6割の収集物量について，刈草を主とする収集物量と剪

定枝を主とする収集物量の割合を図-6.2に再掲する．この結果を踏まえ，湿潤重量ベースで刈草の割合を

10％（1‐2月想定），30％（10‐12月及び3‐4月想定），60％（5‐7月想定），80％（8‐9月想定）の4段階で設

定し，試算を行った．ここで，収集時点での含水率は，簡便のため季節によらず一定（刈草80％，剪定枝

60％）として計算すると，乾燥重量ベースでの刈草の割合は5.3％（1‐2月想定），18％（10‐12月及び3‐4月

想定），43％（5‐7月想定），67％（8‐9月想定）となった．さらに，刈草及び剪定枝の収集面積は刈草と剪

定枝で独立事象と考えず，刈草と剪定枝の単位面積当たりの合計収集量（乾物重量）は変化せず，収集割合

のみが実態に即して変化すると仮定して，必要な収集量を求めた． 

その他，汚泥については6.2.2の消化汚泥と同一の条件で試算した．T20の計算方法についても，6.2.2と同

じ手法を使用した．年間での温室効果ガス排出削減量は，重油を使用した場合の排出量（重油の原単位を使

用）から刈草及び剪定枝を使用した際の排出量（図-6.1の範囲）を引き算して求めた． 

 

図-6.2  刈草と剪定枝の収集比率（A市） （図-3.5再掲） 
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6.3 結果と考察 

6.3.1 補助燃料として必要な刈草及び剪定枝量 

各含水率において必要となる刈草及び剪定枝量を図-6.3に示す． 

 

 

 

 

 

図-6.3  刈草・剪定枝の含水率と混焼率 

消化汚泥を対象とした場合，剪定枝1を補助燃料として使用すると，剪定枝の含水率60％であれば混焼

率は32％，含水率40％であれば混焼率は18％であった．さらにペレット化を想定した含水率10％であれ

ば，混焼率が11％となり，これはし渣混焼時の設計値の最大値とされる10質量％30)と同等の値となった．

一方，刈草2を補助燃料として使用すると，含水率60％であれば混焼率は37％，含水率40％であれば混焼

率は20％程度であった．刈草についても剪定枝と同様にペレット化することを想定した含水率10％のとき

混焼率は12％となった．同じ含水率の場合，剪定枝と比べて刈草は低位発熱量が低く，灰分も高いため灰

として持ち出す熱量も多いことから，燃焼を行うためには含水率にかかわらず混焼率が高くなる傾向がみら

れた． 

未消化の汚泥を対象とした場合，剪定枝1を補助燃料として使用すると，剪定枝の含水率60％であれば

混焼率は19％，含水率40％であれば混焼率は10％であった．さらにペレット化を想定した含水率10％であ

れば，混焼率が5.1％となった．一方，刈草2を補助燃料として使用すると，含水率60％であれば混焼率は

24％，含水率40％であれば混焼率は12％程度であった． 

ここで，室本 31)によると，未消化汚泥を焼却している実処理場で含水率40％の木質チップを25日間補助

燃料として使用し，都市ガスの使用量を2/3に削減する結果を得ている．この時使用された木質チップ量を

1.5倍し，本稿の混焼率に換算すると，約9％となり，概ね実態と計算結果が合致することが確認できた． 
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消化汚泥，未消化汚泥にかかわらず，刈草及び剪定枝の含水率が40％から60％に増加すると混焼率が約

2倍に増加した．これは，単位質量当たりの焼却炉への入熱から出熱を引いた値（焼却炉の放熱分を除く）

は，含水率が40％の場合刈草2で5.7 MJ/kg-wet，剪定枝1で約6.7 MJ/kg-wetであったのに対し，含水率が

60％ではそれぞれ2.4 MJ/kg-wet ，3.1 MJ/kg-wetと約半分に減少したため，汚泥の燃焼に必要な刈草の投入量が

約2倍強となったことが影響していた．草木破砕業者からヒアリングした結果によると，出荷される草木破

砕物の含水率が40％～60％程度とのことであったが，この範囲での含水率のわずかな違いが混焼率に与え

る影響は大きいと考えられた． 

また，灰の発生量について，図-6.4に示す．刈草2の灰分が20％-DS，剪定枝1の灰分が4％-DSであるた

め，灰分の発生量は約5倍の差が発生した．また，含水率が高くなる場合は，混焼率が上がり使用する燃料

が増加するため，灰の発生量も増加する傾向がみられた．消化汚泥2 t/h焼却時に発生する灰が98 kg/h，未消

化汚泥であれば64 kg/hであることと比較すると，刈草由来の焼却灰は汚泥の約半分から概ね同等程度，剪

定枝では20％未満という関係であった．今回3 t/hの焼却炉に対して汚泥の負荷が2 t/hの場合で検討を行っ

ているが，剪定枝及び含水率が10％（消化汚泥の場合）もしくは40％（未消化汚泥の場合）より低い刈草

であれば，既存の焼却炉の能力で灰の処理ができると考えてよいという結果が得られた．一方，発生する排

気ガス自体は，当初の設計条件で発生する排気ガス量と比べて少なくなった．そのため，煙突等の構造物に

ついては特段の能力は不要と考えられた（表-6.5）． 

 

 

 

 

図-6.4  刈草・剪定枝の含水率と発生する灰分量 

表-6.5 排気ガス量の試算結果 

試算条件 
汚泥3 t /h（設計能力） 汚泥 2 t/h 汚泥 2 t/h 汚泥 2 t/h 

補助燃料：重油 補助燃料：重油 補助燃料：刈草 
（含水率60％ ） 

補助燃料：剪定枝 
（含水率60％） 

燃焼ガス 
（乾燥，汚泥由来） 

約2,640 Nm3/h 約1,640 Nm3/h 約1,640 Nm3/h 約1,640 Nm3/h 

燃焼ガス 
（乾燥，補助燃料由来） 

約1,050 Nm3/h 約830 Nm3/h 約1,830 Nm3/h 約1,650 Nm3/h 

水蒸気 約2,270 Nm3/h 約1,530 Nm3/h 約2,210 Nm3/h 約2,070 Nm3/h 
合計 約5,790 Nm3/h 約4,000 Nm3/h 約5,680 Nm3/h 約5,360 Nm3/h 
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6.3.2 付着物発生に関する危険性評価 

式（6.1）及び式（6.2）により，係数Aの自然対数 ln Aと付着灰分率y=20となる温度T20を求めた結果を

表-6.6，表-6.7に示す．なお，自燃あるいは重油や都市ガス等を使用して補助燃料由来の灰分を考慮する必要

がない時には，消化汚泥のT20は950 ℃，未消化汚泥のT20は965 ℃となった． 

表-6.6 ln Aの試算結果                          表-6.7  T20の試算結果 

 

 

 

 

 

いずれのケースでも，ln Aは11.5＜ln A＜79.2の範囲に含まれており，第4章で示した式の適用範囲に含ま

れていた．そのため，T20を用いた試算が有用と判断し考察を行った． 

刈草や剪定枝を補助燃料として使用することでT20は専焼時と比べて20 ℃～100 ℃低下した．また，刈草

及び剪定枝の含水率が増加するとT20は小さくなる傾向がみられた．この時，含水率の増加に伴う必要な刈

草及び剪定枝量の増加により，下水汚泥では含有量の低いK2Oの灰分に占める割合が増加していた．ここ

で式（6.1）について，両辺を𝑊௄మைで偏微分すると 

ப

ப୛ేమో
Tଶ଴ =

(୪୬ ୅ି୪୬ ଶ଴)
ಢా

ಢ౓ేమో
ି୆

ಢ(ౢ౤ ఽషౢ౤ మబ)

ಢ౓ేమో

(୪୬ ୅ି୪୬ ଶ଴)మ ・・・式 （6.4） 

ここで式（6.4）の右辺の分子について，
ப୆

ப୛ేమో
= l୏మ୓， 

ப(୪୬ ୅ି୪୬ ଶ଴)

ப୛ేమో
= k୏మ୓ であるから， 

(ln A − ln 20)
∂B

∂W୏మ୓
− B

∂(Ln A − ln 20)

∂W୏మ୓
 

= l୏మ୓(ln A − ln 20) − k୏మ୓B 

さらにA及びBの推定式である（6.2）式と（6.3）式を代入し，式を整理すると 

= l୏మ୓(C୪୬୅ − ln20) − k୏మ୓C୆ +  W୔మ୓ఱ
൫l୏మ୓k୔మ୓ఱ

− k୏మ୓l୔మ୓ఱ
൯ 

+ W୅୪మ୓య
൫l୏మ୓k୅୪మ୓య

− k୏మ୓l୅୪మ୓య
൯ +  W୊ୣమ୓య

൫l୏మ୓k୊ୣమ୓య
− k୏మ୓l୊ୣమ୓య

൯ 

となり，W୏మ୓に依存しない式となった． 

草木類
含水率

消化
刈草2

消化
剪定枝1

未消化
刈草2

未消化
剪定枝1

0% 52 23 47 22
10% 53 23 48 22
20% 54 23 49 22
30% 56 23 50 22
40% 58 23 52 22
50% 62 24 56 22
60% 69 24 63 23

単位:℃
草木類
含水率

消化
刈草2

消化
剪定枝1

未消化
刈草2

未消化
剪定枝1

0% 865 938 873 952
10% 864 937 872 952
20% 863 937 870 951
30% 861 936 869 950
40% 859 935 866 949
50% 856 933 863 947
60% 852 930 857 944
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ここで，W୔మ୓ఱ
，W୅୪మ୓య

，W୊ୣమ୓య
は0以上であり，また表-6.3に示す 各係数を代入すると 

l୏మ୓(C୪୬୅ − ln20) − k୏మ୓C୆ < 0，l୏మ୓k୔మ୓ఱ
− k୏మ୓l୔మ୓ఱ

< 0， 

l୏మ୓k୅୪మ୓య
− k୏మ୓l୅୪మ୓య

< 0，l୏మ୓k୊ୣమ୓య
− k୏మ୓l୊ୣమ୓య

< 0 

となる．さらに，式（6.4）の右辺の分母は(ln A − ln 20)ଶ ≥ 0であることから，ln A = ln 20を除き，式

（6.4）は負となる．すなわち式（6.4）の特性である，K2Oの割合（W୏మ୓）が増加すると，T20が単調に減少

することによるものであった． 

剪定枝については，刈草と比べて灰分率が低いため，補助燃料利用によるT20の低下は小さくなってい

た．一方，刈草を補助燃料として使用する際は，含水率が60％のものを使用するとT20が今回閾値に設定し

た850 ℃に近づくなど全体的に850～870 ℃前後となり，炉内の状況によっては壁面への付着が発生すること

も考えられる温度帯となった． 

なお，第4章で示した刈草2（混焼率30％：ただし刈草の含水率78％）とZ汚泥やW汚泥との混焼実験

結果から，T20は約865 ℃（Z汚泥），約880 ℃（W汚泥）と推定された（表- 4.10）．このとき刈草2の含水

率を0％に換算すると，同じ灰分率となるみかけの混焼率は8.6％となる．第6章での試算では刈草2の含水

率を0％で混焼率10％とすると自燃する結果が得られ，T20は865 ℃となるが，このケースでは既報の実験よ

りも約2％混焼率が高い条件となる．混焼率が高まるほどT20が低下することを考えると，概ね実験結果に

即した計算結果が得られたと考えられた．一方，剪定枝1との混焼実験では，必ずしも結果は適合しなかっ

た．例えば，混焼率30％（ただし含水率44％相当）でZ汚泥と混焼した系は，推定式からT20が約980 ℃と

推定された（表- 4.11）．この実験系では剪定枝1の含水率を60％とすると，みかけの混焼率は38％ とな

る．一方，第6章での試算では剪定枝1の含水率が60％の場合混焼率32％で自燃する結果となり，その時

のT20は930 ℃となった．これは混焼率が高まるほどT20が低下するというこれまでの結果と相違が生じるも

のとなった．この理由としては，カルシウムが多く含まれている木質系の補助燃料については，推定式にカ

ルシウムに関する項が含まれていないため，T20の予測精度が劣ることに由来すると考えられた．ただし，

これまでに焼却灰中の酸化物換算した主要元素を用いた，下水汚泥焼却炉の閉塞危険性や灰付着性に関する

評価・予測式（表-6.8）においても，カルシウムの挙動については判断が分かれている．塚原らの提案式 32)

では，カルシウムが多い場合，閉塞抑制指標（1.0以上で安全）の値は増加するため焼結しにくくなると判

定された．一方，石井らが提案した式 33)でも指標A（指標が0.3以下であれば灰が付着しにくくなる）の値

も増加することになるが，こちらは逆に焼結しやすくなると判定された．以上から，カルシウムの増加に伴

う付着性の変化は，単純な一次式で示されるものではない可能性も考えられた． 
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表-6.8 灰の付着性に関する既存の評価・予測式の例（表-4.5再掲） 

  
指標 計算式

塚原ら
の式32)

閉塞
抑制
指標 Fe2O3，Al2O3，CaO，MgO，P2O5:焼却灰中の濃度（wt%)

M(i):化合物iの分子量（g/mol）

石井ら
の式33)

指標
Ａ 各成分の合計量に対する各構成成分の質量割合（wt%)

FeଶOଷ

M FeଶOଷ
ȉ 2 +

AlଶOଷ

M AlଶOଷ
ȉ 2 +

CaO

M CaO
ȉ

2

3
+

MgO

M MgO
ȉ

2

3
 

PଶOହ

M PଶOହ
∙ 2൘

 FeଶOଷ + CaO + NaଶO + KଶO + MgO SiOଶ + AlଶOଷ + TiOଶ⁄ × PଶOହ 100⁄
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6.3.3 温室効果ガス排出量試算 

消化汚泥を焼却する場合における試算結果を図-6.5に示す．いずれの条件においても，重油を用いるより

も温室効果ガスの削減に寄与する計算結果となった． 

 

 

 

 

 

図-6.5 温室効果ガスの排出量の試算結果（消化汚泥焼却時） 

要素別にみると，刈草は灰分量が多く高位発熱量が低いため，剪定枝と比べて全体的に温室効果ガス排

出量が多くなる傾向がみられた．また，燃料の含水率が低下するほど，必要とする補助燃料量が減少するた

め，収集範囲も小さくなり輸送に係る温室効果ガスが低減される傾向がみられた．例えば刈草・破砕のみの

条件（含水率60％）での収集範囲は半径約14㎞となったが，刈草・ペレットの条件（含水率10％）では半

径約10㎞の範囲となった． 

一方で，長井 29)らが検討したペレット化のプロセスでは，破砕（チップ化）後，乾燥と成型プロセスを経

るものであった 34)．そのため，ペレット化に伴う温室効果ガスの排出量が破砕（チップ化）の2倍以上とな

ることから，含水率10％と燃料の価値を高めて必要量を減らしても，含水率40％の破砕後自然乾燥物を使

用する場合と比べて温室効果ガス排出量は約2倍となった．なお，燃料の輸送距離が長くなれば，ペレット

化のメリットが発生する可能性がある．今回の事例で，含水率10％のペレットと含水率40％の破砕後自然

乾燥物を使用する際の温室効果ガス排出量が等しくなるのは，刈草では運送距離（片道）で約440 km，剪定

枝では運送距離を約590 kmとする必要があるという試算結果となった．公共事業由来の刈草や剪定枝を利

用する場合，片道400 km以上陸送することは考えにくく，ペレット化するメリットは小さいことが示され

た．なお，木質ペレットの環境影響評価に関する既往の文献 35)では，CO2の排出量は製造プロセスが全体の

83％，ペレットの輸送が12％，原料輸送が6％という結果であった．この事例でのペレットの輸送は100 km

の輸送が想定されていたが，本章は往復で10 kmの輸送とした．ペレットの生産と輸送に係るCO2排出量の

割合は，文献値（輸送距離が100 km）では7：1，本章の試算（輸送距離が10 km）で140：1～120：1となっ

ており，輸送距離との比例関係を考慮するとおおむね一致した結果と考えられた． 
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以上から，今回の試算条件においては，温室効果ガス排出量の観点からは，剪定枝を含水率40％の破砕

後自然乾燥物を使用することが最も望ましい結果となった．この時，重油使用時と比べて温室効果ガスを約

5.4 t-CO2/day削減することが可能となる試算となった．また，本条件では先の6.3.2において求めたT20が

850 ℃を上回っており，補助燃料として使用することが可能な条件となった． 

 

  



 

114 

 

6.3.4 季節変動の影響 

6.3.4.1 自燃時の刈草及び剪定枝の混焼率 

刈草と剪定枝が混合状態のときに，各含水率において自燃するのに必要な汚泥との混合率を表-6.9に示

す．年間を通じて原料となる刈草と剪定枝の混合割合が変化しても，月別の刈草及び剪定枝の混焼率に与え

る影響はあまり大きくなく，それ以上に含水率の変動に伴う影響の方が大きくなる結果が得られた．このこ

とから，年間を通じて必要とする燃料は，例えば含水率60％の破砕物であれば約23～26 t-wet/day，含水率

40％の破砕後自然乾燥物であれば約11 t-wet/day，含水率10％のペレットであれば，約6 t-wet/day必要となる

結果となった． 

刈草及び剪定枝由来の灰発生量を表-6.10に示す．混焼率とは異なり，燃料に占める刈草の割合が増加す

るに伴って灰の発生量が増加する傾向となり，季節によって約3倍変動する結果が得られた．今回，3 t/hの

設計能力の焼却炉に対して2 t/hで汚泥を焼却する条件を想定したが，この時の焼却灰の処理能力の余裕は汚

泥1 t /h相当で，焼却灰に換算すると約50 kg-DS/hとなる．灰処理の設計に余裕がない施設の場合，8-9月想

定でかつ含水率60％の燃料では，灰の処理能力を超過するため，運転が難しいという結果が得られた． 

表-6.9  季節変動を考慮した刈草・剪定枝の含水率と混焼率 

 

 

 

 

 

表-6.10  季節変動を考慮した刈草・剪定枝の含水率と発生する灰分量 

単位:kg-DS/h

1-2月想定
10-12月、

3-4月想定
5-7月想定8-9月想定

剪定枝:刈草
＝9:1

剪定枝:刈草
＝7:3

剪定枝:刈草
＝4:6

剪定枝:刈草
＝2:8

0% 10 11 16 24 33 47
10% 10 12 16 25 34 48
20% 10 12 17 26 36 51
30% 11 13 18 28 39 55
40% 12 14 19 31 42 60
50% 14 16 22 36 49 71
60% 17 21 29 46 65 95

含水率 剪定枝 刈草

1-2月想定
10-12月,
3-4月想定

5-7月想定 8-9月想定

剪定枝:刈草
＝ 9:1

剪定枝:刈草
＝ 7:3

剪定枝:刈草
＝ 4:6

剪定枝:刈草
＝ 2:8

0% 9% 9% 9% 10% 10% 10%
10% 11% 11% 11% 11% 11% 12%
20% 12% 12% 12% 13% 13% 14%
30% 14% 14% 15% 15% 16% 16%
40% 18% 18% 18% 19% 19% 20%
50% 23% 23% 23% 24% 25% 26%
60% 32% 32% 33% 34% 35% 37%

含水率 剪定枝 刈草
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6.3.4.2 T20の推定結果 

T20の試算結果を表-6.11に示す．刈草の割合が増加するに伴い，T20が小さくなる傾向が明確にみられた．

しかしながら，いずれも閾値とした850 ℃を超えており，混合物を補助燃料として使用する上では問題ない

数値と考えられた．なお実際の運用では，第2章で記載した通り，FB部の実際の温度は850 ℃以上となっ

ている炉が多く，900 ℃を超えている炉もある．そのため，T20を大きくとる必要があると想定される．例え

ば約870  ℃を閾値とすれば，刈草の割合が原料全体の60％以下となる年間10か月，約890  ℃を閾値とすれ

ば，刈草の割合が原料全体の30％以下となる年間7か月での使用（いずれも含水率60％での使用も想定）

が妥当と考えられた． 

表-6.11 季節変動を考慮したT20の推定値 

 

  

1-2月想定
10-12月、

3-4月想定
5-7月想定8-9月想定

剪定枝:刈草
＝9:1

剪定枝:刈草
＝7:3

剪定枝:刈草
＝4:6

剪定枝:刈草
＝2:8

0% 938 927 910 888 875 865

10% 937 927 909 887 874 864

20% 937 926 908 885 873 863

30% 936 925 906 884 872 861

40% 935 923 904 881 869 859

50% 933 921 900 877 866 856

60% 930 915 893 871 860 852

含水率 剪定枝 刈草
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6.3.4.3 温室効果ガス排出量 

月別の温室効果ガスの排出量を図-6.6に示す．いずれの時期においても重油を用いた場合と比べて温室効

果ガス排出量が削減された．季節による影響は，刈草の割合が高い夏期に増加する傾向がみられたが，それ

以上に含水率の違いによる影響の方が大きい結果となった． 

 6.3.4.2でT20の閾値を約870 ℃とした際に補助燃料を使用できないと判断された8-9月の2カ月間を定期点

検に充てる条件を想定すると，年間での温室効果ガス排出削減量は，含水率40％のチップを使用する場合

は約1,600 t-CO2/年，10％のペレットを使用する場合は約1,400 t-CO2/年という結果が得られた．また，T20の閾

値を約890 ℃とした際に補助燃料を使用できないと判断された5-9月のうちの2カ月間を定期点検に充て，

残りの3カ月は通常運転する条件を想定すると，年間での温室効果ガス排出削減量は，含水率40％のチッ

プを使用する場合は約1,100 t-CO2/年，10％のペレットを使用する場合は約1,000 t-CO2/年という結果が得られ

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.6 季節変動を考慮した温室効果ガス排出量の試算  
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6.4 結語 

本章では，下水汚泥焼却に刈草及び剪定枝を補助燃料として使用する場合，必要とされる補助燃料量を

試算するほか，その際の付着物発生に関する危険性について評価を行った．あわせて，温室効果ガス排出量

を試算した．得られた結果について以下に示す． 

１) 消化汚泥を対象とした場合，含水率40～60％の破砕物を燃料として使用する場合は，剪定枝を原料とす

ると18～32％，刈草を原料とすると20～38％，含水率10％のペレットでは約10％の混焼率となった． 

２) 炉内での灰の付着が想定される付着灰分率y=20となる温度T20は，消化汚泥の専焼条件では950 ℃であ

ったのに対し，刈草及び剪定枝を使用すると低下した．特に，刈草を使用する際，含水率60％の条件で

はT20が850 ℃に近づくなど，全体的に850～870 ℃前後の値をとっており，炉内の状況によっては壁面へ

の付着等が発生することも考えられる温度帯となった． 

３) 温室効果ガス発生量を試算したところ，重油を用いるよりも刈草及び剪定枝を使用することで温室効果

ガスの削減に寄与する計算結果が得られた．剪定枝を含水率40％の破砕後自然乾燥物を使用することが

最も望ましい結果となり，重油使用時と比べて温室効果ガスの排出を約5.4 t-CO2/day削減することが可能

となる試算となった． 

４) 刈草と剪定枝は，季節の変動により収集割合が異なるため，実績に基づき4段階で混合状態を想定し，

月変動の影響を確認した．想定される刈草の混合率がいずれの場合も，月別の混焼率の違いに与える影

響は明確ではなかった．一方，刈草及び剪定枝由来の灰発生量は，刈草の割合が増加するに伴い増加す

る傾向がみられ，季節によって約3倍変動する結果が得られた．T20については，刈草の割合が増加する

に伴い小さくなる傾向が明確にみられた．月別の温室効果ガスの排出状況は，いずれの時期でも重油を

用いた場合と比べて温室効果ガス排出量が削減される結果となった．例えば8-9月の2カ月間を定期点

検に充てる条件を想定すると年間での温室効果ガス排出削減量は，含水率40％のチップを使用する場合

で約1,600 t-CO2/年程度と試算された． 
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7 結論 
本研究は，「補助燃料として公物管理由来草木類を利用する下水汚泥焼却の研究」と題し，補助燃料と

して公物管理由来草木類を利用する下水汚泥焼却システムの技術的課題として，①公物管理由来草木類の利

用可能性・導入可能性，②付着物等の発生を回避する混焼条件の把握，③焼却灰の有効利用への影響把握，

④システムの適用に向けた評価を抽出し，課題解決に向けた研究を実施した． 

以下に本研究の総括と今後の展望を述べる． 

7.1 本研究の総括 

第１章では下水汚泥と草木類の焼却に関する既往の研究状況や，国内の公物管理由来の草木類に関する

状況を整理し，想定するシステムと技術的課題を分析して，本研究の意義について述べた． 

第2章では第4章以降で示す実験や机上検討を実施するにあたり，条件の設定や妥当性を確認するため，

アンケート調査により全国の下水汚泥焼却の現状把握を行った．全国の下水汚泥焼却炉は，約50 t/日付近が

最も多く，次いで約100 t/日付近の炉が多かった．設計能力が小さい75 t/日未満の焼却炉では負荷率は平均で

約70％と低く，補助燃料のエネルギーの割合は約40％と高くなっていることがわかった． 

第3章では，公物管理由来の草木類，中でも刈草と剪定枝について，文献や実際の事例をヒアリングする

ことにより年間や月別の収集量を把握した．A市に対して実施したヒアリング結果から，公物管理由来の草

木類の収集量は，10月にピークとなったが，5月から3月まで毎月400 t以上収集されていた．刈草と剪定枝

の収集割合を推定したところ，刈草が5月から7月は約60％，9月は80％以上であったが，10月以降は枝の

割合が増加し，1月は約5％となった．また，実際施設のし渣混焼ラインの一部を用いた搬送試験を行った

ところ，付着等による抵抗の増大は発生しなかった． 

第4章では，下水汚泥とカリウムを多く含む草木類との混焼を行った際に発生する事象について把握する

ため，電気炉を用いた混焼実験を行った．一部の実験系を除き，フリーボード部の石英管に付着物が発生し

た．付着物を総投入灰分量で除した付着灰分率が20 dry-g/dry-灰kg以上の場合は，運転時間に概ね比例して

成長する傾向がみられた．900 ℃以上では付着灰分率が20を超える実験系が存在した．草木類の混合率が増

加するほど付着灰分率が概ね増加する傾向を示したが，特に刈草を混焼した系列で付着物が多くなった．実

験結果から付着灰分率（y）はアレニウス則で近似できると考えられ，y = A exp (−B/T)で近似し，係数A

とBを焼却灰中の主要元素の濃度を用いて重回帰分析を行った．現象を考慮しつつ説明変数を選択した結

果，【P2O5，K2O，Al2O3，Fe2O3】の組み合わせが，相対的に精度よく現象を説明した．文献を参考に軟化点

と推定式より推定された付着灰分率が20となる温度T20を比較した結果，T20は概ね軟化点よりも低い値を得

た．式の適用範囲は現時点では11.5＜ln A＜79.2と想定されるが，T20は簡易な軟化点の安全側指標としての

利用可能性が示唆された． 
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第5章では，異なる特性を持つ下水汚泥と草木類の混焼によるリンとカリウムの形態変化を明らかにすること

で，下水汚泥焼却灰の肥料としての利用可能性を評価することを目的とした．アルミ系の凝集剤を使用してい

る処理場の焼却灰では，リンはAlPO4及びカルシウム化合物の形態で，カリウムはアルミノケイ酸塩の形態

で存在していた．刈草や剪定枝との混焼でカリウムやカルシウムが多く供給されると，カリウムは汚泥由来

のアルミニウムやケイ素と反応してアルミノケイ酸塩を生成し，リンはク溶性のリン酸カルシウム化合物な

どの形態に移行することで肥料としての価値が向上することを確認した．また十分なカリウムが供給された

場合，K2SO4のような水溶性の塩が生成すると推察された．他方で，鉄系の凝集剤を使用している処理場の

下水汚泥焼却灰はク溶率が低く，草木類との混焼によるク溶率の改善効果はアルミ系凝集剤よりも低くなる

可能性が考えられた．今後下水汚泥焼却灰の有効利用を進めるにあたっては，水処理の凝集剤の選定にも留

意が必要となる可能性が示唆された． 

第6章では公物管理由来草木類の補助燃料利用時の影響について，①必要な補助燃料量，②付着物発生の

危険性，③温室効果ガス排出量の観点から評価した．本章では，刈草と剪定枝の収集割合の季節変動につい

ても考慮した．また，刈草や剪定枝の燃料使用時における付着物発生の危険性については，第4章で作成し

た推定式を用いて評価を行った．消化汚泥を対象とした場合，含水率40％の破砕物を燃料として使用する

と 18％（原料：剪定枝）， 20％（原料：刈草）の混焼率，含水率10％のペレットでは約10％の混焼率とな

った．炉内での灰の付着が想定される付着灰分率y=20となる温度T20は，刈草及び剪定枝を使用すると低下

した．特に刈草を使用する際は，全体的に850～870 ℃前後の値をとっており，炉内の状況によっては壁面

への付着等が発生することも考えられる温度帯となった．温室効果ガス発生量を試算したところ，重油を用

いるよりも刈草及び剪定枝を使用することで温室効果ガスの削減に寄与した．破砕後自然乾燥させた含水率

40％の剪定枝を使用する場合が最も理想的な条件となり，重油使用時と比べて温室効果ガスの排出を約5.4 t-

CO2/day削減することが可能となる試算となった．季節により刈草と剪定枝の収集割合が異なるため，実績

に基づき4段階で混合状態を想定し，月変動の影響を確認した．刈草及び剪定枝由来の灰発生量は刈草の割

合が大きくなるに従って増加し，季節によって約3倍変動する結果が得られた．T20は，刈草の割合が増加

するに伴い小さくなる傾向が明確にみられた．月別の温室効果ガスの排出状況は，いずれの時期でも重油を

用いた場合と比べて温室効果ガス排出量が削減される結果となった． 
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7.2 本研究の課題・展望 

本研究で得られた課題点や今後の方向性について以下に論述する． 

7.2.1 下水処理場のカーボンニュートラルに向けた取り組みと下水汚泥焼却システムの未来像 

本研究で想定したシステムは，施設の大規模な改修等が不要であり，比較的容易に実施可能な下水処理

場からの温室効果ガス削減方策の一例を示したと考えている．実現化にあたっては，量・質ともに安定的な

草木類の供給が欠かせない．そのためには，各々の公物管理者及びその業務受注者への啓発により，異物の

混入をなるべく抑えることが肝要となる． 

一方で，下水道システムで使用する電力の約半分が水処理プロセスに由来するため 1)，水処理プロセスを

改善する様々な研究が実施されている 2)．これらの研究や技術開発の進展に伴い，今後発生する汚泥が変化

し，汚泥発生量の減少や汚泥の質の変化が予想される．さらに，エネルギー回収プロセスである消化プロセ

スが標準化される可能性も考えられる．この時，脱水材としての繊維として草木類が使用される可能性があ

ると考えている 3)．この場合でも，混合焼却に起因する灰の付着性の評価については本研究結果を利用する

ことが可能と考える． 

なお，焼却炉自体は都市の衛生を確保する上で重要な施設であり，この有効活用についても着目される

べきと考える．特に一般廃棄物の炉の能力不足が発生した場合は，その補完方策の一つとして，下水汚泥焼

却炉の余剰能力の有効利用を一考されるべきであろう． 

7.2.2 下水汚泥焼却炉の焼結・クリンカ対策への貢献 

 本研究で，アレニウス則に基づくT20を用いた予測式と，灰の軟化点との関係性について言及することが

できた．現在国内で主に使用されている予測式には温度項が含まれていない 4), 5)が，焼結やクリンカは高度

処理及び高温焼却に伴って問題が顕在化したと言われていること 6)，さらにはN2O対策でより高温となる焼

却炉の開発が引き続き実施されていること 7)から，焼結・クリンカ発生の予測式には温度項を有するべきと

考える．なお，今回筆者が提案した予測式は実験式の域を出ておらず，利用条件が限定的である．普遍的な

判定式とするためには，多くの現場のデータや実験データによる修正が必要と考える． 

7.2.3 下水汚泥焼却灰の肥料利用の推進に向けて 

国内の貴重かつ安定したリン資源である下水汚泥焼却灰は，「菌体リン酸肥料」の規格化により，肥料

原料としての利用の自由度が大幅に拡大した 8)．これまでの規格である「汚泥肥料」は，他の資材と混合し

て販売することが禁止されてきたが，新たな規格では混合して販売することが認められたため，焼却灰に不
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足する窒素やカリウムあるいは水溶性のリン肥料と混合することで需要家のニーズに合った肥料として利用

が可能となる． 

本研究では，アルミ系の凝集剤を使用した汚泥のほうが鉄系の凝集剤を使用した汚泥よりも焼却灰のク

溶率が高いことを確認した．これを実施設に適用にするにあたっては，使用している水処理系の凝集剤の変

更や，2液調質による脱水汚泥の低含水化の制限といった可能性が考えられ，下水道事業や経営，地域への

影響も大きい取り組みとなる可能性がある．どの程度の転換が必要なのか，需要家の意見や下水処理の持続

も考慮しつつ最適なク溶性リンへの転換手法の確立が求められる． 

以上，本事業の実施にあたっては，下水道関係者にとどまらず，下水以外の公物管理者及びその業務受

注者，肥料の生産者及び利用者，並びに一般消費者のご理解・ご協力を必要とするものとなる．技術面以外

にも実現に向けたハードルはあるが，今後の下水道事業で取りうる一つの形と考えている． 
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8 付録 
 
2章で実施したアンケートの調査項目は、以下の通りである． 

 
 

 

 

  

【記入要領】 
 以下、記入要領一覧表に沿って、記入して下さい。
 ※ 数値、ローマ字などは、半角英数で入力して下さい。
 ※ 年間値や月別値は、令和2年度(2020年4月～2021年3月)の数値を入力して下さい。
 ※ 測定していない月や、不明の欄は空欄として下さい。特筆すべき事項がある場合は、備考欄やコメント機能などを活用して、記載して下さい。

大項目 中項目 単位 摘要
焼却炉 焼却炉の名称 （事前記入） 焼却炉の名称を記入する。既に記入されている場合は確認し、誤りがあれ

ば修正する。リストにない場合は追加する。

焼却炉の形式 （事前記入） 焼却炉の形式を「①流動焼却炉」「②多段吹込燃焼式流動焼却炉」「③二
段燃焼式循環流動焼却炉」「④多段焼却炉」「⑤階段ストーカ炉」「⑥回
転乾燥焼却炉」「⑦ガス化炉」「⑧過給式流動焼却炉」「⑨その他」「⑩
不明」より選択する。

焼却炉の供用開始年度 （事前記入） 供用開始年度を西暦で入力する。

最大値　湿り Nm3/h

最大値　乾き Nm3/h

発生排出ガス量 （定常運転時） Nm3/h

脱水ケーキ 焼却炉設計時の最大含水率 ％

焼却炉設計時の代表含水率 ％

焼却炉設計時の最小含水率 ％

設計時の高位発熱量 MJ/kg

設計汚泥のVS/TS ％

設計汚泥の組成（C) TS中の割合％

設計汚泥の組成（H) TS中の割合％

設計汚泥の組成（N) TS中の割合％

設計汚泥の組成（O) TS中の割合％

設計汚泥の組成（S) TS中の割合％

設計汚泥の組成（Cl) TS中の割合％ 分かる場合のみ記入

設計汚泥のかさ密度 wet-t/m3

設計投入汚泥量 wet-t/ｈ

実際の代表的含水率 ％

実際の低位発熱量 MJ/kg

実際の汚泥の組成（C) TS中の割合％

実際の汚泥の組成（H) TS中の割合％

実際の汚泥の組成（N) TS中の割合％

実際の汚泥の組成（O) TS中の割合％

実際の汚泥の組成（S) TS中の割合％

実際の汚泥の組成（P) TS中の割合％

実際の汚泥の組成（Cl) TS中の割合％ 分かる場合のみ記入

実際の汚泥のかさ密度 wet-t/m3

焼却炉運転状況 焼却炉清掃頻度（R2年度） 回/年

焼却炉の発停回数（R2年度） 回/年

流動砂の交換頻度（R2年度） （流動床炉のみ） 回/年

クリンカの発生経験 あり・なし

定常運転時における炉内温度 流動床炉　フリーボード部（最高温度） ℃

流動床炉　砂層部（最高温度） ℃

その他の炉　炉内最高温度 ℃

負荷率 ％ 定常運転時の実投入汚泥重量÷設計（定格）投入汚泥重量

R2年度総運転時間 時間/年

R2年度運転日数 日/年

焼却汚泥量 R2年度焼却汚泥量（4月） wet-t

R2年度焼却汚泥量（5月） wet-t

R2年度焼却汚泥量（6月） wet-t

R2年度焼却汚泥量（7月） wet-t

R2年度焼却汚泥量（8月） wet-t

R2年度焼却汚泥量（9月） wet-t

R2年度焼却汚泥量（10月） wet-t

R2年度焼却汚泥量（11月） wet-t

R2年度焼却汚泥量（12月） wet-t

R2年度焼却汚泥量（1月） wet-t

R2年度焼却汚泥量（2月） wet-t

R2年度焼却汚泥量（3月） wet-t

補助燃料 重油・都市ガス・消化ガス・その他（自由記載）

設計時の低位発熱量 MJ/kg 直近データ

1回立ち上げ時の使用量

使用補助燃料種類（定常運転時） 重油・都市ガス・消化ガス・その他（自由記載）

設計時の低位発熱量 MJ/kg

R2年度補助燃料使用量（4月）

R2年度補助燃料使用量（5月）

R2年度補助燃料使用量（6月）

R2年度補助燃料使用量（7月）

R2年度補助燃料使用量（8月）

R2年度補助燃料使用量（9月）

R2年度補助燃料使用量（10月）

R2年度補助燃料使用量（11月）

R2年度補助燃料使用量（12月）

R2年度補助燃料使用量（1月）

R2年度補助燃料使用量（2月）

R2年度補助燃料使用量（3月）

集塵装置 バグフィルター 処理能力 m3/h (排気ガス
として)

サイクロン 処理能力 m3/h (排気ガス
として)

乾式電気集塵機 処理能力 m3/h (排気ガス
として)

その他 処理能力 m3/h (排気ガス
として)

洗煙搭 処理能力 m3/h (排気ガス
として)

使用薬剤 （例えば　苛性ソーダ） 自由記載

使用薬剤量 R2年度総使用量 kg

小項目

実際の分析値
（年平均）

大防法　ばい煙発生施設設置届出書に記
載された排出ガス量

焼
却
に
関
す
る
状
況
調
査
（

焼
却
炉
単
位
）

使用補助燃料種類（立ち上げ時）

焼却炉設計時
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本研究は筆者が独立行政法人土木研究所材料地盤研究グループリサイクルチームに採用された平成 19 年

度に実施されていた，「高含水バイオマスの熱化学的エネルギー直接変換技術に関する共同研究」の取り組

みを基礎とし，その後，平成31年に再度国立研究開発法人土木研究所先端材料資源研究センターに配属さ

れたのち本格的に取り組んだものとなります． 

この間，尾﨑正明上席研究員，岡本誠一郎上席研究員，重村浩之上席研究員，岡安祐司上席研究員，阿

部千雅上席研究員，落修一総括主任研究員，桜井健介主任研究員，山﨑廉予主任研究員からは貴重な情報や

助言をいただきました．また，髙橋啓太研究員，谷藤渓詩専門研究員，大本拓交流研究員，津田直弥交流研

究員，中河礼交流研究員，石川友美子様には，一緒に実験やアンケート調査，データ解析などに取り組んで

いただきました．ここに記して厚く感謝申し上げます． 

また，本研究では，主として令和3年度及び4年度の下水道応用研究「サステイナブルな下水汚泥焼却の

ための次世代補助燃料」で得られた実験結果を用いて検討を行いました．本研究で共同研究体として参画い

ただいた京都大学大学院工学研究科 都市環境工学専攻 環境デザイン工学講座の皆様をはじめ，月島 JFEア

クアソリューション株式会社及び株式会社タクマの皆様に感謝申し上げます． XAFS分析に関しては，高エ

ネルギー加速器研究利用の共同利用課題（2020G051，2022G081）において実施されましたことをここに記し

ます． 

本研究の遂行は，実験に供する下水汚泥試料及び草木試料がなければ成し遂げられないものでした．さ

らには，全国のアンケート調査や関連したヒアリングもさせていただきました．これらは，関係公共団体の

方々の，ご理解やご協力のもと行われました．ここに記して心より感謝申し上げます． 

また，終始暖かいご支援をいただいた国土交通省，土木研究所，さらには全国の下水道関係の皆様に感

謝申し上げます． 

最後に，いつも支えてくれた妻と子供達に感謝いたします． 




